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◇表紙写真説明◇

Kui Taishin-SSP工法の施工状況
写真提供：オリエンタル白石㈱

　パイルベント橋脚の耐震補強工法であるKui Taishin-SSP 工法の
施工前から完成までの施工状況の写真である。

　Kui Taishin-SSP 工法は，圧入鋼板巻立てによる耐震補強工法で
あり，既設構造物直下の厳しい制約条件下において，従来工法では
施工性・経済性が課題となっていた橋脚に対して，耐震補強を行う
ことができるようになった。また，国土交通省により「平成 21 年
度準推奨技術」として選定され，現在 51 件の採用実績がある。

2009年（平成 21年）11月号 PR目次
【ア】
　朝日音響㈱……………………………表紙 3
【カ】
　カヤバシステムマシナリー㈱………後付 6

　コベルコ建機㈱………………………後付 2
　コマツ…………………………………表紙 4
【タ】
　大和機工㈱……………………………表紙 2

【マ】
　マルマテクニカ㈱……………………後付 5
　三笠産業㈱……………………………後付 3
【ヤ】
　吉永機械㈱……………………………表紙 2

【ラ】
　㈱流機エンジニアリング……………後付 1
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協 会活動のお知らせ ▲ ▲

■ 国土交通省制定「建設機械等損料算
定表」に基づいて編集

■ 損料積算例や損料表の構成等をわか
りやすく解説

■ 機械経費・機械損料に関係する通達
類を掲載

■各機械の燃料（電力）消費量を掲載
■ 主な機械の概要と特徴を写真・図入

平成 21年度版　建設機械等損料表　発売中
―機械経費積算に必携―

りで解説
■ 主な機械には「日本建設機械要覧（当
協会発行）」の関連ページを掲載

発刊：平成 21 年 5 月 14 日
体裁：B5 判　約 720 頁
価格：（送料別途）
　　　一般　7,700 円（本体 7,334 円）
　　　会員　6,600 円（本体 6,286 円）

詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　総務部
TEL ：03-3433-1501
FAX ：03-3432-0289
e-mail ：info@jcmanet.or.jp
http://www.jcmanet.or.jp

　3 次元データを利用した建設機械制
御に関する実践的な教育により，情報
化施工に対応できる技術者を育成する
ことを目的として「情報化施工研修会」
を開催しております。次回の研修生を
次のとおり募集いたします。
1．申込み方法
　所定の申込書に記入の上，郵送，Fax

情報化施工研修会のご案内
― ICT建設機械の実地研修―

またはメールにて申込み。申込書は当
協会ホームページより入手できます。
開催日1週間前をもって締切とします。
2．開催日（以降，順次開催予定）
平成 22 年 1 月 28 日（木）～ 29 日（金）
平成 22 年 2 月 25 日（木）～ 26 日（金）
3．受講費用
　体験コース：20,000 円 / 人

　実務コース：88,000 円 / 人 ※
　（※研修用PCを利用，修了証を発行）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会（担当：白鳥）
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/

情報化施工ガイドブック 2009　発刊のご案内

　情報化施工推進戦略の策定を受け，
入門書を発刊致しましたので，是非ご
活用下さい。
■内容
1．情報化施工の動向
2．マシンガイダンスシステム
3．マシンコントロールシステム
4．締め固め情報化施工
5．TS出来形管理
6．用語解説／ 7．参考資料

■特徴
・ 国土交通省が定めた情報化施工に関
する各種要領を踏まえた内容

・ 図，写真，表を使い読みやすく理解
しやすい構成

・ 実用化されている主要な技術を中心
に最新の情報化施工技術も含めて紹
介

・ 用語解説及び参考資料として情報化
施工推進戦略を掲載

体裁：A4 版　本編 62 頁
　　　参考資料 52 頁
価格：（送料別途）
　　　一般　2,310 円（本体 2,200 円）
　　　会員　2,100 円（本体 2,000 円）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　総務部
TEL ：03-3433-1501
FAX ：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

本書では建設機械が出現する以前の
人力器械の時代から，1800 年初頭の
蒸気浚渫船や蒸気ショベルの発明に始
まり，現在に至る 200 年間の建設機械
の歴史を約 350 葉の写真と図でたどる
ことができます。
■主な掲載内容（全 15章）
1. 18 世紀以前の人力による建設器械
2. 蒸気式建設機械の誕生
3.  蒸気トラクタや蒸気ショベルの発

写真でたどる建設機械 200年　購入のおすすめ

達
4. クローラの発達史
5.  ガソリンエンジン式建設機械の出
現

6. ディーゼルエンジンへの移行
7.  第 2 次世界大戦前後の建設機械メー
カの状況

8. 戦後の建設機械の技術革新
9. 最近の建設機械の流れ
発刊：平成 20 年 6 月

体裁：A4判　128 頁
価格：（送料別途）
　　　一般：2,940 円（本体 2,800 円）
　　　会員：2,490 円（本体 2,372 円）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　総務部
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp
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巻頭言

道路構造物のアセットマネジメント
小　林　潔　司

わが国では，高度経済成長期以降，膨大な道路ストッ
クが蓄積された。近い将来，それらの道路構造物が，
リニューアルの時機を迎える。少子長寿社会の到来に
より，財源調達が困難となることが予想される中，道
路構造物の長寿命化を可能な限り達成し，リニューア
ルを計画的に実現していくことの必要性が認識されて
いる。このような問題意識を背景に，過去10年の間に，
道路構造物の維持・更新技術，アセットマネジメント
技術が著しく発展した。
道路構造物は，過酷な自然環境の下で長時間にわた
り使用される。道路構造物の劣化過程には多大な不確
実要因が含まれる。このため，道路構造物が置かれて
いる環境により，劣化速度に多大な不確実性が含まれ
る。その要因として，初期施工時の条件や環境条件の
多様性，観測不可能な施設固有の特性などが介在して
いる。一般に，道路構造物の定期点検の目的は，1）劣
化が進行している施設を発見し，補修対策案を検討す
ること，2）数多くの施設の状況を同時に点検し，平
均的な劣化傾向を把握することにある。
第1の目的は明らかであろう。現実に，多くのアセッ

トマネジメントにおいて，点検結果に基づいて，補修
計画が策定されている。しかし，第 2の目的に関して
は，それほど理解されていないのが実情である。点検
結果に基づいて把握した劣化状態は，対象とした道路
構造物に固有な劣化特性を表現したものに過ぎない。
対象とする道路構造物の劣化が同種の構造物より早い
場合，その原因を探求し，長寿命化の方法を検討する
ことが必要となる。維持管理業務の成果は，必ずしも
時間とともに発展するとは限らない。維持補修技術の
ように，技術進歩の恩恵を享受することができる場合
もある。しかし，点検技術者や施工技術者の能力や知
識は，逆に後退する場合もあろう。技術が進展し，そ
の効果が認められれば，広く導入することを検討すべ
きである。しかし，技術が後退する場合，その原因を
追求し，新たな方策を検討することが必要となる。現
状の維持管理技術を改善し，道路構造物の品質向上と
土木技術の改善努力を続けることが，アセットマネジ

メントの本来の目的である。
第 1世代のアセットマネジメントは，点検結果に基
づいて，ライフサイクル費用評価を行い，予算計画を
策定することが主たる目的であった。次世代のアセッ
トマネジメントにおいては，点検結果に基づいて，道
路構造物群の長期的な劣化パフォーマンスを評価し，
アセットマネジメントシステムの継続的改善を追求す
ることが主たる目的となる。事実，長い供用期間を有
する道路構造物の管理にあたっては，個々の構造物の
劣化の進展状態を継続的にモニタリングすることのほ
か，維持管理業務のパフォーマンスを継続的に診断す
ることが必要となる。道路構造物の状態や維持管理技
術を取り巻く環境は，刻々と変化しており，道路構造
物の状態を長期間にわたって維持するためには，持続
的モニタリングが必要である。
道路構造物や点検結果に関するデータベース，劣化
予測技術，ライフサイクル費用評価，維持補修技術の
発展にはめざましいものがある。アセットマネジメン
トの普及により，道路構造物のサービス水準を維持す
るために必要な予算額やマクロな補修戦略に関する情
報を獲得できるようになってきた。しかし，現実に観
測できるデータには，さまざまな観測誤差が含まれる。
さらに，劣化過程には，多くの不確実要因が介在し，
確定的に予測することは難しい。特に，個々の損傷に
関する劣化予測に関しては，多くの研究課題が残され
ている。一方，ライフサイクル費用評価のために必要
となるマクロなレベルでの劣化予測に関しては，実用
的な水準にまで発展したと言ってもいいだろう。しか
しながら，アセットマネジメント技術の発展に関わら
ず，その実践に関しては，いまだ発展途上にあると言
わざるを得ない。今後，さらにアセットマネジメント
技術の高度化を図ると同時に，財源制度，税制・会計
制度等，アセットマネジメントを支える社会的仕組み
を改変するとともに，国民がアセットマネジメントの
重要性を理解するために不断の努力を積み重ねること
が必要である。

―こばやし　きよし　京都大学経営管理大学院　教授―
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正面衝突事故対策としての
ランブルストリップスの開発と整備効果

平　澤　匡　介・葛　西　　　聡・相　田　　　尚

北海道は，郊外部の国道で走行速度が高くなりやすく，大部分が非分離の 2車線道路であるために，正
面衝突による死亡事故が発生しやすい。従来の 2車線道路における正面衝突事故の対策は，中央分離帯や
センターポール等の設置が挙げられるが，費用や冬期除雪作業の支障により，普及していない。本稿は，
正面衝突事故の対策手法として，舗装路面を削り，凹型の溝を連続して配置するランブルストリップスを
2車線道路のセンターライン上に設置し，事故削減効果等の整備効果について報告する。
キーワード：交通安全，事故対策，正面衝突，ランブルストリップス

1．はじめに

北海道は，広域分散型社会を形成し，郊外部の国道
は走行速度が高くなりやすく，一度交通事故が起きる
と死亡事故に至りやすい。郊外部の国道は，大部分が
非分離の 2車線道路であるために，正面衝突による死
亡事故が多い。北海道の正面衝突による死亡事故の割
合は全国に比べ約 2倍で，全死亡事故の約 2割を占め
る。2車線道路の正面衝突事故対策は，中央分離帯，
センターポール，チャッターバーなどが考えられるが，
中央分離帯は高コストのため設置は限定的である。ま
た，センターポールやチャッターバーは，除雪作業
の支障となるので，広く普及していない。本稿は，こ
れらの課題を解消する新たな正面衝突事故対策手法と
して，2車線道路のセンターライン上にランブルスト
リップスを設置する手法を開発し（写真─ 1），設置
前後の正面衝突事故発生状況と事故削減効果や費用対
効果等の整備効果について報告するものである。

2．ランブルストリップスについて

ランブルストリップスとは，舗装路面に隆起状また

は溝状の凹凸パターンを直線的に配置したものであ
る。目的は，その上を通過する車両に対し音や振動を
発生させ，ドライバーに車線を逸脱したことを警告す
ることであり，うっかり・ぼんやりや居眠りによる交
通事故に有効な対策手法である。ランブルストリップ
スは，1955 年に米国ニュージャージー州で“singing 
shoulders”として初めて設置され，この時はコンク
リート舗装に型枠を使って形成されたものであった。
本格的に普及したのは，1980 年代後半に，切削型と
呼ばれる既設のアスファルト舗装に対して溝を削る施
工方法が開発されたからである。
1990 年代から，高速道路の路外逸脱事故対策手法と

して普及したランブルストリップスであるが，米国の設
置基準や規格（溝の大きさや深さ）は州毎に異なって
おり，どの規格が最適なのかは，明らかになっていなかっ
た。また，米国の高速道路の路肩幅員は 5m以上ある
ことと自転車への影響を考慮されていないので，日本
の一般国道における2車線道路のセンターライン上に
設置することを念頭に置いた場合，米国のランブルスト
リップスの規格は，溝が深く，大きいことが懸念された。

3．施工方法の開発

日本へのランブルストリップス導入を検討した平成
13 年当時は，我が国において切削型の施工事例はな
く，施工機械を開発することから着手した。（独）土木
研究所寒地土木研究所は，平成 13 年度から室蘭工業
大学，平成 15 年度から㈱NIPPO と共同研究を行い，
施工方法の確立，日本の道路事情に適した規格の開発

写真─ 1　ランブルストリップス（左：R230，右：R275）
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を行った。
切削溝を連続的に設置するためには，様々な方法が
考えられたが，施工性，経済性の観点から検討を重ね
た結果，既存の切削機の案内輪を異径車輪に改造し，
異径車輪の回転による異径差を利用し切削ドラムを連
続的に上下動させる方式が最適と判断された（図─
1）。そのために施工機械は，既存の小型路面切削機
の案内輪を異径車輪に改造し，進行時に回転して生じ
る上下動を利用する機構とした（写真─ 2）。

ランブルストリップスは，平成 14 年に一般国道 5
号で初めて設置された時の施工速度は，約 3 m／分で
あった。延長 720 mの施工は 1日で終了し，十分な施
工速度と出来形であった。平成 15 年以降，ランブル
ストリップスの普及に伴い，排水性舗装やコンクリー
ト舗装にも設置要望があり，施工方法の検討を行った。
排水性舗装では，切削廃材をブラシ式清掃車で清掃
すると，細かい切削屑が舗装表面に入り込み，排水性
を損なうため，一般的な汚泥吸排車を採用した。また，
高速道路などで比較的長い距離を連続して施工する場
合は，専用の切削廃材吸引システムを採用した。この
システムは切削機を追いかけながら廃材の吸引作業を
行うため，大型のルーツブロワを搭載している（写真
─ 3）。これらの清掃方法により，排水性への影響は

少なくなった。ただし，ランブルストリップスは，道
路全体の面積に対して極小面積であることから，道路
全体に及ぼす影響は極めて小さいと考えられる。
コンクリート舗装への施工は，切削ビットをコンク
リート版専用のものに交換して行うが，アスファルト
舗装に比べると施工能力は若干落ちる。また，切削す
る際に粉塵が発生するため，施工場所に応じ対策を講
じなければならない。写真─ 4は，切削機のドラム後
方に粉塵吸引ダクトを繋ぎ，2 t 車に積載した集塵機
により粉塵を吸引しながら施工している状況である。

センターライン上にランブルストリップスを施工し
た後，区画線を溶着施工する場合，一定の隙間から流
し込むスクリード式では，溝内に塗料が必要以上に流
れ込み，ランブルストリップスの機能を低減させてし
まうので，スプレー式（回転体・噴射）で施工しなけ
ればならない（写真─ 5）。

4．試験道路における騒音・振動の測定

ランブルストリップスの音と振動の警告効果は，そ
の溝が大きく，深いほど高くなる。しかし，バイクや
自転車の操縦性に対する影響は，溝が小さく，浅いほ
ど低くなる。実道における最適な規格は，この相反す
る条件を満足させることが求められる。そこで，苫小
牧寒地試験道路において，表─ 1に示す切削横幅が
350 mm，深さが 9 mm，12 mm，15 mm の 3 種類の
規格のランブルストリップスの試験施工を行った。
ランブルストリップスによる音と振動の効果を騒音
計と振動計により測定した。測定方法は，乗用車（ワ
ゴンタイプ 1,800 cc，タイヤサイズ 185R14）で各ラ

図─ 1　異径車輪による連続切削概念図

写真─ 2　施工機械

写真─ 3　汚泥吸排車（左）と専用廃材吸引車（右）による清掃状況

写真─ 4　 施工時の粉塵吸引状況（左）と深さ 12 mmのランブルストリッ
プス（右）

写真─ 5　溝が埋まった事例（左）とスプレー式の施工状況（右）
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ンブルストリップス上を走行させ，車内に設置した計
測器で測定した。騒音計は，助手席のヘッドレストに
集音マイク，振動計は，ハンドル軸上にピックアッ
プを固定した。車内騒音の測定は，ランブルストリッ
プス上を各走行速度（40 km/h，60 km/h，80 km/h，
100 km/h）で，3回走行して測定し，それぞれの最大
値を平均して各走行速度の測定値とした。また車内振
動の測定は，記録した時の上位 10 個の値を平均して
1回走行した時の測定値とし，3回測定の平均値を測
定値とした（図─ 2）。ランブルストリップスによる
車内騒音の大きさは，いずれの深さでも，通常の舗装
路面上を走行した時に比べ，15 dB 以上大きな値を記
録した。また溝が深いほど車内騒音が大きくなる傾向
を示した。Chen1）は，走行中の一般ドライバーに対
する警告効果として発生する騒音レベルは，車内環境
騒音よりも最低 4 dB 以上大きくなければならないと
報告しているので，十分な警告効果があると推察され
る。車内振動は，いずれの深さでも通常路面の値より
も 7 dB以上大きな値を記録した。

5．試験道路における走行実験

ランブルストリップスを実道に設置する適正な規格
を決めるために，平成 13 年 11 月に苫小牧寒地試験道
路において 62 名の一般道路利用者による走行実験を
行った。実験車として乗用車，バイク，原付，自転車
を使用した。走行実験は，被験者の走行状況のビデオ
観測とアンケート調査を実施した。ビデオ観測では，
初めてランブルストリップス上を走行する時にブレー
キを掛ける人も見られたが，特に危険な状況は観測さ
れなかった。図─ 3は，走行後に行った危険性に関

するアンケート結果である。ランブルストリップスの
印象は，9 mm，12 mm，15 mmの順に従って「危険」
と回答した人の割合が多くなっている。ビデオで走行
状況を観測した結果，深さ 15 mmでも急ブレーキや
急ハンドル，転倒と言った危険な状況は見られなかっ
たが，騒音，振動の測定結果とアンケートの結果を検
討し，自転車やバイクに対し，危険性が少なく，音や
振動の警告効果もある程度高いことが期待される深さ
12 mmの規格を実道の追越禁止黄色2条線のセンター
ライン上へ施工する規格として採用した。平成 15 年
度には，追禁黄色 1条線に設置する規格を決めるため，
同様の走行実験を苫小牧寒地試験道路で実施し，追禁
黄色 1条線では路面を切削した後に区画線を施工する
ので，溝が浅くなってしまうこととアンケートの結果
を考慮して，深さ 15 mmの規格を実道へ施工する規
格として採用した（図─ 4）。

6．ランブルストリップスの整備効果

ランブルストリップスは，平成 14 年 7 月 22 日に一
般国道 5号の八雲町で初めて施工された（写真─ 6）。
施工単価は 1 m当たり約 1,500 円となり，これはセン
ターポールの 1/2 以下，チャッターバーの 1/3 以下で

表─ 1　苫小牧寒地試験道路に試験施工した規格

図─ 2　車内騒音データ測定結果

図─ 4　追禁黄色 2条線用（左）と 1条線用（右）の詳細図

図─ 3　危険性に関するアンケート集計結果

写真─ 6　一般国道 5号八雲町におけるランブルストリップスの施工状況
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安価な対策と言える。
ランブルストリップスは，多少の積雪でも音と振動
による効果を体感することができた。冬期路面状態で，
センターラインが全く見えない状況であるにもかかわ
らず，車内騒音と車内振動を測定した結果，ランブル
ストリップス上では車内騒音が 15 dB 程度大きくな
り，車内振動も 7 dB 程度大きくなり（図─ 5），セン
ターラインが見えない状況でも，車線を逸脱したこと
をドライバーに警告する効果が有効に機能しているこ
とが明らかになった。

平成14 年度に初めて設置されたランブルストリップ
スは，道路管理者の評価が良好であり，国土交通省北
海道開発局では，平成15 年度から正面衝突事故対策と
して積極的に採用された。懸念されていた騒音等の苦
情もなく，北海道内の国道におけるランブルストリップ
スの施工延長は，平成 21年 3月末で，46路線，総延長
832 kmに達し，平成 18 年以降道道や高速道路にも整
備され，北海道内の総延長は1,264 kmとなった。北海
道以外でも，東北・北陸地方を中心に整備され，日本全
国では約1,524 kmに達し，急速に普及している（図─ 6）。

表─ 2は，平成 14 ～ 17 年における北海道の国道
センターライン上にランブルストリップスを設置した
152 箇所，延べ延長 338 km における各箇所の施工前
2年間と施工後 2年間の正面衝突事故件数，死傷者数
を集計したものである。
正面衝突事故件数は，150 件から 75 件に減少し，減

少率は 50％であった。同様に死者数は 46人から16人
に減少し，減少率は 65％，重傷者数は 84人から 43人
に減少し，減少率は 49％，軽傷者数は 231人から136
人に減少し，減少率は 41％となり，死者数の減少に最
も寄与した結果となった。ランブルストリップスは，冬
期スリップ事故を防ぐ効果はないが，積雪路面でもあ
る程度音と振動の効果が持続することが明らかであり，
冬型事故件数でも56 件から 29 件に減少し，減少率は
48％となり，正面衝突事故における冬型事故も減少した。
表─ 3は，平成 14 ～ 17 年にランブルストリップ

スを設置した 152 箇所，延べ延長 338 kmにおける正
面衝突事故発生による損失額と費用対効果を示す。人
的損失額は，「交通事故減少便益の原単位の算出方法」
（国土交通省）から，死亡：245,674 千円／人，重傷（後
遺障害）：9,259 千円，軽傷（傷害）：1,378 千円，事故
1件の渋滞損失額は 898 千円を使用した 2）。ランブル
ストリップス設置区間における施工前 2年間の正面衝
突事故発生による損失額は，12,531,778 千円と算出さ
れ，施工後 2年間では，4,583,679 千円と算出された。
従って，152 箇所，施工総延長 338,424 m のランブル
ストリップス設置便益は，1 年間当たり 3,974,050 千
円となった。ランブルストリップスの耐久性を 10 年

図─ 5　冬期路面条件下の車内騒音と車内振動の測定結果

図─ 6　ランブルストリップス整備延長の推移

一般国道 152 箇所，延べ延長 338 km
正面衝突 施工前 2年間 施工後 2年間 減少数 減少率
事故件数 150 75 － 75 50
死者数 46 16 － 30 65
重傷者数 84 43 － 41 49
軽傷者数 231 136 － 95 41
冬型事故件数 56 29 － 27 48
※ 冬型事故とは，積雪，凍結，吹雪等の冬期現象が事故発
生要因となったものをいう。

表─ 2　設置前後における正面衝突事故発生状況

施工前（２年当たり） 施工後（２年当たり）
人的損失額
（千円）

渋滞損失額
（千円）

人的損失額
（千円）

渋滞損失額
（千円）

12,397,078 134,700 4,516,329 67,350

表─ 3　平成 14～ 17年度に整備箇所における費用対効果

交通事故減少※1

便益（千円）
施工費用
（千円）

費用対効果

1年目 3,974,050 507,636 7.8
2 年目 3,821,202 15.4
… … … …

10 年目 2,792,115 66.0
計 33,522,429 507,636 66.0

※ 1 社会的割引率：4％
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と仮定し，社会的割引率：4％を使用して，事故減少
効果の便益は 10 年間で 33,522,429 千円と計算される。
施工費は，施工単価 1,500 円／m から 507,636 千円な
ので，費用対効果は 66.0 と非常に高い値となった。
平成 19 年度迄に北海道の一般国道のセンターライ
ンにランブルストリップスが整備された区間（総延長
679 km）における正面衝突事故件数の推移を集計し
た結果，平成13年の124件から平成19年の46件まで，
整備に伴い，着実に正面衝突事故が減少した（図─ 7）。

7．おわりに

ランブルストリップスは，従来の正面衝突事故対策
に比べ，安価で，設置，施工，維持管理上の制約が少
ない工法である。特にバイクに対する安全性は，セン
ターポールやチャッターバーに比べ，格段にすぐれて
いる。また，連続して長い区間に施工できるので，結
果的に事故削減効果にも優れ，費用対効果も高くなる。
冬期間の除雪作業の支障とならないことに加え，路面
標示を覆うような圧雪路面でも音と振動の効果が保た
れることが確認された。
これらのことから，ランブルストリップスは，積雪
の有無にかかわらず，正面衝突事故対策として高い有
効性が期待できる。特に北海道のような積雪寒冷地域
においては，分離帯，センターポール，チャッターバー
のように冬期間の除雪作業における道路管理上の支障
物とならないので，積雪寒冷地域の正面衝突事故対策
としてはきわめて有用であると考えられる。また 2車
線道路における正面衝突による重大事故が発生した場
合でも，コストや沿道環境の制約から，従来手法では
積極的な対策がとれない場合が多かったが，ランブル
ストリップスが有効な対策として期待される。
土木研究所では，ランブルストリップスの普及に向
けて，道路管理者の現場担当者向けにホームページ
（http://www2.ceri.go.jp/rumble/）の開設，技術紹介
ビデオの作成・配布，国土交通省の新技術情報提供シ
ステム（NETIS）への登録を実施した。

ホームページでは，概要，施工方法，効果，Q&A
等から構成され，道路管理者の他に，一般道路利用者
に対応した内容である。また，ランブルストリップス
の整備推進のため，基本的な考え方，具体的な規格や
施工方法，設置の際の留意事項をガイドラインとして
取りまとめ，平成 18 年に「ランブルストリップス整
備ガイドライン（案）」を発刊した。本ガイドライン（案）
は，死亡事故に至りやすい正面衝突事故を防止するた
めに，ランブルストリップス設置の目的，適用箇所，
施工方法，管理への理解を高め，ランブルストリップ
スが適切かつ効果的に設置，運用されることが期待さ
れ，ホームページ（http://www2.ceri.go.jp/rumble/）
からダウンロードにより入手可能である。
新技術活用システム（NETIS）においては，平成 21

年度に全国で初めてランブルストリップスが「推奨技術」
に認定され，現時点では唯一の推奨技術である。推奨
技術は，国土交通省の各地方整備局等が実施した事後
評価の結果が良い技術の中から，専門家等を交えた有
識者会議において，公共工事等に関する技術の水準を
一層高める画期的な技術として選定するものであり，国
土交通省が認定した最も評価の高い新技術である。
土木研究所としても，これを契機として，ランブル
ストリップスのさらなる普及に努め，より一層の交通
事故及び交通事故死者数削減に寄与できることを期待
したい。
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図─ 7　 平成 19年度迄にランブルストリップスが整備された区間におけ
る正面衝突事故件数の推移
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特集＞＞＞　道路

高速道路舗装の非破壊構造診断に関する研究

神　谷　恵　三

高速道路舗装の補修設計の開発に向けて，コア採取を要さない効率的な損傷評価方法に関する研究を実
施している。本文は装置の概要と共に研究成果の一部を紹介するものである。FWDデータと現場コアを
分析した結果，たわみ差（D0-D90）をアスファルト層厚さで除した指標により，舗装内の剥離有無を識
別できる可能性を確認した。今後は本指標の精度向上を図ると共に，長期的なライフサイクルコスト管理
の視野から，戦略的なモニタリングも実施して行く所存である。
キーワード：repair design，asphalt pavement，damage，evaluation of structure，resilient modulus

1．はじめに

高速道路において，常に安全で快適な舗装の路面と
共に耐久的な構造を提供して行くことは，極めて重
要なテーマである。写真─ 1に示す高機能（排水性）
舗装は東日本高速道路㈱，中日本高速道路㈱，西日本
高速道路㈱（以下「NEXCO」という）が管理する路
面の標準工種となっており，お客様からも好評を得て
いる。しかし，路面下の基層上面に雨水が長い時間滞
留することになるので，基層以下のアスファルト混合
物が剥離するといった内部的な損傷が一部の箇所で確
認されている（写真─ 2参照）。
この問題処理を困難にしているのは，表面から目視
で損傷を予兆することができないということである。
このような内部損傷は，補修の際に費用と時間の両方
が増大することとなるので，効率的かつ精度の高い構
造の診断方法が求められる。また，供用年数が長い路
線も増えてきているので，高機能舗装に限らず密粒度

舗装を採用している区間においても同様な舗装構造の
診断方法が求められる。
舗装の構造調査に際しては，問題の箇所からコアを
採取することや，開削をするという部分的な破壊手法
が採られてきた。これらの破壊方式は数量を増やせな
いという問題のほか，客観的な指標が存在しないため
に，経験的判断に頼らざるを得ないという評価方法に
問題を広げている。
このような背景から，高速道路舗装の構造的な診断
を的確に行える方法として，FWD（Falling Weight 
Defl ectometer）を使用した非破壊による構造の診
断方法の開発に取り組んできた。この装置は弊社が
保有するすべり測定車に搭載（写真─ 3）しており，
NEXCOからの要請に応じて暫定的な構造診断のため
に役立てると共に，より精度の高い診断方法の開発を
目指している。
以下には，装置の概要と共に研究成果の一部を紹介
する。写真─ 1　雨天時の高機能舗装

写真─ 2　内部損傷の例（ポンピング）
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2．FWDたわみ測定装置

FWD とは，Falling Weight Defl ectometer の頭文
字をとったもので，舗装路面に動的な衝撃荷重を与え
ることにより，瞬時に発生する路面のたわみ量を測定
する装置である。たわみにより舗装構造を評価すると
いう考え方は古くからあったが，荷重配備や調整が困
難であるとの問題があった。FWDは載荷荷重を制御
できるシステムを有すると共に，所定間隔のたわみセ
ンサを搭載したビームを路面に自動的に設置できるこ
とから，試験調整には殆ど時間を要さない。

図─ 1はFWDの機構を示している。測定されたた
わみデータは自動的にパソコン内に入力されるように
なっている。仮に異常値が検出された場合には，エラー
表示が出るようになっているので，任意の測定点ごと
に再測定の是非を判断することができる。その後，た
わみデータは荷重補正並びに温度補正を経て，構造解
析に供することができるが，この作業は測定後の内業
で対応可能であると判断される。
以上により，膨大な管理ストックを有する高速道路
舗装の構造診断を行う上で，FWDは有効な非破壊管
理手法を可能にする装置であると判断した 1）。

3．舗装構造の実態調査

（1）路面及び層内損傷の把握 2）

舗装の損傷過程とたわみ量との関係を詳細に究明す
るためには，FWD荷重載荷位置の直近から採取した
コアの状態観察や強度試験等が必要である。
図─ 2はサンプル数が多かった代表的な構造分類
の最大たわみ量（以下「D0」という）を対比させた
ものである。ここでは，表層からアスファルト安定処
理上層路盤までのアスファルト層厚さが構造評価では
重要であることから，当該層厚を凡例に付した。アス
ファルト層厚が 200 mm未満では，最大たわみ量が全
体的に増大する傾向を示した。
図─ 3は高機能舗装と密粒度舗装について，FWD
測定の際に実施した目視観察による路面損傷の有無，
並びに採取したコアの剥離と最大たわみ量との関係を
示したものである。層内剥離「有」とは，コアの何れ
かの層において剥離が確認された場合を指す。高機能
舗装については，路面損傷「有」の数は「無」に比し
て希少である。また，層内損傷「有」については，舗
装厚 200 mm未満の D0 が突出して大きいことが分か

写真─ 3　高速道路における測定状況

図─ 1　FWDの機構

図─ 2　構造分類別の最大たわみ量
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る。これらは，高機能舗装の損傷過程を外観から把握
することの困難さを示すものである。
一方，密粒度舗装については厚さごとに比較すると，

路面損傷並びに層内剥離共に，「無」よりも「有」の
D0 の方がそれぞれ大きくなる傾向を示している。ま
た，路面損傷「有」よりも層内剥離「有」の方が概ね
大きな値を示しているのは，路面に発生したひび割れ
から雨水が浸入し，混合物の剥離を誘発すること等に
よるものと思われる。
このように，層内の剥離状態を適正に評価すること
は極めて重要であることが再確認された。

（2）たわみ差の評価 2）

高速道路舗装の構造評価に関するこれまでの研究に
よると，たわみ差D0-D20 がアスファルト層の特性を
示すとされている。この知見が高速道路においても当
てはまるか否かを見るために，構造強度とたわみ差の
関係を考察する。
図─ 4はアスファルト層厚 25 cm の舗装構造につ

いて，表層から下層路盤までに適当な弾性係数を与え，
FWD測定を仮定した GAMESによる順解析を実施し
た結果である。たわみ曲線は下層路盤の強度差により
大きく区分される傾向にあること，またアスファルト

層の強度差はセンサー位置 90 cm の辺りから顕著に
なる傾向にあることが分かる。
図─ 5は図─ 4を比較する目的で，アスファルト

層厚が同等でかつ同一路線の高機能舗装区間のたわみ
曲線を示したものである。図─ 4に比べると，曲線
の分布幅は広いものの，センサー位置 75 cm～ 90 cm
辺りで変局点が確認される。センサー位置 20 cm 付
近については，図─ 7及び図─ 8において変局点は
確認されない。

以上から，以降の構造評価ではたわみ差D0-D90 を
採用することとした。

（3）損傷評価指標 2）

たわみ差が大きい場合，それが当該層厚さによるも
のか，または層内の損傷によるものかを識別すること
が重要であると考える。
図─ 6はセメント安定処理下層路盤を有する高機

能舗装について，コア層さとたわみ差D0-D90 との関
係を示したものである。両者には右下がりの傾向が認
められ，剥離無しの凡例が層厚に対して下方に位置す
ることから，層内の剥離有無を区分できそうである。
図─ 7は，たわみ差D0-D90 をアスファルト層の厚

図─ 3　最大たわみ量と損傷の関係

図─ 4　順解析で得られるたわみ曲線

図─ 5　実路で得られたたわみ曲線
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さで除したものを縦軸に示したものである。この無次
元の指標はアスファルト層の単位厚さ当りの構造強度
に補正すると考え，ここでは補正たわみ差D0-D90 と
定義した。図─ 6と同様の傾向を示しているものの，
層厚さとの相関は向上している。これは，層厚さの影
響を縦軸に取り入れたことで，たわみ差の説明力を向
上させたものと考える。層厚さの影響を的確に評価す
ることは重要であるので，以降では当該指標を使用し
て，層内の剥離有無を区分できるか否かを考察する。
図─ 8は，粒状路盤を有する密粒度舗装につき，補

正たわみ差D0-D90 と層内剥離（左図），及び表面損
傷（右図）との関係を示したものである。両方の損傷
の凡例は，層厚に対して共に上方に散布する傾向を示
している。しかし，層内剥離の凡例の殆どが回帰曲線
の上方に位置しているのに対して，路面損傷の数点は
下方に位置している。これは，図─ 3で述べたように，
路面損傷「有」に比して層内剥離「有」の方が大きな
最大たわみ量を与えることに符号するものである。こ

れより，図─ 8においては，補正たわみ差によって
層内剥離を推定できる可能性がうかがえる。
図─ 9は，重交通下の高機能舗装について，補正
たわみ差（D0-D90）と層内剥離の関係を示したもの

図─ 6　たわみ差とアスファルト層厚さの関係 図─ 7　補正たわみ差とアスファルト層厚さの関係

図─ 8　補正たわみ差と層内剥離及び路面損傷の関係（中交通・密粒度舗装）

図─ 9　補正たわみ差と層内剥離の関係（重交通・高機能舗装）
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である。ここでは，剥離無しが回帰曲線の上方に散布
し，層内剥離の凡例が回帰曲線の下方まで散布してい
るので，層内の損傷有無を区分仕切れていない。当該
調査現場では全体的に損傷が進んでいたので，図中に
は中交通の追越し車線のデータを付した。このデータ
の殆どが回帰曲線の下方に位置したこと，また層内剥
離が無かったことから，交通履歴の途中過程として推
察される。この意味では，今後のモニタリングにより，
補正たわみ差による説明が可能な供用条件を研究して
行くこととしたい。

4．おわりに

高速道路本線における FWDの測定間隔は約 50 m
を基本としており，所要時間は調査延長が 3 kmの場
合で約 2時間程度である。
現在のところ NEXCO からの依頼により，現場で

問題視される箇所を中心に FWD測定を行っている。
測定した結果は直ちにNEXCO の道路管理者に報告
しており，補修計画の優先順位を行う際の資料として
役立てられている。

今後はこのような損傷箇所の把握だけではなく，長
期的なライフサイクルコスト管理の視野に立った戦略
的な測定も実施して行く所存である。
最後に，舗装はお客様との接点であることから，常
に効率的でお客様の視点に立った路面管理手法を目指
して行く必要があると考えている。FWDは 1つの非
破壊手法であるが，測定時に車線規制を要するという
意味ではさらなる改善が必要といえる。このような視
点で，今後の路面管理手法を捉えて参りたい。
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特集＞＞＞　道路

高速道路における小型施工機械を用いた締固め特性

横　田　聖　哉・中　村　洋　丈

高速道路の盛土は，一般的な盛土の場合 200 kN 級の振動ローラで締め固めることが標準となっている。
一方，橋台やボックスカルバートの裏込めと呼ばれる狭小部の締め固めには小型の締固め機械を用いる。
裏込め部は土工部と構造物の接点にあたるため段差や沈下が生じやすく，締め固めには注意を要するとこ
ろである。しかしながら小型機械による締固め特性は良く知られていないのが一般的である。そこで，筆
者らは，静岡県内の新東名高速道路の建設現場において，幾つかの小型機械を用いて試験転圧を実施し，
締固め回数と乾燥密度の関係や 200 kN 級振動ローラに対する締固め度との比較検証を行ったので報告す
る。
キーワード：高速道路，土工，裏込め，締固め，小型施工

1．はじめに

高速道路における構造物裏込め部とは，橋台やカル
バートボックスなどのコンクリート構造物を構築した
後，土工部との接点となるところである。高速道路の
カルバートボックス裏込めの例を図─ 1に示す。こ
のような箇所はまったく沈下のない構築物と沈下をあ
る程度許容する土工部との接点となるため段差ができ
やすい特徴がある。そのため裏込めに用いる材料は，
路体に比べてグレードを高くしており，より一層慎重
な対策が必要と認識されているところである。
表─ 1に路体と裏込め部の材料規定を示す。表─ 2

には構造物裏込めの締固め度を示す。
ここでいう裏込めAとは，もともと現地盤であった

ところに開削してコンクリート構造物を構築し，その
後埋め戻すところの部位をいう。また裏込めBとはA
以外のところの埋め戻し部位をよんでいる。現地盤で
あったところが強度も高いものと考えられるため，そ
れに匹敵する理由により裏込めAのグレードが高い。

裏込めA 裏込めB 下部路体
最大寸法 150 mm 300 mm 300 mm
修正 CBR 10 以上 5以上 規定なし

表─ 1　路体と裏込めの材料規定 1）

裏込めA 裏込めB 下部路体

締固め度

－75 μm＜ 20％　Dc ≧ 97％ －75 μm＜ 20％　Dc ≧ 92％ －75 μm＜ 20％　Dc ≧ 92％
20％≦－75 μm＜ 50％　Va ≦ 13％ 20％≦－75 μm＜ 50％　Va ≦ 13％ 20％≦－75 μm＜ 50％　Va ≦ 13％
50％≦－75 μm　Va≦ 8％ 50％≦－75 μm　Va≦ 8％ 50％≦－75 μm　Va≦ 8％
※突固め試験：E法 ※突固め試験：E法 ※突固め試験：B法

施工層厚 20 cm以下 30 cm以下 30 cm以下

表─ 2　路体と裏込めの締固め規定 1）

（a）ボックス上面が路床部にある場合

（b）切盛境の場合

図─ 1　構造物の裏込め部例（カルバートボックス）
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2．高速道路における支障実態

表─ 3は過去に高速道路の裏込めに支障があった
路線の例を示している。この路線では供用後しばら
くして構造部物と土工部との境である裏込め部に段差
が生じた。ここで用いられた盛土材を表─ 4に示す。
盛土材には，泥岩などのように乾湿繰り返しによって
風化するいわゆるスレーキング性材料が用いられてい
た。このため時間の経過とともに表─ 3に示すよう
な支障が現れたものと考えられる。

3．施工機械別の締固め特性の把握

（1）大型振動ローラの締固め特性
通常の高速道路における締め固め機械である
200 kN 級の振動ローラによる締固め特性について紹
介する。図─ 2は転圧回数と締固め度の関係例を示
す。図より転圧回数が増加するに従って密度が増加し
ていることがわかる。通常の土工現場では乾燥密度が
JIS A 1210「突固めによる土の締固め試験方法」によ

る基準値を分母として，現場で得られた乾燥密度の比
について管理する場合が多い。JIS A 1210 の方法に
も標準プロクター（ここでは B法（以下同じ））によ
る場合と修正プロクターによる場合では締固めエネル
ギーが異なるため，どの方法が基準にするか明確にす
る必要がある。ここでは標準プロクターによるものと
する。この図から示されるように 30 cm の締め固め
厚さでは基準転圧回数が増加するに従って乾燥密度も
増大していることがわかる。このように 200 kN 級の
振動ローラによれば基準となる密度を超えることは比
較的易しい。

（2）小型転圧機種の締固め特性
前節で述べたように大型振動ローラは材料にもよる
が比較的密度は得られやすい。しかしながら写真─ 1

や写真─ 2に示すように構造物の背面は施工ヤード
が限られているため，大きな機械による施工が不可能
である。そこで比較的汎用的に用いられている締固め
機械について，その締固め特性について実際の現場で
比較試験を行った。
用いた転圧機種と質量および転圧幅の目安を表─

5に，転圧機種を写真─ 3に示す。使用転圧機種は，
重量が 4 t 程度の小型振動ローラ（以下，「4 t ローラ」
という。），重量 300 kg 程度の振動コンパクタ（以下，
「コンパクタ」という。），重量 40 ～ 80 kg 程度のラン

損傷発生状況
平成 8年 11 月 供用開始（4IC・JCT間　約 28 km）
平成 9年 3月 路面沈下補修　3箇所
平成 9年 6月 路面沈下　24 箇所発生

路面沈下対策工事
対策工事実施箇所 55 箇所（上り 29 箇所，下り 26 箇所）
対策工事内容 44 箇所（段差修正工）

11 箇所（地盤改良工）
 ※その後の損傷箇所も含めた対策箇所数

表─ 3　高速道路の裏込めの支障例

項目 地点① 地点②
土質分類記号 （GC） （GC）

土粒子の密度 ρs （g/cm3） 2.65 2.65
含水比 Wn （％） 15.9 16.9
最大粒径 Φmax （mm） 100 75
石分 75 mm以上 （％） 11 0
礫分 2.0 ～ 75 mm （％） 40 31
砂分 0.075 ～ 2.0 mm （％） 23 29
細粒分 0.075 通過分 （％） 26 40
岩の破砕率 19 ～ 37.5 mm （％） 52.3 51.8

スレーキング率
19 ～ 37.5 mm （％） 98.8 92.4
37.5 ～ 75 mm （％） 99.6 100

最大乾燥密度※1 ρdmax （g/cm3） 1.746
最適含水比※1 Wopt （％） 17.6
※ 1：JIS A 1210 の E法による

表─ 4　裏込め部の使用材料

図─ 2　大型振動ローラによる転圧試験例

写真─ 1　構造物裏込め部の状況



16 建設の施工企画　’09. 11

マ（以下，「ランマ」という。），重量 1t 未満の小型振
動ローラ（以下，「1 t ローラ」という。）の 4種類に
分類した。一般的な俗称では，4 t ローラはローラの
自重をいい，1 t ローラは転圧力で表現している。ま
たランマも自重で大きさを示す。比較のために高速道
路盛土では一般的な締固め機械である 200 kN 級振動
ローラも記載した。

a）試験施工その 1
小型の締め固め試験施工その 1に用いた材料の特性
を表─ 6に示す。図─ 3は転圧回数 16 回までと締固
め度について比較したものである。ここでは適用先
が裏込め部なので高速道路では締固め度は修正プロ
クターの基準を用いることになっているのに注意が必
要である。試験結果は，ランマと 1 t ローラ，4 t ロー
ラの機種による違いとまきだし厚さの違いをパラメー
タとしている。図からいずれも転圧回数が多くなるに
従って締め固め度が増加していることがわかる。

しかしながら，その増加傾向には違いがあり，1 t
ローラではこの材料に限っていえば 4回から密度の伸
びが得られず，80％を少し超えた程度の密度しか得ら
れていない。4 t ローラの 30 cm まきだしの場合でも
90％の密度を得ることはできていない。なお，ランマ
では転圧回数の定義が難しいが実施工を考慮し，通常
の土工作業員がゆっくり歩く程度での軌跡を転圧回数
とした。そのため同一箇所では他の機種よりも繰り返
し転圧されていることになる。
まとめると，この試験施工から次のことがいえる。

写真─ 2　小型施工機械による構造物裏込め

機種 機械重量（t） 転圧幅（m）
（a）200 kN 級振動ローラ 10 ～ 12.5 2.0
（b）4 t ローラ 2.5 ～ 3.7 1.2
（c）1 t ローラ 0.5 ～ 0.8 0.6 ～ 0.7
（d）コンパクタ 0.3 ～ 0.35 0.45 ～ 0.6
（e）ランマ 0.04 ～ 0.08 0.25 ～ 0.35
※表中の値は，概ねその範囲に含まれていることを示している。

表─ 5　転圧機械の種類と規格

写真─ 3　試験に用いた転圧機械

項目 裏込め材
土質分類記号 （GF-S）

含水比 Wn （％） 1.0
石分 75 mm以上 （％） 0.0
礫分 2.0 ～ 75 mm （％） 72.0
砂分 0.075 ～ 2.0 mm （％） 18.0
細粒分 0.075 通過分 （％） 10.0
岩の破砕率※1 （％） 23.5
スレーキング率※2 （％） 20.8
塑性指数 IP 8.6
CBR 95%修正 CBR （％） 14.3
※ 1：JHS111 による
※ 2：JHS110 による

表─ 6　転圧試験の材料物性値（試験その 1）

図─ 3　小型施工機械の転圧試験（その 1）
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① 4 t ローラの施工厚 20 cmでは締固め効果が得られ
たが，施工厚さ 30 cmでは締め固め効果が低い。
② 1 t ローラでは，施工厚さ 20 cmでも締め固めのエ
ネルギーが小さいため，締め固め度が不足している。
③ランマでは施工厚さ 20 cm，30 cmでも締め固め効
果が得られた。ランマの締固めは局部的な衝撃荷重
であり他のものと異なるが，締固め度を上げること
に効果がありそうである。
b）試験施工その 2
小型の締め固め試験施工その 2に用いた材料の特性
を表─ 7に示す。その 1 と比較すると材料①は同様
な材料であるが，②は含水比が高い材料である。図─
4は試験施工その 1と同様に転圧回数 16 回までと締
固め度について比較したものである。ここの締め固め
度のその1と同様修正プロクター（JIS A 1210のE法）
を分母としている。材料②に対しコンパクタ及びラン
マともに大きな値を示している。コンパクタも局部的
な衝撃荷重であり，施工速度に左右されるが丁寧な施
工であれば十分な締固め度を得られると思われる。材
料①では，4 t ローラはその 1と同様な値を示してい

るが，コンパクタのほうがさらに大きな締固め度が得
られている。
この試験施工の結果から次のことがいえる。
①コンパクタと4 tローラの締固め効果を比較すると，
コンパクタが優れていることがわかる。
②コンパクタとランマの締固め効果は，ほぼ同等と
なった。

4． 200 kN級締固め機械と小型締固め機械と
の比較

ここでは 200 kN 級の機械と小型機械のモデル施工
を比較した。対象は 139 件である。対象としたモデル
施工でした材料は，粗粒土の工学的分類体系における，
大分類の礫質土（G）に該当するものが延べ 126 材料，
砂質土に該当するものが延べ 13 材料である。対象材
料の代表的な物性値を表─ 8に示す。

（1）E法の最大乾燥密度と 200 kN級振動ローラ
200 kN 級振動ローラの転圧試験の最大値の密度比

（Dc）のヒストグラムを図─ 5に示す。なお，密度比
は E法（修正プロクター（以下同じ））による最大乾

項目 材料① 材料②
土質分類記号 （GF-S）（GF-S）

含水比 Wn （％） 12.0 23.4
石分 75 mm以上 （％） 0.0 0.0
礫分 2.0 ～ 75 mm （％） 78.7 51.1
砂分 0.075 ～ 2.0 mm （％） 11.7 39.0
細粒分 0.075 通過分 （％） 9.6 9.9
岩の破砕率※1 （％） 47.7 20.8
スレーキング率※2 （％） 47.7 11.7
塑性指数 IP 38.5 NP
CBR 95%修正 CBR （％） 16.0 39.5
※ 1：JHS111 による
※ 2：JHS110 による

表─ 7　転圧試験の材料物性値（試験その 2）

図─ 4　小型施工機械の転圧試験（その 2）

項目 物性値の範囲
土粒子の密度 ρs （g/cm3） 2.6 ～ 3.009
含水比 Wn （％） 1.0 ～ 33.7

礫のかさ比重 1.16 ～ 2.77
礫の給水率 （％） 0.5 ～ 33.5
岩の破砕率※1 （％） 0.4 ～ 72.6
スレーキング率※2 （％） 0.2 ～ 100.0
最大乾燥密度※3 ρdmax （g/cm3） 1.417 ～ 2.443
最適含水比※3 Wopt （％） 2.2 ～ 27.2

※ 1：JHS111 による
※ 2：JHS110 による
※ 3：JIS A 1210 の E法による

表─ 8　転圧試験の材料物性値（200 kN比較）

図─ 5　200 kN級振動ローラ施工での締固め度分布
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燥密度（ρdmax）によるものである。図─ 5をみると，
若干の歪みや特異値がみられるものの，ほぼ単峰な分
布のヒストグラムである。また，密度比（Dc）の平
均値は 99.2％，中央値は 99.6％を示しており，200 kN
級最大値と E法による最大乾燥密度（ρdmax）は，
ほぼ等しい場合が多いといえる。

（2）200 kN級振動ローラと各小型転圧機種
4 t ローラで 16 回転圧した際に得られた乾燥密度の
最大値（以下「4 t ローラ最大値」）とE法での最大乾
燥密度との比を図─ 6に示す。なお，対象は延べ 48
件である。4 t ローラは，E法に対して，平均値でDc
＝ 97.3%を示した。同様に 1 t ローラで 16 回転圧した
際に得られた乾燥密度の最大値（以下「1 t ローラ最
大値」）とE法での最大乾燥密度との比図─ 7に示す。
なお，対象は延べ 33 件である。1 t ローラは，E法に
対して，平均値でDc ＝ 93.5%を示した。また，コン
パクタで 16 回転圧した際に得られた乾燥密度の最大
値（以下「コンパクタ最大値」）と E法での最大乾燥
密度との比を図─ 8に示す。なお，対象は延べ 63 件
である。コンパクタは，E法に対して，平均値でDc
＝ 98.6%を示した。さらに，ランマで 16 回転圧した
際に得られた乾燥密度の最大値（以下「ランマ最大値」）
と E法での最大乾燥密度との比図─ 9に示す。なお，

対象は延べ 63 件である。ランマは，E法に対して，
平均値でDc＝ 98.3%を示した。
図─ 6～図─ 9よりランマやコンパクタを用いれ
ば高速道路における裏込めA相当の箇所で密度を確
保することができるが，1 t ローラや 4 t ローラでは裏
込めB相当の箇所が適用限度であることがわかる。

5．まとめ

今回データを整理した結果，次のことが確認された。
①仕上がり厚さを 30 cm にするような締め固めにお
いて，200 kN 級振動ローラを用いれば標準プロク
ターの密度を容易に得ることができ，修正プロク
ター（E法）とほぼ同程度の締め固めエネルギーを
持つことがわかった。
②小型施工機械による締め固め試験施工を行った結
果，ランマ，コンパクタがほぼ同程度の締め固めが
得られ，4 tローラ，1 t ローラの順になった。1 t ロー
ラでは高速道路における狭小部での締め固め基準を
満足させるのが厳しい結果となった。

6．おわりに

今回整理したデータ数ではまだ十分とはいえず，

図─ 6　4 t ローラと修正プロクター（E法）との締固め比較

図─ 7　1 t ローラと修正プロクター（E法）との締固め比較

図─ 8　コンパクタと修正プロクター（E法）との締固め比較

図─ 9　ランマと修正プロクター（E法）との締固め比較
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1 t ローラやランマのデータで若干の偏りが見受けら
れる。このことから，データの信頼性を高めるために
さらに多くのデータを収集する必要があるものと考え
られる。また，用いた材料によって締め固めの向き不
向きがあるものと考えられ，この点を考慮したデータ
整理を行ってみたい。また，今回の検討においては，
締固めの収束傾向などの条件は考慮していない。収束
した回数，すなわち実施工における転圧回数は重要な
要素の一つであると考えられる。このため，実施工に
おける転圧回数に着目しデータを整理する必要がある
ものといえる。上述のような内容が今後の課題として
挙げられる。
本報告をまとめるにあたり，中日本高速道路㈱にご
協力いただいた。記して深謝いたします。
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 1） 東・中・西日本高速道路㈱　土工施工管理要領
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㈱高速道路総合技術研究所
道路研究部　土工研究室
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中村　洋丈（なかむら　ひろたけ）
㈱高速道路総合技術研究所
道路研究部　土工研究室
研究員
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特集＞＞＞　道路

関門トンネルリフレッシュ工事
（天井板更新）

小　林　康　範・棟　安　貴　治

本州と九州を結ぶ関門トンネルは，供用から既に 50 年が経過しており，日々の維持管理が重要となっ
ている。平成 20 年度において天井板を補修・更新したことから工事の内容および施工方法等を紹介する。
キーワード：関門トンネル，大規模補修・天井板，バックホー，ダンプトラック，フォークリフト

1．はじめに

関門トンネルは，本州（山口県下関市）と九州（福
岡県北九州市）を挟む関門海峡下に構築された海底ト
ンネルである（図─ 1）。
現在，約 35,000 台／日の交通量があり，周辺地域

の動脈として活躍中である。
当該トンネルは，昭和 33 年に供用されているが，

計画および施工等は，過去戦時中断を含む様々な国家
背景を乗り越えた後建造された歴史的構築物である。
供用後 50 年を経過して，多様な損傷形態が確認さ
れており，補修に際しては近年約 10 年の間隔で大規
模な補修等が行われている。
平成 20 年度において，関門トンネル内の天井板補
修を行ったが，今回補修を実施した区間の天井板は，
50 年ぶりの補修であった。その概要を報告するもの
である（図─ 2）。

2．関門トンネルの大規模補修履歴

関門トンネルにおける，過去大規模補修については
補修履歴表（図─ 3）のとおりである。
主に補修を行っている部位は，床版（海底部）が最
も多い。

図─ 2　関門トンネル縦断面図

図─ 1　関門トンネル位置図



建設の施工企画　’09. 11 21

3．工事の特徴

関門トンネルの換気構造は，横流式の機械換気であ
ることから，排気ダクトを兼ねる天井板構造となる。
今回実施した，天井板補修最大の特徴は，既設構造
物への接点数を減じ，覆工の一部である受台への死荷
重を軽減，換気流および走行車両による風振動の影響
も少なくできる「吊構造」とした。
また，同構造にしたことにより，路面有効高を大幅
に確保できた（10 cm程度）（図─ 4）。
その他，新規に天井板として設置する PC 板には
数々のプレキャスト製品から，耐久・耐火・施工性お
よび経済性に最も優れた「中空 PCコンクリート板」
を使用し，LCC を考慮の上さらに剥落防止の安全面
も思慮の後，ポリプロピレン繊維を天井板下面へ生成
時に投入した。
今回，天井板に求めた基本数値を参考に記載する。
・PC鋼線 SWPD3N　2.9 mm（3本縒り 12 本）
・緊張荷重＝ 26.7 kN ／本

・コンクリート設計基準強度　40 N/mm2

・ポリプロピレン繊維投入量　910 g/m3

（図─ 5）

図─ 3　補修履歴表

図─ 4　天井板構造変更

図─ 5　PC天井板構造
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4．工事の施工

（1）通行止
今回の工事においては，関門トンネルを 60 日間通
行止し，2方の昼夜連続にて作業を実施した。
本州と九州を結ぶ陸路としては，関門トンネルと関
門橋（高速）の 2ルートしかない。従って，今回の関
門トンネル通行止のため，関門自動車道「下関 IC ～
門司 IC」を迂回路とした。
また，実施時期については，迂回路となる関門橋の
天候が比較的安定している時期および夏季・年末の混
雑期間外に設定した（10 月 15 日～ 12 月 14 日）。
その他，長期通行止を実施するにあたり，お客様へ
の通行止広報を約 1カ月前から実施した。
媒体は，テレビ CMの他，ラジオによる広報およ
びNEXCO ホームページへの掲載，モバイルサイト
の活用およびポスター，リーフレット等を関係各所に
配布し，さらに近隣の主要施設または娯楽施設への協
力も仰ぎ，万全の広報体制を構築した。
その甲斐が実り，通行止実施中の苦情件数はほとん
ど皆無に等しく，安堵したものであった。

（2）既設天井板の撤去
既設天井板の撤去については，固定部位のコンク
リートを先行してハツリを行い，その後バックホーに
アイアンフォークアタッチメントを装着した機械にて
挟み込み，ダンプトラックへ直接積込みにて運搬し近
傍の再資源化施設へ搬出した（図─ 6）。

なお，施工ブロックを 4工区に分け，昼夜連続施工
とした事により，計画どおりの工事進捗であった。
また，ダンプトラック（10 t）での既設天井板およ
びハツリ部位運搬台数は，延べ約 350 台程度となった。

（3）既設吊金具の撤去
既設の金具類については，腐食および損傷も多数見
受けられたことから，再使用せず再資源化施設へ搬出
した（図─ 7）。

（4）吊金具・天井板の設置
天井板を支える吊金具等については，耐腐食性に優
れたステンレス製品を新たに使用している。
新設天井板の設置については，使用する PC板を予
めトンネル坑内へ搬入し，施工ブロック枚数ごとに配
置し，フォークリフトにて設置した（図─ 8）。図─ 6　撤去状況

図─ 7　既設吊金具状況（通常部・損傷部）
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（5）目地施工
上記，4.1 ～ 4.4 にて記述した作業の他に，施工上

各部材間に生じる目地に対して，モルタルを注入しト
ンネル換気流の流出防止および覆坑面からの湧水を路
面漏出させない処置を施した。
なお，当該作業については新設天井板設置等が，ほ
ぼ完了した状態からの施工となるため，施工性につい
て非常に困難を極める作業となった（排気断面内によ
る極小空間内施工）。

5．工事中特筆点

（1）既設構造体の不陸
当該トンネルは，周辺地域の生活道路としての色合
いが強く，極力通行止期間を短縮する努力が不可欠で
あった。そのため，事前調査による現地寸法の把握等，
交通供用中に限られた条件下での調査が限界な部分も
多々あった。
その中において，吊構造に必要な鉄製材料の寸法加
工を事前に完了させ，通行止期間内で速やかに設置し
たが，予想以上に既設構造物に不陸があり，実施工に
支障が生じた。
また，鋼材準備時期は全国的に鋼材が品薄である時
期と重なり，請負人の手配手腕が問われた状況であっ
たが，紆余曲折を経て何とか手配完了したことは幸い

であった。

（2）既設鋼材の損傷
既設天井板が一部鋼材にて吊られていた箇所もあり
事前に健全度を調査したところ，過去 50 年に亘り役
割を果たしてきた部材でもあり，今後の長期に亘る使
用に適さないと判断される部位が多々存在した。
なお，当該箇所においても，耐腐食性等に優れた構
造とする必要があるため，当初手配していたステンレ
ス製品を考慮したが，通行止期間内の手配が製作行程
上不可能であると判明した。
よって，新規に鋼材を準備したものについては表面
にアルミ・マグネシウム合金溶射を行った後に，吊部
材として使用した（図─ 9）。

6．おわりに

60 日間という長期に亘って，通行止を実施しての
昼夜連続工事であったが，無事故・無災害で終えたこ
とは，現場として非常に喜ばしいことであった。
今後もご利用頂くお客様に対し 100％の安全・安心
な空間を提供できるように，努力していく所存である。

 

図─ 8　新設吊金具・天井板設置状況

図─ 9　合金溶射吊部材設置状況

棟安　貴治（むねやす　たかはる）
西日本高速道路㈱　九州支社　下関管理事務所
改良主任

［筆者紹介］
小林　康範（こばやし　やすのり）
西日本高速道路㈱　九州支社　下関管理事務所
改良担当課長
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特集＞＞＞　道路

既設鋼床版の疲労耐久性向上を目的とした
SFRC舗装による上面増厚工法

神　田　信　也

近年の首都高速道路では，トラフリブ形式の既設鋼床版箱桁橋に疲労損傷が多数発見されている。この
疲労き裂が鋼床版デッキプレートの板厚方向に進展し貫通すると，舗装に変形等をもたらし，車両の走
行に支障をきたす可能性がある。この疲労損傷に対する補強方法のひとつにアスファルト舗装の一部を
SFRC（鋼繊維補強コンクリート）舗装に置き換える上面増厚工法がある。本稿は本工法を用いて施工し
た工事内容について述べるものである。
キーワード：道路維持，鋼床版，疲労損傷，補強，SFRC，上面増厚工法

1．はじめに

首都高速道路は都市内高速という制約から，交差点
や鉄道上，河川渡河部などで鋼床版桁を多く用いてい
る。近年，大型車両が繰返し通行することにより，ト
ラフリブ形式の既設鋼床版箱桁に多数の疲労き裂が発
見されている。（写真─ 1，図─ 1）この疲労損傷に
対する補強方法のひとつに SFRC 舗装による上面増
厚工法がある。本工法は，従来の鋼床版上の基層であ
るグースアスファルト混合物に変えて SFRC をエポ
キシ系接着材で鋼床版デッキプレートと剛性の高い舗
装と合成させることで，鋼床版の発生応力を軽減させ，
疲労耐久性を向上させる工法である。本工法を用いた
工事を，平成 19 年度より高速湾岸線及び高速中央環

状線にて施工してきた。本稿は当該工事の概要につい
て述べるものである。

2．施工実績

首都高速道路では SFRC 舗装による上面増厚工法
を用いた工事を平成 19 年度より高速湾岸線及び高速
中央環状線にて施工してきた。施工位置図を図─ 2，

写真─ 1　鋼床版貫通き裂

図─ 1　疲労き裂（トラフリブ形式） 図─ 2　施工位置図
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施工内容を表─ 1に示す。施工箇所の選定にあたっ
ては下記により決定した。
・鋼床版デッキプレートにき裂が発生している区間
で，恒久対策の補強が完了していること。
・24 時間一車線規制工事による交通渋滞発生時に代
替路が確保できること。
・本線通行止めの必要がないこと。

3．施工概要

（1）施工方法
SFRC 舗装による上面増厚工法を用いた工事は車線
規制時間帯の別により以下に示す 2通りの方法を採用
した。
①夜間のみ 1車線規制工事
②休日 24 時間 1車線規制工事
首都高速道路は，日交通量が約 110 万台と首都の交
通機能を支えている。したがって，昼間に車線を規制
して工事を行うことは交通機能に多大な影響を及ぼす
ことから，一般的な工事は比較的交通量が少ない夜間
に施工している。しかしながら，夜間規制工事では
SFRC舗装による上面増厚工法の 1回当たりの施工延
長が 10 m前後と短い。そこで，比較的交通量の少な
い日曜日の午前 5時から翌月曜日の午前 5時までの休

日 24 時間 1車線規制工事を採用した。これにより， 1
回当たりの施工延長は 70 ～ 90 m まで伸ばすことが
できた。
また，SFRC打設方法は 2種類ある。その具体的な
違いは表─ 2に示す通りである。
各々を施工箇所の特性により使い分けており，その
結果を表─ 1に示す。

（2）施工断面
施工断面は図─ 3に示す通りとした。通常の舗装
工事では中央の区画線の中心位置に施工目地を設け
るが，SFRCの機械施工を実施する場合，レール幅及
びタイヤ走行幅を考慮しなければならない。このため
に，区画線直上にカラーコーン（380 mm幅）を設置
し，レール幅及びタイヤ幅を含めると，区画線から
300 mmセットバックした位置に施工目地を設けるこ
とにした。

表─ 1　施工内容

図─ 3　施工断面図

機械施工① 機械施工②
打設機械の
走行方法

レールによる軌道を
走行

路面をタイヤで走行

SFRCの
運搬方法

ベルトコンベアによる
運搬

一輪車による人力運搬

表─ 2　SFRCの打設方法
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また，舗装構成は図─ 4に示す通りである。コン
クリートは規制時間を考慮し，打設から 3時間後の圧
縮強度が 24 N/mm2 以上を確保できるように，ジェッ
トコンクリートを用いることとした。なお，特殊部（主
桁直上等負曲げによるひび割れの発生が懸念される箇
所）においては，SFRC がはく離した後の飛散防止を
目的とした CFRP 補強筋（炭素繊維格子筋）を敷設
することにした。これらの仕様は実物大の供試体を用
いた輪荷重試験により決定している。

（3）施工ステップ
夜間規制工事及び 24 時間 1 車線規制工事の施工ス
テップを図─ 5に示す。夜間施工は，舗装撤去・仮復
旧（1次施工）と SFRC 施工・本復旧（2次施工）を
分け数日間かけて行うため，その間は仮舗装を実施す
ることとした。

a）研掃工
舗装撤去後，鋼床版表面を研掃するものとした。本
工法では鋼床版と SFRC の合成に，スタッド溶接等
は用いずに，接着剤のみの合成とした。これは SFRC
の厚さが 50 mmと薄いことから，スタッドを採用し
た場合，ひび割れの発生やスタッド溶接部廻りが新た
な疲労耐久性の弱点となることが懸念されたためであ
る。したがって，鋼床版の錆や塗膜などを完全に除去
することとし，機械によるブラスト法で素地調整 1種
を標準とすることとした。機械による研掃が困難な端
部はディスクサンダー等を用いた人力施工とした。施
工状況を写真─ 2に示す。

b）仮舗装（夜間施工）
鋼床版上にプライマーを塗布し，アスファルト舗装

（密粒度アスコン改質Ⅲ型）で復旧し，交通開放する。
c）接着剤塗布工
鋼床版と SFRC との接着については高耐久型エポ
キシ樹脂を用いることとした。接着剤に所定の機能を
発揮させるためには，接着剤の硬化は SFRC の硬化
後でなければならない。そのため，接着剤は所定の
付着力の確保が可能な時間（接着剤を混合してから硬
化するまでの時間）が安定した材料を使用することと
し，高耐久型エポキシ樹脂は鋼床版の表面温度が 5℃
～ 35℃の範囲で 1時間 30 分程度である。
実施工においては，接着剤の塗布前に鋼床版の表面
温度を確認するとともに，現場にて所定の付着力の確
保が可能な時間を確認するために，鋼板に接着剤を塗
布し，接着させたナットを用いた引張試験を行った。
接着剤の塗布量は平均塗布量 1.4 kg/m2 とし，金ゴテ
にて均一に塗布する。施工状況を写真─ 3に示す。付
着強度は 1.0 N/mm2 以上を規定している。

図─ 4　舗装構成

図─ 5　施工ステップ

写真─ 2　研掃工
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d）SFRC打設
SFRC施工箇所近くに，モービル車を配置し，鋼繊
維入りのジェットコンクリートを練り混ぜる。SFRC
の配合例を表─ 3に示す。練り混ぜた SFRC をベル
トコンベアないしは一輪車による人力にてコンクリー
トスプレッタ（SFRC敷き均し機）の位置まで運搬し，
人力にてトンボ等で敷き均した。その後，コンクリー
トフィニッシャにて SFRC を締め固めた。各々の施
工状況を写真─ 4及び写真─ 5に示す。締め固め後
に箒目を入れ，コンクリート表面に気泡シートを張り，
シート養生を行った。
e）防水工
主桁ウェブ直上等の SFRC 上面はひび割れの発

生が懸念されることから，水の影響による鋼床版，
SFRCの損傷を防ぎ耐久性を高めるために防水層を設
置するものとした。防水材にはアスファルト塗膜系防
水材を使用した。
f）表層工
表層はポーラスアスファルト混合物を使用した。混
合物の最大粒径については，表層厚さ 30 mm 及び
不陸を考慮して，表層厚さの 3 分の 1 に相当する最
大粒径 10 mmとした。これは試験の結果，最大粒径
13 mmに対して引張付着強度が大きいことや骨材飛
散抵抗性が高いことが明らかとなったためである。な
お，既設舗装の状況等によっては，密粒度アスファル
ト混合物（最大粒径 13 mm）を使用した。

4．施工上の課題

平成 19 年度より高速湾岸線及び中央環状線にて実
施してきた SFRC 舗装による上面増厚工法の今後の
課題について以下に整理する。

（1）施工能率
休日 24 時間 1車線規制工事において，平成 19 年度
の施工延長は約 75 m 程度であったが，平成 20 年度
には約 90 mまで伸ばすことができた。これは，施工
技術者の熟練，舗装取壊しの工夫，車両配置などの段
取り，路肩の作業スペースの確保など施工回数を重ね
るごとに改善してきたためである。また，SFRC打設

粗骨材
最大寸法

スランプ 水セメント比 細骨材率
単位重量

セメント 水 細骨材 粗骨材 鋼繊維 減水剤 遅延剤
（mm） （cm） （％） （％） （kg/m3）

13 6.5 ± 1.5 39.5 55.0 425 168 924 768 100 3.40 2.98

表─ 3　SFRC配合例

写真─ 3　接着剤塗布工 写真─ 4　SFRC打設（機械施工①）

写真─ 5　SFRC打設（機械施工②）
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の最遅時間を設定し，完了しない場合は仮舗装で復旧
することとした。これにより，工程上の予備時間を最
小に抑え，実作業時間として割り振ることができ，施
工延長の更新に至ることができた。今後，さらなる能
率向上を図る必要がある。

（2）舗装取壊し工
鋼床版上のグースアスファルト撤去時にブレーカー
で鋼床版を傷つけてしまう懸念があるので十分注意し
て作業する必要がある。また，上記の作業時は騒音が
発生するため，施工箇所に設置されていた吊足場上に，
防音シートの対策を講じた。住宅に近い施工箇所にお
いては，騒音対策を講じる必要がある。

（3）研掃工
SFRC 舗装による上面増厚工法の各種の作業の中
で，研掃工に費やす時間が長いことが分かってきた。
現場では，表面の凹凸部及び添接部のボルト周辺の汚
れ，鋼床版の錆などが点在し，これらを除去するため
に，汚れや錆の程度の大きい箇所に合わせて全体を研
掃していることによっている。これらを踏まえ，一般
部において投射密度を 150 kg/m2 を標準（素地調整 1
種相当）とし，現場に応じた投射密度の設定を行うこ
ととした。なお，残存するアスファルト分の除去は別
途人力施工とすることとした。

（4）高機能舗装工
SFRC 施工箇所を高機能舗装にする場合，接着性や

横断勾配の関係など水処理について十分に検討しなけ
ればならない。

5．おわりに

SFRC 舗装による上面増厚工法を用いた工事は，今
後も首都高速道路の各路線で予定している。夜間工事
のみ 1車線規制工事及び 24 時間一車線規制工事は著
しい渋滞を発生させ，お客様サービス低下につながる
恐れがある。したがって，今後は如何に交通影響を少
なく効率的に施工を行っていくことが重要であると考
えている。そのために，施工能率をさらに向上させる
ことを検討していく考えである。

 

［筆者紹介］
神田　信也（かんだ　しんや）
首都高速道路㈱
東東京管理局　保全工事事務所
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特集＞＞＞　道路

Kui Taishin-SSP 工法の概要および施工事例
─パイルベント橋脚の耐震補強─

岩　本　　　靖

Kui Taishin-SSP 工法は，圧入鋼板巻立てによる耐震補強工法である。既設構造物直下の厳しい制約条
件下において，安価で，景観を大きく変えず，河積阻害に対しても最小限で，さらに供用しながら施工が
できる。平成 11 年より独立行政法人土木研究所が実施している官民共同研究「既設基礎の耐震補強技術
の開発に関する共同研究」の一工法として研究・開発した工法である。
本稿は，Kui Taishin-SSP 工法の概要および施工事例について報告するものである。

キーワード：パイルベント橋脚，耐震補強，鋼板巻立，圧入，工費縮減，工期短縮

1．はじめに

パイルベント橋脚は，昭和 30 年～ 40 年代に経済性，
施工性に優れ，河積阻害率が小さい等の理由から全国
各地に築造された。しかし，平成 8年の道路橋示方書
改訂で基礎構造物においても耐震性能を有することが
規定されたことから，その耐震性が問題となってい
る。現在のところパイルベント橋脚の補強方法は増し
杭による事例があるが，制約条件の厳しい場合には施
工性・経済性の面から適用することは困難な状況にあ
る。そこで，景観を大きく変えず，河積阻害率も小さ
く，施工性・経済性に優れた耐震補強工法としてKui 
Taishin-SSP（Super Strengthening Pile Bents）工法
（以下，SSP 工法）が開発された。
本工法は，独立行政法人土木研究所が実施した官民
共同研究「既設基礎の耐震補強技術の開発に関する共
同研究」（平成 11 年～ 13 年）において研究・開発さ
れた工法であり，国土交通省により「平成 21 年度準
推奨技術（新技術活用システム検討会議（国土交通
省））」（登録№KT-000101-V）として選定された。
本稿は，SSP 工法の概要を述べるとともに，施工事
例を報告するものである。

2．SSP工法の概要

SSP 工法は図─ 1に示すとおり，補強鋼板を既設
杭に巻立て，圧入装置により圧入し，既設杭と補強鋼
板の隙間に水中不分離型無収縮モルタルを充填し，補
強鋼板を既設杭と一体化することによってその耐震性

能の向上を図る工法である。
本工法の特徴は，次のとおりである。
①大規模な仮締切りが不要であり，経済性に優れる。
②狭い梁下空間での施工性に優れる。
③河積阻害率を大きく変えない。
④既設橋を供用しながら耐震補強工事を実施できる。
⑤フーチングを構築する必要がない。
⑥低騒音・低振動で環境にやさしい。
⑦景観を大きく変えない。
本工法の適用範囲を，表─ 1に示す。

図─ 1　工法概要

表─ 1　適用範囲

既設杭径 φ 300 ～φ 1500 mm
既設杭種 鋼管杭，PC杭，RC杭，PHC杭
梁下空間 2.5 m程度

確保できない場合は施工基面を掘り下げ，簡易
仮締切等により対応

施工ヤード 最小 70 m2 程度
土質条件 有機質土，粘性土，シルト，砂質土，礫質土
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3．SSP工法の設計方法

パイルベント橋脚は，複数本の杭を 1列に打ち込み，
杭頭をつなぎ梁で連結することにより一体化し，上部
構造からの荷重を杭のみで支持する構造形式である。
このような構造形式の場合は，通常の杭基礎のよう
に橋脚部と基礎部を明確に区分できず，レベル 2地震
時に対する照査において，塑性ヒンジの発生箇所を特
定できない。

そこで，おおむね地盤面より上方の位置に補強開始
点を設け，その位置で杭体に耐力差を生じさせること
により，塑性ヒンジ位置を設けることができる。
SSP 工法は設計上，補強開始位置を境に上側を橋脚
部，下側を基礎部と考え，必要な範囲まで補強する。
SSP工法を適用した場合のパイルベント橋脚における
橋軸方向の耐震設計フローを図─ 2に，曲げモーメ
ント分布と補強範囲の関係を図─ 3に示す。

4．SSP工法の施工順序

SSP 工法の施工順序を図─ 4に示す。

（1）反力用鋼板設置
補強鋼板の圧入反力を伝達させるための反力用鋼板
を既設杭に設置する。二つ割りした反力用鋼板を設置・
溶接し，既設杭と反力用鋼板の隙間にエポキシ樹脂を
注入して固定する。

（2）圧入装置
圧入装置は，圧入力 245 kN，ストローク 700 mm
の性能を有するジャッキを 4本装備し，その本体は
上・下部フレームが各々二分割される構造で総重量は
約 1.3 t である。圧入装置の組み立ては専用の吊り治
具を利用して行い，横締めジャッキにより反力用鋼板
の反力リブに固定する。

図─ 2　耐震設計フロー

図─ 3　曲げモーメント分布と補強範囲

図─ 4　施工順序
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（3）簡易仮締切設置
施工場所が梁下から水位まで 2.5 m 以上確保できな
い場合には，簡易仮締切を設置し，締切内の水位を必
要な分水位低下させることにより作業空間を確保す
る。締切鋼板は分割された鋼板に止水ゴムを挿み，ボ
ルト締めして，先に設置した圧入装置により所定の深
さまで圧入する。
締切鋼板の形状は既設杭の間隔等にも影響される
が，一般的には補強鋼板の組立・溶接などの作業スペー
スを考慮し，杭表面から 1 m程度確保する（写真─ 1）。
写真に示す形状は小判型である。

（4）補強鋼板設置，圧入
補強鋼板のロット長は，桁下作業空間を考慮して一
般的には 1 mとすることが多い。
二つ割りした補強鋼板を設置・溶接し，圧入装置に
より圧入する（写真─ 2）。
圧入はウォータージェット併用で行い，補強鋼板内
の土砂を除去しながら行う。土砂は補強鋼板上端から
泥水として排出され，仮締切内に設置した水中ポンプ
により地上の泥水処理装置へ送られ処理する。

補強鋼板の圧入反力は上部工およびつなぎ梁の死荷
重，杭の摩擦力である。

（5）クリアランス洗浄
圧入完了後，既設杭と補強鋼板の間に付着・浮遊し
ている土砂等の洗浄・除去を，圧入時に使用していた
ウォータージェットのノズルを横向きに変更し行う。
洗浄完了後，水中カメラにて洗浄状況の確認を行う（写
真─ 3）。

（6）モルタル充填
モルタルは，プレミックスタイプの高流動水中不分
離型無収縮モルタルを用いる。練り混ぜは地上で行い，
ポンプ圧送にて補強鋼板下端より充填する。充填完了
後，天端の仕上げを行う（写真─ 4）。

（7）完成
SSP 工法完了後，橋脚の環境に応じて，防食を行う。
写真に示す橋脚は重防食塗装を実施し，変位を抑える
ために SSP 工法とトラスを併用して耐震補強を行っ
た事例である（写真─ 5，6）。

写真─ 6　完成写真写真─ 4　モルタル充填 写真─ 5　施工前写真

写真─ 1　簡易仮締切 写真─ 2　補強鋼板圧入 写真─ 3　クリアランス洗浄



32 建設の施工企画　’09. 11

5．SSP工法の施工事例

SSP工法が採用された特徴的な施工事例を以下に示
す。

（1）梁下空間が少ない橋脚の施工事例
本橋は写真─ 7に示すように多柱式基礎で梁下空
間が満潮時で約 1 mと少ない条件で施工を行った事
例である。他工法と施工性・経済性について比較検討
され，SSP 工法が採用された。SSP 工法の施工概要
を図─ 5に，比較工法の概要を図─ 6に，工法比較
表を表─ 2に示す。
9本 2 列の多柱式基礎をφ 5.5 m の簡易仮締切を用
いて杭 6本を同時に締切り，施工を行った（写真─ 8）。

写真─ 7　完成状況（多柱式基礎）

図─ 5　施工概要（多柱式基礎）

図─ 6　比較工法概要（鋼管矢板工法）

表─ 2　工法比較

項　目 SSP 工法 鋼管矢板工法

概　要

SSP 工法は，既設杭に
鋼板を巻き立てて，圧
入装置により所定の深
度まで圧入し，モルタ
ルにより既設杭と一体
化する。

鋼管矢板工法は，既設杭
周囲に鋼管矢板を立て
込み，仮締切として併用
した上でフーチングに
より既設パイルベント
橋脚と一体化する。

施工性

・ 簡易仮締切を使用
し，河積阻害率を最
小限にできる。

・ 3 m程度の桁下空間
で施工が可能。

・ 桁下空間での杭打設
のため，杭ロット長
が短く，特殊機械が
必要である。

・河積阻害率が大きい。
工事費比率 1.00 2.63
評　価 ○ ×

写真─ 8　施工状況（多柱式基礎）



建設の施工企画　’09. 11 33

（2）跨道橋の施工事例
本橋は写真─ 9に示すように国道にかかる跨道橋
で，国道の通行規制ができないという条件で施工を
行った事例である。鋼矢板による土留め＋増し杭増し
フーチングによる従来の補強方法（以下，従来工法）
では，補強・施工範囲が国道におよんでしまうため，
狭隘地で施工可能な SSP 工法が採用された。
SSP 工法は補強構造も鋼板を巻立てるだけであり，
作業ヤードも補強対象となる杭表面から 1 m程度確
保することにより施工が可能であるため，国道を占用
することなく施工を行った（写真─ 10）。

（3）水管橋の施工事例
本橋は道路橋ではないがライフラインとして重要な
水管橋の耐震補強を行った事例である。従来工法では，
重機や資機材を運搬するために仮桟橋が必要であり工
費・工期ともに課題があったため，簡易な仮設で施工
可能な SSP 工法が採用された（写真─ 11）。
SSP工法で使用する圧入装置や補強鋼板は分割され
ており，小型・軽量であるため組立式フロートを設置
することにより施工を行った（写真─ 12）。

6．おわりに

パイルベント橋脚の耐震補強にSSP工法を採用する
ことによって，従来工法では既設構造物直下の厳しい
制約条件下等で施工性・経済性が課題となっていた橋
脚に対して，耐震補強を行うことができるようになった。
SSP 工法は平成 13 年の初採用以来，現在 51 件の施
工実績がある。今後もパイルベント橋脚の耐震補強の
必要性は高くなってくることから，より一層の研究開
発を図り，社会資本ストックの長寿命化に貢献してい
きたいと考える。
 

写真─ 12　施工状況（水管橋）

写真─ 11　完成状況（水管橋）

［筆者紹介］
岩本　靖（いわもと　おさむ）
オリエンタル白石㈱
施工・技術本部土木技術部
メンテナンス技術チーム

写真─ 10　仮設状況（跨道橋）

写真─ 9　完成状況（跨道橋）
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特集＞＞＞　道路

TDRショット工法の道路トンネル坑口部補強工事への適用
─硬化促進剤を用いた無機系特殊モルタルの湿式吹付け工法─

川　端　康　夫・中　山　佳　久

本工法は，劣化したコンクリートを除去した後に断面修復する補修工法で，良質な混和材料を配合した
無機系特殊モルタルを混練り，圧送し，口先で硬化促進剤を添加した圧縮空気により，モルタルを補修面
に吹付ける湿式吹付け工法である。ポリマーセメントモルタルに匹敵する品質を確保し，硬化促進剤の効
果により，高い厚付け性能を有している。今回，昭和30年代に構築されたトンネル坑口部の覆工コンクリー
トに耐力不足が確認されたことから，NATMの坑口仕様と同等の保有耐力を得ることを目標に補強設計
を行い，各種制約条件を考慮した上で本工法を適用した。
キーワード：坑口補強，無機系特殊モルタル，硬化促進剤，湿式吹付け工法

1．はじめに

TDRショット（Tough and Durable Repair Shot）
工法は，中性化や塩害などの劣化外力により損傷を受
けたコンクリート構造物を無機系特殊モルタルの湿式
吹付けによって断面修復する工法である。本工法は，
高品質な無機系材料を使用することで従来のポリマセ
メントモルタルを用いる断面修復工法と同等以上の品
質を確保し，さらに硬化促進剤を用いることで，高い
厚付け性能を実現し，施工性を向上させている。
今回，昭和 30 年代に構築されたトンネル坑口部の
覆工補強を目的に本工法を適用した。当該箇所では，
坑口部の覆工に変状並びに耐力不足が確認されたた
め，現在の山岳トンネル（NATM）の坑口仕様と同
等の保有耐力が得られることを目標に，既存覆工内側
に鉄筋を配置し，本工法による吹付けによって，覆工
との一体化を図った。
ここでは，TDRショット工法の特徴を示し，道路
トンネルへの適用事例について報告する。

2．TDRショット工法の概要

本工法は，図─ 1に示すように，パン型ミキサー
で材料を練混ぜ，スクイズポンプでモルタルを圧送，
ノズル吐出口手前で圧縮空気と硬化促進剤を混合し
て，補修面に吹付けることを基本的なシステムとして
いる。本工法は，良質な各種混和材を配合した無機系
特殊モルタルと硬化促進剤を用いることで，以下の特

徴を有している。
①硬化促進剤を用いることで 15 cm 程度の厚付けが
可能である（写真─ 1）。
②早期強度の増進が早く，振動下での施工に強い。補
修部材の早期の再利用にも対応できる。
③モルタルの流動性が高く，約 50 mの長距離圧送に
対応できる。
④硬化促進剤の添加量を調整することでコテ仕上げが
可能で，平滑な部材表面が形成できる。

図─ 1　施工システム

写真─ 1　厚付け性能



建設の施工企画　’09. 11 35

⑤湿式工法で粉塵・リバウンドが少なく，市街地での
施工にも対応できる。
⑥硬化収縮特性，耐久性は，ポリマーセメントモルタ
ルに匹敵する性能を有している。
⑦施工能力の向上，材料単価の圧縮により，従来の断
面修復用吹付け工法よりローコストを実現した。

3．覆工補強の要求性能と実験的検証

（1）複合部材の耐力試験
覆工補強の保有耐力の検討では，補強部材と既設の
覆工が一体となって，外力に対抗する構造を前提とし
なければならない。しかし，実際の部材では，補強部
材と覆工が終局状態まで，一体となって挙動すること
が確認されておらず，各々の部材が荷重の作用する過
程でひび割れや界面剥離などで個別に挙動するような
ことがあれば，補強の効果が得られない。そこで，複
合構造（既存コンクリートと補強部材）とコンクリー
トだけの単純構造の梁試験体を用い，「曲げせん断破
壊型」の破壊形態を想定した上で，部材寸法，鉄筋量
を決定し，耐力試験を実施した。

（2）試験方法
耐力試験用の試験体は，コンクリートと吹付け材か

らなる試験体（複合型）とコンクリートを一体成型し
た試験体（一体型）を用いた。「複合型」は，コンクリー
トを材齢 2週まで湿潤養生した後，TDRショット工
法で高性能吹付けモルタルを吹付け，吹付け後材齢 28
日で耐力試験を実施した。その間の養生は，湿潤養生
とした。載荷は，3等分点載荷方法により実施している。

（3）試験結果
図─ 2に荷重─変位曲線およびひび割れ発生状況
を示す。荷重─変位曲線より，「複合型」および「一
体型」ともに，ほぼ同等の曲げ・せん断耐力を有して
いることが確認できる。また，試験体のひび割れ発生
状況も同様の傾向を示しており，先行して部材中央付
近に曲げひび割れが発生し，終局時には下面支点付近
から試験体天端中央に向け，せん断ひび割れが延伸し
て破壊に至っている。
「複合型」では，そのひび割れが，打継ぎ面界面を
斜め（45°）方向に横断しており，ひび割れが界面に
展開したり，付着切れを起こすようなことは確認され
なかった。

図─ 2　荷重─変位曲線およびひび割れ発生状況
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（4）複合部材の性能評価
試験結果より，既存（旧）コンクリートと無機系特
殊モルタルの複合部材の性能として，以下が確認でき
た。
①荷重─変位曲線およびひび割れ発生状況より，終局
状態に至るまでのどの段階においても，既存コンク
リートと高性能吹付けモルタルの界面剥離は発生し
ない。
②既存コンクリートを高性能吹付けモルタルで補強す
れば，一体型コンクリートと同等以上の曲げ，せん
断耐力を得ることができる。
③既存コンクリートと高性能吹付けモルタルの界面剥
離が発生しないことから，平面保持の仮定を用いて，
曲げ，せん断耐力，変形性能を検討することができ
る。

4．TDRショット工法の覆工補強への適用

（1）工事概要
工事名：北 41 工区トンネル改築工事その 1
発注者：福岡北九州高速道路公社
場　所：北九州市門司区大字黒川～奥田四丁目地内
工　期：平成 17 年 9 月 6 日～平成 20 年 3 月 15 日
路線名： 北九州都市高速道路 4号線（上り線）大里

IC～春日 IC
施工者：飛島・松山特定建設工事共同企業体
補強対象：奥田トンネル・黒川トンネル坑口覆工

（2）トンネル概要と覆工の変状 1）

高速 4 号線において，もっとも古いトンネルは奥
田・黒川トンネル（上り線）で，1958 年に竣工して
いる。両トンネルの施工記録は残っておらず，標準断
面図のみ現存している。施工年代から考察すると，木

製支保工を用いた在来工法による施工であったと考え
られる。同時期に建設が進められていた「関門国道ト
ンネル」の記録によると，同トンネルではスランプゼ
ロに近い固練りコンクリートが使用されていた。木製
支柱支保工において盛り替えが容易となるように，当
時の覆工コンクリートは「固練りコンクリート」を使
用することが一般的であった。採取したコンクリート
コアを観察すると骨材の分布が不均一であり，空隙が
確認されていることからコンクリートは建設現場で製
造し，「木はずしによる手ばね打設」で施工されてい
たものと考えられる。ただし，正常に採取されたコン
クリートコアからは，おおむね 40 N/mm2 以上の高い
強度が得られており，「固練り」の効果が現れていた。
奥田トンネル出口側の覆工厚は，設計覆工厚
500 mmに対して，追越し車線側の天端から肩部にか
けて 150 ～ 200 mmの厚さの箇所が比較的広く分布し
ており，局所的に 150 mmを下回る箇所があった。ま
た，ひび割れの発生頻度が多く，ひび割れから漏水が
確認されていた。

（3）対策工の検討
表─ 1に示すように奥田トンネル入口，出口およ
び黒川トンネル入口は，損傷状態に違いが確認された
ため，各々の状況に応じた対策工を選定した。表─ 2

に覆工補強対策工の比較表を示す。工法検討の結果，
奥田トンネル入口では，炭素繊維シート工，奥田トン
ネル出口では，「鉄筋配置＋無機系特殊モルタル」に
よる増し厚工，黒川トンネル入口では，「カーボング
リッド配置＋無機系特殊モルタル」による覆工増し厚
工を選定した。吹付けモルタル工法は，1回の吹付け
厚さが厚く，工程が有利となるTDRショット工法を
採用した。

施工箇所 損傷の状態 坑口対策工としての課題
奥田トンネル
入り口

・覆工の巻厚不足
・部分的な空洞（30 cm）

湧水もなく，ひび割れ，変状も少ないことから炭素
繊維による剥離・剥落対策を基本とする。

奥田トンネル
出口

・極端な巻厚不足（15 ～ 20 cm）
・面壁背面の地質は脆弱層が厚い。
・コンクリートの剥離
・打継ぎ，ひび割れからの漏水が多い。

対象箇所は漏水が多く，繊維シートは適さない。
脆弱層が厚く，極端に巻厚の薄い箇所があるため，
補強対策が必要である。

黒川トンネル
入り口

・天端部の巻厚不足（25 cm程度）
・ 縦横断にひび割れが発生しており，ひび割れ密度が高い。
・覆工背面に空洞が広がっている（30 cm）
・打継ぎ，ひび割れからの漏水が多い。

対象箇所は漏水が多く，繊維シートは適さない。

表─ 1　各坑口覆工の損傷状態と課題
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（4）奥田トンネル出口側坑口覆工の補強設計
補強設計では，作用荷重だけで補強構造を計画する
のではなく，坑口部の現構造並びに変状，巻厚などを
考慮して，NATMの坑口覆工と同等の構造性能を目
指し，増し厚工の耐荷力を照査した。検討モデルを図
─ 3に示す。覆工断面をフレームでモデル化し，限
界状態設計法により検討した。現状覆工は，覆工厚の
調査結果を基に最小厚 150 mmとし，覆工補強は現状
覆工と「鉄筋配置＋無機系特殊モルタル」の一体構造
としてモデル化した。検討結果として，図─ 4に各
検討モデルのM─N耐力線比較図を示す。これより，

次の事項が確認できた。
①現覆工は，無筋構造であり，引張力に対する抵抗が
なく，許容できる曲げモーメントが限られる。
②NATMの坑口覆工や「鉄筋配置＋無機系特殊モル
タル」による補強は，鉄筋による補強効果により，
許容可能な曲げモーメントが現状覆工より大きい。
③「鉄筋配置＋無機系特殊モルタル」による補強は，
NATMの 坑口覆工と許容可能な曲げモーメントが
ほぼ同一であり，現状覆工を補強することで，同等
の耐荷力を有する構造に回復できる。

表─ 2　覆工補強対策工の比較表

図─ 4　 M─ N耐力線比較図図─ 3　検討モデル
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（5）奥田トンネル出口側覆工補強工の施工
主鉄筋として D19 を 200 mm間隔で配置し，表─

3に示す配合で，80 mmの増し厚吹付けを実施した。
なお，施工前に漏水が確認されており，鉄筋かぶりも
少ないことで，将来的に鉄筋の発錆が生ずる可能性が
あるため，樹脂塗装鉄筋を採用している（写真─ 2）。
また，建築限界の制約が厳しい肩部については，既設
覆工の巻き厚に余裕があることを確認した上で，吹付
け前に既存覆工を切削し，建築限界を確保した。
施工は，終日の車線規制ができないため，すべての
資機材をトラックに載せた車上プラント方式とし，準
備・片付け作業の効率化を図った。また，高所の吹付
け作業には，写真─ 3に示すように高所作業車を使
用し，片側規制の状態で施工を行っている。写真─ 4

に完成写真を示す。

5．おわりに

本工事は，片側車線規制という限られた作業範囲で，
常に第三者の安全に留意しながら，施工を実施した。
本報告が今後の類似工事の参考になれば幸いである。
最後に，本工事の実施にあたりご指導をいただきま
した，関係機関，関係者の方々に謝意を表します。

 

《参考文献》
 1）  伊川幹夫，西恭太，中山佳久：施工年代におけるトンネル変状の特
徴，シビルエンジニアリングジャーナル・シリーズ 1「土木の新時代」，
pp.78-84，2007.4.

目標強度 TDR
モルタル

ビニロン
ファイバー

水 減水剤

45 N/mm2 1,975 kg 6.5 kg 253 kg 4 kg

表─ 3　配合表（1 m3 当たり）

写真─ 3　TDRショット工法吹付け状況

写真─ 2　樹脂塗装鉄筋の配置

写真─ 4　覆工補強完成

中山　佳久（なかやま　よしひさ）
飛島建設㈱
土木事業本部土木技術部
トンネル技術グループ

［筆者紹介］
川端　康夫（かわばた　やすお）
飛島建設㈱
土木事業本部土木技術部
環境リニューアルグループ
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特集＞＞＞　道路

舗装工事における各種 ICT機器を用いた施工と
施工性能評価

宇田川　健　治・古　島　　　勝・菊　地　重　徳

舗装工事の分野では，モーターグレーダ，ブルドーザ，アスファルトフィニッシャ，スリップフォーム
ペーバ等が情報化施工において積極的に使われている。昨年度には「情報化施工推進戦略」が策定され，
「国土交通省CALS/EC アクションプログラム 2008」の目標の１つに「情報化施工の普及推進による工事
の品質向上」が挙げられている。施工管理・監督業務の効率化においても，「施工管理データを搭載したトー
タルステーション（TS）を用いた出来型管理要領（案）舗装工事編」が，関東地方整備局によりとりま
とめられ，各地で試験施工が行われている。また，非破壊で舗装密度の測定ができる機器も開発されてお
り，コア採取することなく品質管理ができるようになった。
これらの ICTを利活用することにより，施工管理のさらなる効率化を図る。

キーワード： 国土交通省 CALS/EC アクションプログラム 2008，情報化施工推進戦略，施工管理データ
を搭載したトータルステーションによる出来型管理，電磁波式舗装密度測定，マルチロード
プロファイラ

1．はじめに

舗装工事においては，モーターグレーダ，ブルドー
ザ，アスファルトフィニッシャ，スリップフォーム
ペーバ等が多く使われている。
今回，東京都内のアスファルト舗装工事現場において，

TS（トータルステーション）式ブルドーザを用いて路床
工～上層路盤工，TS式モーターグレーダを用いて上層
路盤工，GNSS（汎地球測位航法衛星システム）式アス
ファルトフィニッシャを用いて基層工，超音波式アスファ
ルトフィニッシャを用いて表層工の施工が行われた。
施工後，レーザ式縦断プロファイラを使用し，各層

（下層路盤工，上層路盤工，基層工，表層工）で平坦
性・IRI（国際ラフネス指数）の測定を行い，施工性
能及び品質を確認した。
また，非破壊式アスファルト舗装密度の測定も行っ
たので，その概要も報告する。

2．目的と概要

（1）目的
当現場では路床工，下層路盤工，上層路盤工，基層
工，表層工全てにおいて，情報化施工機器（表─ 1）
を利活用した施工を行った。施工後に，レーザ式縦断
プロファイラによる平坦性測定，国際ラフネス指数

（IRI）の測定，非破壊式アスファルト舗装密度の測定
による，施工性能評価を行う。

（2）各自動制御機器の概要
①TS式ブルドーザ，モーターグレーダ
TS 式は，近年舗装工，路盤工等に適用され始め
ている三次元マシンコントロール技術の 1つである。
重機制御のための計測技術にトータルステーション

表─ 1　情報化施工機器

工　種 施工機器
路床工 TS式ブルドーザ
下層路盤工 TS式ブルドーザ
上層路盤工 TS式ブルドーザ
上層路盤工（仕上げ） TS式モーターグレーダ
基層工 GNSS 式アスファルトフィニッシャ
表層工 超音波式アスファルトフィニッシャ

図─ 1　TS式概要
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（TS）を利用するため，高精度な高さ精度が得られ，
舗装工，路盤工等の仕上げ精度が要求される作業に最
適なシステムである。TS式のシステム概要を図─ 1

に，主要諸元を表─ 2に示す。
②GNSS（汎地球測位航法衛星システム）式アスファ
ルトフィニッシャ
GNSS 式は，近年舗装工，路盤工等に適用され始め

ている三次元マシンコントロール技術の 1つである。
重機制御のための計測技術に GPS（アメリカ合衆国
製）及び，GLONASS（ロシア連邦製）などの人工衛
星を使用している。測位方式にはリアルタイムキネ

マティック測位方式（RTK測位方式）を採用し，水
平精度±数 cmを確保している。また，高さ方向に幅
を持つ回転レーザを併用することにより，高さ精度を
mm単位で設定することができる。GNSS 式のシステ
ム概要を図─ 2に，主要諸元を表─ 3に GNSS 式基
地局設置状況を写真─ 1に示す。
③超音波式アスファルトフィニッシャ
超音波式は，3次元設計データに基づいた制御では
なく，超音波センサによりロープ，縁石，既設路面な
どの基準高までの距離を測定する。測定したデータは
コントロールボックスへ送られ，スクリードを自動
制御する。超音波式の取り付け状況を，写真─ 2に，
主要諸元を表─ 4に示す。

表─ 2　TS式主要諸元

最大追尾速度 85°／秒
測距範囲 1000 m（全周プリズム）
測距精度 ファストコース

±（30 mm+2 ppm× D）m.s.e.
表示単位 10 mm
測距時間（初回） 約 0.04 秒（2.5 秒）
測角方式 アブソリュート測角方式
測角精度 3”
無線機能 約 300 m
使用時間 連続追尾：約 3.5 時間
国土地理院登録 2級Aトータルステーション

写真─ 1　GNSS式基地局設置状況

表─ 4　超音波式主要諸元

検出範囲 0.4 m～ 1.0 m
検出分解能 0.7 mm

超音波

発信音の広がり
直径 15 cm　at60 cm
直径 25 cm　at90 cm

温度補正 温度センサ、温度補正金具
反射面寸法 φ＝ 3 mm以上

反射面角度
± 4°以内（鏡面）
± 10°以内（散乱面）

制御範囲 ± 3 cm（標準）
設定単位 1 mm

図─ 2　GNSS式概要

表─ 3　GNSS式主要諸元

Ｒ
Ｔ
Ｋ
観
測

受信衛星 GPS（24 衛星）　アメリカ
GLONASS（現在 14 衛星）　ロシア

受信衛星数 最大 20 個
データ出力 10 Hz
水平精度 ±（10 mm+1.5 ppm× D）m.s.e.

レ
ー
ザ

使用範囲 ± 10°（5～ 30 m）　± 5 m（30 ～ 300 m）
高さ精度 分解能　1”
回転数 600 min－ 1

チャンネル 4 ch
設定単位 1 mm

写真─ 2　超音波式取り付け状況
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3．施工性能評価方法

（1）工事概要
本検証は，東京都内のアスファルト舗装工事現場で
実証した。

（2）施工性能評価方法
今回の施工性能評価方法は，3つの指標（平坦性，
IRI，テクスチャ）を同時に測定することができる
MRP2000 を使用し，平坦性（3 mプロフィルメータ
による方法）測定と，国際ラフネス指数（IRI），を
測定した。又，非破壊式アスファルト密度測定機
（PQI302）による密度測定を行った。
①舗装路面の平坦性測定
3 mプロフィルメータにより，平坦性を測定する。
②国際ラフネス指数（IRI）
国際ラフネス指数（IRI）は，1986 年に世界銀行が
提案した路面のラフネス指標で「2軸 4 輪の車両の 1
輪だけを取り出した仮想車両モデルをクォーターカー
（図─ 3）と呼び，このクォーターカーを一定の速度
で路面上を走行させたときの車が受ける上下方向の運
動変位の累積値と走行距離の比（m/kmまたはmm/
m）を，その路面のラフネスとする」と定義され，各
国で採用されており，我が国においても，高速道路に
おける平坦性の評価に優れる IRI を新たな平坦性の指
標として採用されている。
又，今回の路面の凸凹等の測定方法と IRI の算出方
法は，縦断プロファイル測定装置で縦断プロファイル
を測定し，QC（クォーターカー）シミュレーション
により IRI を算出した。
図─ 3にクォーターカーモデルを示す。

③アスファルト舗装密度測定器（PQI301）
PQI301 は，測定面（底面）より電磁波を出し，設
定した舗装厚さの密度を約 3秒で測定できる。コア採

取することなく測定することができるため，施工管
理，監督の簡素化を図ることが期待できる。
PQI301 の測定状況を，写真─ 3に示す。

4．結果と考察

（1）検証施工の実施
TS 式ブルドーザによる施工状況を写真─ 4に，

GNSS 式アスファルトフィニッシャによる施工状況を
写真─5に示す。各制御機器により舗設された路面は，
良好な仕上りであった。

図─ 3　クォーターカーモデル

バネ上質量：mu 進行速度
V＝80km/h

バネ下質量：ms

L＝250mm

kt

Cs Z

X

写真─ 3　PQI301 測定状況

写真─ 4　TS式ブルドーザ路盤施工状況

写真─ 5　GNSS式基層施工状況
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（2）各種試験結果
①舗設路面の平坦性
MRP-2000 による平坦性測定結果を表─ 5に測定状
況を写真─ 6に示す。

②国際ラフネス指数（IRI）
MRP-2000 による IRI 測定結果を表─ 6に示す。

③アスファルト舗装密度測定器（PQI301）
PQI302 による，現場密度の測定結果は，コア供試

体の採取による密度の測定結果と同等の測定結果が得
られた。

（3）考察
①情報化施工による，品質の向上
3D─MCなどの情報化施工機器を用いて施工する
ことにより，従来工法と比較すると均一で高精度な品
質が得られる。
②情報化施工による，品質の確保，管理の効率化
現在，舗装工事における出来形，品質管理では，コ
ア供試体により，舗装厚さ，現場密度の測定，アス
ファルト量などの現場試験が行われている。
しかし，コア供試体の採取方法や，コアの穴の埋戻
しが適切でないと，そこから舗装が破損することがあ
り，舗装のライフサイクルコストを低下させている。
そこで，「施工管理データを搭載したTS（トータ
ルステーション）による出来形管理」や，PQI301 な
どの非破壊でアスファルト舗装の出来形，品質管理を
行う手法を採用する事により，施工現場でコア採取す
ることなく出来形，品質管理を行うことができると考
えられる。

（4）今後の課題
情報化施工機器は，高精度な仕上がりが得られる
が，次のような課題もある。
①初期導入コストが高い。
②システムを取り扱う専門知識を有した技術者が必
要。

（5）まとめ
情報化施工により，施工の効率化や施工精度が確保
できる。TSによる出来形管理，非破壊式アスファル
ト舗装密度測定器等の採用により，施工管理，監督の
効率化を図ることができる。

5．おわりに

近年，地球温暖化問題が大きく取り上げられ，情報
化施工による施工効率の向上が，CO2 の発生低減につ
ながると期待されている。また，少子高齢化による，
熟練オペレータ不足の適応策としても，期待されてい
る。しかし，情報化施工を構成する主要技術は，機械
制御技術，油圧制御技術，TS･GNSS による測量・測
位技術，3次元設計データを扱う情報利用技術など，

表─ 5　平坦性測定結果

上層路盤工 σ＝ 2.68 mm
基層工 σ＝ 1.96 mm
表層工 σ＝ 1.10 mm

写真─ 6　MRP-2000 測定状況

表─ 6　国際ラフネス指数測定結果

上層路盤工 4.73
基層工 2.54
表層工 1.77

図─ 4　路面性状とラフネスの関係
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多岐にわたる。そのため，システムを取り扱う技術者
の育成が急務である。弊社では，生産性の向上，高精
度な施工を実現する情報化施工を様々な現場で利活用
していきたいと考えている。
最後に，今回の検証施工に多大なご協力を頂いた発
注者，現場担当者，㈱トプコン販売，㈱クマタカエン
ジニアリング，西尾レントオール㈱殿に，深く感謝申
しあげます。
 

《参考文献》
 1） 舗装調査・試験法便覧，社団法人　日本道路協会， 平成 19 年 6 月
 2） 情報化施工推進戦略，国土交通省，平成 20 年 7 月 31 日 菊地　重徳（きくち　しげのり）

前田道路㈱
製品事業本部　機械部
係長

古島　勝（ふるしま　まさる）
前田道路㈱
工事事業本部　工務部　機械センター
係長

［筆者紹介］
宇田川　健治（うたがわ　けんじ）
前田道路㈱
工事事業本部　工務部　機械センター
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1．  積算の体系　
　・ 共通仮設費率の一部改定
2.  橋種別
 1） 鋼橋編
　・ 送出し設備質量算出式の改定
　・ 少数主桁架設歩掛の改正
　・ 歩道橋（側道橋）一部歩掛改定
 2） PC橋編
　・ 多主版桁橋　主桁製作工歩掛の追加
　・ 架設桁架設工法　歩掛の改定
　・ トラッククレーン架設工法　歩掛の改定

改訂
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特集＞＞＞　道路

2層同時施工可能なアスファルトフィニッシャ新型機の開発

関　口　　　峰・平　野　　　晃・藤　枝　隆　行

わが国の道路舗装は，車両交通の安全性や騒音低減を目的とした排水性舗装が増加するなど，機能性舗
装が広く普及している。また，コスト縮減や CO2 削減などに配慮した技術の開発も求められており，舗
装に対する要求事項は多種多様化している。それらの舗装技術に対するニーズを踏まえ平成 10 年度に開
発した 2層同時施工が可能なマルチアスファルトペーバの新型機を，MAP工法研究会会員に所属する 6
社及び住友建機とともに開発した。開発した新型機は，作業装置や機構を見直すことで，施工性の向上，
省力化などを実現した。排ガス及び騒音に関する国土交通省指定建設機械の認可を取得し，社会的ニーズ
が高まっている環境問題への取り組みを強化した。
キーワード： アスファルトフィニッシャ，アスファルト舗装，2種混合物同時施工，環境負荷低減，施工

の合理化，コスト縮減

1．はじめに

わが国における道路舗装は，高度経済成長期を経て
着実に整備され，舗装率の上昇とともに，道路基盤の
利便性や質が向上してきたといえる。近年は，車両交
通の安全性確保や騒音低減を目的とした低騒音型排水
性舗装が増加するなど，機能性舗装が施工実績を伸ば
し，広く普及している。また，現在の経済状況を考慮
した道路建設コスト縮減や CO2 削減等の地球環境に
配慮した技術の開発も求められており，舗装に対する
要求事項は多種多様化している。
マルチアスファルトペーバ（MAP）は，それらの
舗装技術に対するニーズを踏まえ，アスファルト舗装
工事における施工の効率化・合理化による工期短縮，
コスト縮減を目的に平成 10 年度に世界初となる 2層
同時施工が可能なアスファルトフィニッシャとして
MAP工法研究会会員各社（大林道路㈱，世紀東急工
業㈱，大成ロテック㈱，東亜道路工業㈱，福田道路㈱，
前田道路㈱，住友建機㈱）にて開発された。
しかし，従来機開発から約 10年が経過し，各装置の
老朽化による更新時期を迎えていることに加えて，｢機
械輸送に関わる規制による施工機の小型化｣・｢排ガス
や騒音対策の強化｣ 等の要求により，MAP工法研究
会会員各社と共にMAPの全面的な見直しを実施した。
本文では，その新型機の概要および特徴，新型機を
使用した施工事例などを紹介する。

2．MAPを使用した施工方法の概要

MAP工法は，2基のアスファルト混合物用ホッパ
と 2組のスクリードを装備したMAPを使用して，2
種類のアスファルト混合物を上下 2層に同時施工する
「デュアルアスファルトペーブメント工法」と，2種
類のアスファルト混合物を複数レーンに同時施工する
「マルチレーンペーブメント工法」がある。
以下にこれら 2つの工法について，その概要を示す。

（1）デュアルアスファルトペーブメント工法
この工法は，上層と下層のスクリードにより，2種
類の異なったアスファルト混合物を上下 2層同時に敷
き均す工法である。　
異なったアスファルト混合物を 2層同時に敷き均す
ことでの主なメリットを以下に示す。
①表層と基層を同時に施工することで，施工時間を短
縮できる。
②層間へのタックコート散布が不要となり，施工時間
の短縮，コスト削減が期待できる。
③ 1層の施工厚さを薄くしても，2層同時に施工する
ことにより，転圧時の総施工厚さが標準厚さであれ
ば，締め固めを確保しやすくなる。
④カラー舗装や排水性舗装などの機能性舗装を薄層化
して基層と同時施工することで，各層を，各々の粗
骨材の最大粒径の 1.5 ～ 2.5 倍程度の薄さで敷き均
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す事が可能となり，従来の最大粒径の 3～ 4倍の敷
き均し厚で 1層のみで施工する場合と比較して，高
価な材料の使用量を減らすことができ，コスト削減
が図れる。
カラーアスファルト混合物を適用した舗装構成例を
図─ 1に示す。また，図─ 2に低騒音舗装の舗装構
成例を示す。

（2）マルチレーンペーブメント工法
この工法は，専用のスクリードユニットを装着する
ことで，図─ 3に示すような 2 種類の異なる混合物
を道路の縦断方向に帯状に同時施工する工法である。
主な活用例を以下に示す。

①耐流動性対策
重交通路線等の耐流動性対策として，耐流動性に優
れる改質アスファルト混合物を車輪走行部のみに適用
し，非わだち部には，一般のアスファルト混合物を使
用することで，合理的な舗装の施工が可能となり，コ
スト削減が期待できる。
②景観舗装
色彩の異なる2種類のカラーアスファルト混合物を使

用することで景観舗装等にも利用することが可能である。

3．新型 MAPの開発目標

新型MAPの開発目標を以下に示す。
①施工性の向上および省力化
作業装置を集約し，利便性を図ることで，操作性を

容易にし，施工性の向上および，省力化を実現する。また，
機械周囲の死角を解消し，安全性を確保向上させる。
②機械の軽量化
従来機においては，機械輸送時の総重量が 45t 超と

なり特殊車両通行許可取得が容易ではなかった。そこ
で，機械重量を軽量化（23 t 程度）することで輸送総重
量を45 t以下とし，特殊車両通行許可取得を容易とする。
③環境対策の強化
社会的ニーズが高まっている環境問題への取り組み

として，排ガス（排ガス黒煙濃度 25％以下）および騒
音（騒音基準値 107 dB 以下）に関する国土交通省指
定建設機械の認可を取得し，環境負荷の低減に努める。

4．新型 MAPの開発結果

（1）新型 MAPの概要
同機は，住友建機㈱製のアスファルトフィニッシャ
HA90C（舗装幅員 9.0 m級）をベースマシンとし製作
した。主要装置は，チャージングホッパ・チャージン
グフィーダ（脱着可能式），上下層のアスファルト混
合物用ホッパ，上下層のスクリュウおよび上下層のス
クリードと各操作盤やモニタで構成されている。デュ
アルアスファルトペーブメント工法におけるMAPの
機構を図─ 4に示す。

図─ 1　カラーアスファルト混合物を適用した舗装構成例

図─ 2　低騒音舗装の舗装構成例

図─ 3　マルチレーンペーブメント工法例

図─ 4　MAP新型機機構図
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（a）アスファルト混合物移送経路
新型MAPの敷き均し機構を以下に示す。
① ダンプトラックでアスファルト混合物をチャージ
ングホッパに供給する。

② チャージングホッパに供給されたアスファルト混
合物は，チャージングフィーダのフライトコンベ
アによって下層および上層敷き均しアスファルト
混合物用ホッパに各々供給される。各ホッパへの
供給の切換は，チャージングフィーダのドラッグ
板に設けられた切換ゲートを開閉することにより
アスファルト混合物が混合することなく供給され
る。

③ 下層ホッパのアスファルト混合物は，バーフィー
ダコンベアにより下層スクリードに供給され，敷
き均される。

④ 同様に上層ホッパのアスファルト混合物はスク
リュウコンベアにより上層スクリードに供給され
敷き均される。

新旧MAPの外観比較を写真─ 1および写真─ 2に
示す。

（b）主要装置の特徴
新型MAP主要装置の特徴を以下に示す。
①チャージングホッパ・チャージングフィーダ
MAPの従来機では，ダンプトラックによりチャー

ジングホッパに供給されたアスファルト混合物をスク
リュウで中央へかき寄せ，チャージングフィーダによ
り各ホッパ搬送する特殊な機構であった。そのため，
故障等のトラブル発生頻度が高かった。そこで，MAP
の新型機では，汎用アスファルトフィニッシャと同様
のホッパ式およびバーフィーダ構造を採用した。
②上層アスファルト混合物用ホッパ
実容量は，6.5 m3 である。従来機では，斜板油可倒

式であったが，ホッパ式を採用した。また，スクリー
ドへのアスファルト混合物供給方法は，スペースをコ
ンパクトにするため，グースフィニッシャ等で実績の
あるスクリュウコンベアを採用した（写真─ 3参照）。

③下層アスファルト混合物用ホッパ
実容量は，2.8 m3 である。汎用アスファルトフィニッ

シャと同様のホッパ式とバーフィーダ方式を採用した。
④下層敷き均し用スクリード
デュアルマット型スクリード（2枚スライド式）を
採用し，締め固め装置として，シングルタンパを備え
る。
⑤上層敷き均し用スクリード
従来機では，タンパ・バイブレータ方式の 3スクリー

ドであったが，軽量化を図るため，下層スクリードと
同様のデュアルマット型スクリードを採用し，締め固
め装置は，舗装表面性状を確保するためタンパ・バイ
ブレータ方式とした（写真─ 4参照）。

写真─ 1　新型MAP外観写真

写真─ 2　従来型MAP外観写真

写真─ 3　上層スクリュウコンベア

写真─ 4　上層および下層スクリード
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（2）開発目標への対応
開発目標に対する改善結果を次項に示す。

（a）施工性向上と省力化への対応
従来機では専属の運転手が運転席で行っていた走行
操作をチャージングフィーダ操作員が，兼務する機構
とした。更に，全ての作業装置の操作系統を集約させ，
スクリードステップ上で操作を可能な機構としたこと
で，従来の 4名体制のオペレーティングから 3名での
施工が可能となった。
運転操作員削減に伴う安全性の確保として，機械周
囲の死角およびホッパ内部に複数の監視カメラを設置
し，各オペレータがモニタで視認可能としたことで，
安全性が確保されると共に施工性の向上に寄与でき
た。死角部監視モニタを写真─ 5に示す。

（b）機械重量の軽量化への対応
新旧MAPの主要諸元の対比を表─ 1に示す。

表─ 1の総重量対比より，約 15％（約 4.0 t）の軽
量化を実現することができた。これにより，輸送総重
量45t未満の特殊車両での輸送が可能となったことで，
特殊車両通行許可取得も容易になり，輸送コストの軽
減ができた。また，チャージングフィーダを脱着分離
型としたことで，20 t トレーラと 10 t トラックでの分
割輸送も可能とした（※ただし現場にて組立必要）。
チャージングフィーダを分離した状態の外観を写真
─ 6に示す。

（c）環境負荷低減への対応
従来機は，チャージングフィーダと機械本体の各々
に動力源を必要とし，駆動動力確保のため，138 kw
のエンジンを 2機搭載していた。新型MAPにおいて
は，地球環境への負荷低減を目的として国土交通省第
三次基準値排ガス対策型エンジン（132.1 kw，表─ 1

参照）を 1基のみ搭載し，施工能力を低下させること
なく，全作業装置の動力を確保可能な機構に改良した。
結果として，排ガスおよび騒音に関する国土交通省指
定建設機械の基準値をクリア（排ガス黒煙濃度測定値
0％，騒音測定値 104 dB）することができ，従来機と
比較して，燃料消費量および CO2 排出量の約 50％削
減を実現することができた。

5．施工事例

兵庫県の一般国道において，新型MAPによる「デュ
アルアスファルトペーブメント工法」を適用した切削
オーバーレイ工事を行った。
以下に施工事例を紹介する。

（1）工事概要
当該工事は，既設のアスファルト舗装を 100 mm切
削後，基層（再生粗粒度アスファルト混合物（20）：
t ＝ 50 mm）の敷き均しを行い，表層（上層　小粒径
排水性アスファルト混合物（5）：t ＝ 20 mm　下層　
排水性アスファルト混合物（13）：t ＝ 30 mm）の施
工を実施した。
工事概要を表─ 2，舗装構成を図─ 5に示す。

写真─ 5　監視モニタ

表─ 1　主要諸元対比表

項　目 新　型　機 従　来　機
全長（作業時） 9760 mm 10468 mm
全幅（回送時） 3000 mm 2990 mm
全高（作業時） 4250 mm 4220 mm
総　重　量 23.5 t 27.5 t
機関出力 132.1 kw 138 kw× 2基
舗　装　幅 2.5 ～ 4.5 m 2.5 ～ 6.0 m
下層

スクリード
T式

2スクリード
TV式

2スクリード
上層

スクリード
TV式

2スクリード
TV式

3スクリード

写真─ 6　チャージャー分離型外観

表─ 2　工事概要

工事対象 一般国道（片側 4～ 5車線）
工事場所 兵庫県神戸市
施工時期 平成 20 年 12 月 18 日～平成 21 年 2 月 23 日
施工幅員 2.8 ～ 4.5 m
施工面積 18,870 m2
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（2）施工
施工フローを図─ 6に示す。

（a）基層施工
当初の計画では，基層施工は，汎用のアスファル
トフィニッシャを使用して施工を行う予定であった
が，施工時間短縮および施工コスト縮減を目的として，
MAPを使用し施工を行うこととした。施工は，上層
敷き均し用ホッパにアスファルト混合物を取り込み，
上層スクリードで敷き均しを行い，通常のアスファル
トフィニッシャと同様な施工を行った。
（b）表層施工
表層施工における主な留意点を下記に示す。
①アスファルト混合物の確認
2種類のアスファルト混合物を使用するため，材料
の受け入れミスが発生する可能性が懸念された。受け
入れるアスファルト混合物の識別を明確にするため，
ダンプトラックの運転席前に混合物名を明記したボー
ドを設置し，2色の回転灯を準備した。
②チャージングホッパの管理
2種類のアスファルト混合物を交互に受け入れる施
工を行うため，各アスファルト混合物が混ざる可能性

が懸念された。そのため，アスファルト混合物受け入
れの際には，先に受け入れたアスファルト混合物を
ホッパ内に残さないようにし，また，チャージング
フィーダを充分に空運転させることで，フライトコン
ベア内に付着したアスファルト混合物を排出し，2種
類のアスファルト混合物が混ざらないようにした。
③アスファルト混合物搬入順序の確認
上層，下層で施工厚が異なるため，各アスファルト
混合物の時間当たりの使用量も異なる。スムーズな連
続施工を行うためには，2種類のアスファルト混合物
のホッパ内の残数量を適宜確認しながら，受け入れ順
序を決定した。

（3）施工結果
新型MAPを当該工事に導入したことにより，施工
日数を 5日間短縮することができた。また，当初計画
に対して基層と表層をMAPにより，兼用施工するこ
とで，機械経費の削減が図れた。表層施工状況を写真
─ 7に示す。

平たん性の測定結果を表─ 3に示す。上り線σ＝
0.74 mm，下り線σ＝ 0.89 mmと優れた平たん性が得
られた。

6．まとめ

新型MAP開発により得られた所見を以下に示す。
①作業装置を利便化し，操作性を容易にしたことで，
施工性が従来機対比で，約 30％向上した。また，
運転操作人員も 25％削減され省力化が図れた。

図─ 5　舗装構成

図─ 6　施工フロー

写真─ 7　表層施工状況

表─ 3　平たん性測定結果

項　目 上　り　線 下　り　線
規格値（mm） 2.4 以下
最小値（mm） 0.55 0.69
最大値（mm） 1.12 1.14
平均値（mm） 0.74 0.89
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②省力化に伴う安全対策として，機械周囲の死角部に
対する監視モニタリング機能により安全性が向上し
た。
③汎用機を用いたベースマシンの設計，動力性能の改
善，スクリードの軽量化等により従来機対比で，約
15％の軽量化を達成した。
④軽量化および作業装置の分割輸送により，運搬経費
の削減を実現した。
⑤排ガスおよび騒音ともに基準値をクリアし，国土交
通省指定建設機械に認定された。
⑥環境負荷低減対策として，エンジン出力の半減化に
成功し，燃料消費量及び CO2 排出量を従来機対比
で約 50％削減できた。

7．今後の課題

今回開発した新型MAP の主な課題点を以下に示
す。
①機械装置の耐久性の向上
軽量化に伴う部材強度および消耗部材耐久度の検証
が必要である。
②作業装置のメンテナンス性の向上
トラブル発生が想定されるチャージングフィーダ等
の材料供給系統のメンテナンスを容易にする。
③施工データの蓄積
新型MAPは，開発されて日も浅く，施工実績が少

ない。｢マルチレーンペーブメント工法｣ も含め，施
工実績を増加させ，施工データの蓄積が必要である。

8．終わりに

MAPを使用した施工は，｢デュアルアスファルト
ペーブメント工法｣ を主体に，施工実績を伸ばしてい
る。今後は，MAP工法研究会会員各社と共に，当該
工法の普及に努めていく所存である。
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特集＞＞＞　道路

トンネルの補修・補強に関する技術開発動向
─LCCに基づく補修・補強技術の分類と未来型補修機械の方向性

㈳日本建設機械化協会　機械部会　トンネル機械技術委員会

社会資本である土木構造物は，今日に至るまで数多く建設されてきた。とくに，第二次世界大戦後の経
済復興期から高度経済成長期にかけて，その種類，建設数ともに急速に増加した。一方で，土木構造物が
建設されてから長期間が経過し，劣化によって使用性，安全性が確保できず補修・補強を必要とするもの
や社会情勢の変化から要求性能が変更となり改築が必要となる事例も多くなってきている。そこで，現在，
土木構造物に対しても LCC（Life Cycle Cost）の概念を適用した構造物の管理を行う動きが高まり，計画・
設計，施工，維持管理，改築・廃棄までの各段階における費用を把握する検討が行われている。また，公
共事業費が削減される等，財政的・人的資源の制約を受ける中で，既設構造物の長寿命化も重要な課題と
なっている。
こうした中で，㈳日本建設機械化協会・機械部会・トンネル機械技術委員会・未来型機械分科会では，

トンネルの補修・補強技術を構造物の長寿命化の観点から，LCCの概念を導入した分類を試みた。さら
に会員各社に対しアンケート調査を実施して現状の補修・補強関連技術の収集と分類を行った。
キーワード：LCC，維持管理，トンネル，補修，補強，供用性

1．LCCに基づく補修・補強技術の分類

構造物の維持管理を実施する場合，図─ 1に示すよ
うな時間を考慮した性能照査が必要不可欠である。こ
のためには，まず「構造物の寿命」または「構造物の
長寿命化」の定義を明確にしておくことが重要である。

「構造物の寿命」を既設構造物に対して改築や新設
が必要となる時と定義すると，次のように機能が喪失
した状態が「寿命がきた」状態であると定められる。
①構造安全性の喪失（使用性，安全性の喪失）
地圧や地震，岩盤崩壊などの外的要因または材質劣

化，構造的欠陥等の内的要因（時代ごとの技術レベル
に起因するもの，あるいは施工上の不具合）によって
構造が破壊され，使用性や安全性が喪失する状況
②経済合理性の喪失
材料の劣化等によって維持管理費が増大し，ライフ
サイクルコストが改築や新設を上回る状況
③機能の陳腐化
建築限界が旧基準で設計されているために交通容量
が不足しているなど，構造物の社会的ニーズに対して
その機能が要求性能に合致していない状況
「構造物の長寿命化」とはこれらのトンネル構造安
全性の喪失・経済合理性の喪失・機能の陳腐化のいず
れかによって，早期に「寿命がこない」ように予防す
ることと定義できる。また，それらは性能照査手法に
基づくと，「調査・診断技術」を含めて，「分類Ⅰ健全
度維持型補修・補強技術」，「分類Ⅱ健全度低下速度抑
制型補修・補強技術」，「分類Ⅲ健全度増加型補修・補
強技術」，「分類Ⅳ要求性能対応型改築技術」および「分
類Ⅴ高性能・高機能型建設技術」の 6つに分類するこ
とができる。

（1）調査・診断技術
トンネルの補強・補修の必要性を検討するためには，
まず既設トンネルの耐久性や機能等について現状を調

図─ 1　性能照査期間の概念 1）
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査・判定する必要がある。調査結果に基づいてトンネ
ルの機能と健全性を正しく把握し，補修・補強の必要
性の判断など，対策工の計画・設計を行う。
調査・診断技術は，表─ 1に示すように，清掃，調

査およびデータ処理技術の 3つに大別できる。

「清掃」技術ではトンネル水噴射設備点検車と重曹
を用いたブラスト洗浄等の 2件，「データ処理」技術
ではデータベース化による診断・評価ツールとモニタ
リングシステム開発等の 2件の合計 4件の技術開発が
確認されたが，「調査」技術に関するものは 21 件と多
く，打音調査，画像処理，電磁波探査および赤外線サー
モグラフィを用いた調査技術の開発が進められている
（図─ 2）。

（2）分類Ⅰ　健全度維持型補修・補強技術
図─ 3に示すように，健全度維持型補修・補強技

術は，覆工の小規模の不具合やひび割れ等に対して，
従来から一般に行われてきた小規模の対症療法的な補
修・補強技術であり，大幅な健全度の回復を期待しな
い比較的簡易な補修技術である，
現在，研究・開発されている健全度維持型補修・補
強技術は，表─ 2のように分類できる。
健全度維持型補修・補強技術について調査した結果，

「導水工」「ひび割れ注入工」および「裏込め注入工」

に関して新しい補修・補強技術の開発が進められてい
ることがわかった（図─ 4）。

（3）分類Ⅱ　健全度低下速度抑制型補修・補強技術
健全度低下速度抑制型補修・補強技術は，図─ 5に

表─ 1　調査・診断技術の分類

分　　類
①　清　　掃

②　調　　査

削　　孔
打　　音
画像処理
電 磁 波
赤外線サーモグラフィ
内視鏡，CCD，コアリング
計　　測

③　データ処理 データベース

図─ 2　診断・調査技術の開発動向

図─ 3　健全度維持型補修・補強技術の LCC概念図 2）

表─ 2　健全度維持型補修・補強技術の分類

分　　類
①　はつり落とし工

②　湧水処理工
導水工
ひび割れ注入工

③　裏込め注入工
④　断面修復工
⑤　表面仕上げ工
⑥　その他

図─ 5　健全度低下速度抑制型補修・補強技術 LCC概念図 2）

図─ 4　健全度維持型補修・補強技術の開発動向
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示すように外的要因に起因する部材の劣化を遅らせる
ことで，トンネルの長寿命化を図る補修・補強技術で
ある。
現在，開発されている健全度低下速度抑制型補修・
補強技術は，表─ 3のように分類される。

健全度低下速度抑制型補修・補強技術について調査
した結果，「防食工」に比べて「はく落防止工」に関
する技術開発が進められていることがわかった。さら
に，開発されているはく落防止工の種別を見ると図─
6に示すように「繊維シート当て板工」に関する新し
い補修・補強材料が研究・開発されている。

（4）分類Ⅲ　健全度増加型補修・補強技術
健全度増加型補修・補強技術は，図─ 7に示すよ
うにトンネルの健全度を補修・補強によって高度に回
復・補強することで，長寿命化を期待するものである。
健全度増加型の補修・補強技術について調査した結
果，図─ 8に示すように「内巻き工」が多数を占め，

次いで「樹脂繊維補強工」，「吹付け／塗布工法」に関
する新しい補修・補強技術が開発されていることがわ
かった。
「内巻き工」はトンネル内部で補強材を組立てる「組
立工法」，管渠内で管を製造する「製管工法」および
管渠内に管を挿入する「管挿入工法」に分類される。
それらのうち，「組立工法」に関する技術開発が最
も研究されている。

（5）分類Ⅳ　要求性能対応型改築技術
要求性能対応型改築技術は，社会的ニーズの変化か

ら，建築限界を大きくする，あるいは地震に対する耐
力を大きくするなど，図─ 9に示すように補修・補強
によって要求性能の変化に対応させる改築技術である。

要求性能対応型改築技術は，表─ 4のように分類
することができる。
調査の結果，トンネル改築に関する技術開発件数は

19 件で道路および導洞・管渠に関するものが多く，そ
れぞれ 40％ずつを占め，鉄道が約 20％となっている。

表─ 3　健全度低下速度抑制型補修・補強技術の分類

分　　類

①　防食工

②　はく落防止工
塗布工

繊維シート当て板工

図─ 6　健全度低下速度抑制型補修・補強技術の開発動向

図─ 7　健全度増加型補修・補強技術の LCC概念図 2）

図─ 8　健全度増加型補修・補強技術の開発動向

図─ 9　要求性能対応型改築技術の LCC概念図 2）

表─ 4　要求性能対応型改築技術の分類

分　　類
①　道路トンネル改築技術
③　鉄道トンネル改築技術
③　導洞・管渠改築技術
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トンネル改築時に最も問題となる既設トンネルの供
用性について，道路トンネルの場合では開発技術の約
90％が供用可能な改築技術であるが，導洞・管渠およ
び鉄道の改築技術に関しては現状では 30％程度しか
供用しながらの改築ができない現状となっている。

（6）分類Ⅴ　高性能・高機能型建設技術
高性能・高機能型建設技術は，劣化に対する将来的
な補修を不要とするために，トンネル建設時からトン
ネルの性能を高めておくことで長寿命化を期待する建
設技術である（図─ 10）。開発技術として，高防水工
技術，部材の高性能化（高耐久性，高強度，高耐火性）
および高耐震化技術が挙げられる。

高性能・高機能型建設技術は，表─ 5のように分
類される。

高性能・高機能型建設技術について今回の調査で得
られた 18 件の技術を整理すると，｢部材の高性能化｣
に関する「高耐久性 ･高強度 ･高耐火性」に関する項
目が全体の 83％（15 件）を占める。次いで「高耐震化」
についての技術開発が多い結果となっている。
高性能化技術として，シールドトンネルのセグメン
トに耐久性等を有する原材料を使用する，内周面を特
殊樹脂等で覆う，あるいは外周面に防水シートを布設
するなどの工法がある。また，トンネル覆工コンクリー
ト中に各種繊維材を混入する，短時間に初期強度を発
生させる吹付けコンクリート材を使用する，あるいは，

覆工コンクリートの乾燥やひび割れを防ぐために特殊
養生装置を使用する等の方法によって耐久性や強度お
よび耐火性の向上を図っている。

2．補修・補強技術の調査結果のまとめ

（1）補修・補強技術の全体的傾向
補修・補強技術別の開発状況の内訳を図─ 11に示
す。調査技術 175 件の全体的な傾向を数的比率で比較
すると，調査診断技術，分類Ⅰ健全度維持型補修・補
強技術，分類Ⅱ健全度低下速度抑制型補修・補強技術
および分類Ⅲ健全度増加型補修・補強技術の割合が大
きく，分類Ⅳ要求性能対応型改築技術および分類Ⅴ高
性能・高機能型建設技術が比較的少ない傾向にある。
これは，補修・補強技術開発の当初の目的が，まず
現況の劣化した部分の補修をどのように行うかという
問題に直面していたことによるものであると考えられ
る。とくに，これまで土木構造物建設時に社会構造の
変化に伴って要求性能が変化することへの配慮やライ
フサイクルを考えた社会資本投資を効率的に行うため
の具体的方策についての研究がなされてこなかったた
めに，要求性能対応型や初期投資型の建設技術の開発
が遅れているものと考えられる。ただし，分類Ⅳおよ
び分類Ⅴに関する技術開発は，現在，増加傾向にある。

（2）補修・補強技術の研究開発者
補修・補強技術別の開発業種比率を図─ 12に示す。
いずれの技術分類においても建設業関係の関与が高い
ことがわかるが，とくに分類Ⅰおよび分類Ⅱでは材料
メーカの比率が高くなっていること，分類Ⅳおよび分
類Ⅴで建設業関係の比率が際立って高いことがわか
る。分類Ⅰおよび分類Ⅱは構造物の表面補修などの簡
易な箇所への対症療法的な技術であり，その技術開発
費用も比較的安価で，かつ，材料の販売で開発費を回
収することができることに対して，分類Ⅳおよび分類

図─ 10　高性能・高機能型建設技術の LCC概念図 2）

分　　類
①　高防水性技術
②　高性能化技術 高耐久性

高強度
高耐火性

③　高耐震化技術

表─ 5　高性能・高機能型建設技術の分類

図─ 11　トンネルの補修・補強技術の内訳
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Ⅴ技術は，構造物の抜本的な補修・補強であるため膨
大な研究開発費が必要となる上に，開発費も非常に高
価であることが，こうした理由の 1つとして考えられ
る。
一方，機械メーカやコンサルタントあるいは発注者
独自の技術開発は比較的少ない傾向にあるので，今後
の構造物維持管理分野への積極的な対応が望まれる。

3．補修・補強用未来型建設機械のあるべき姿

（1）未来型建設機械のあるべき姿
補修・補強に関する未来型建設機械のあるべき姿と
して，現在の少子高齢化社会，国際化社会でも既存イ
ンフラの延命・再利用を効率的に行うことができる使
いやすい機械（道具）で環境と安全面が十分に配慮さ
れていることが必須であり，下記の条件を満足するこ
とが求められる。
①施工環境を考慮してトンネルを供用しながら利用者
に被害を与えることなく，高所でも安全に施工でき
る機械，または，作業の占有面積が小さい機械
②コンパクトで多機能性を持たせた機械
③工期をできる限り短縮することで利用者への影響を
最小限に抑えることができる高速施工対応型の機械
④特殊作業員を必要とせず，使い勝手のよい機械で，
とくに作業員の年齢，性別，国籍，技能等にかかわ
らず確実な操作（施工）を行うことができる機械
⑤熟練度に左右されない高精度の施工を実現できる
ICT を活用した情報化施工が適用できる機械およ
び補修・補強システム
⑥地球環境にやさしい材料を原料とする補修・補強材
料，または，CO2 の排出量が少ない機械

（2）補修時のトンネルの供用性に着目した建設機械
調査・診断技術から分類Ⅳまでの補修・補強施工機
械を，横軸にトンネルの供用性，縦軸に補修規模をとっ
て分類すると，図─ 13のように整理できる。

分類Ⅰは場合によって高所作業車を用いて施工する
技術である。比較的小規模な補修・補強工事であるの
で，トンネルの供用性は確保しやすい場合が多い。分
類Ⅱも分類Ⅰと同様に高所作業車を用いて施工する
が，規模および補修規模ともに分類Ⅰよりは大きい。
したがって，トンネルの供用性は分類Ⅰに比べて劣る。
分類Ⅲは作業床として高所作業車を用いる場合と用い
ない場合の両方があるが，いずれも補修規模が大きい
ので，トンネルを供用しながらの施工は難しく，ほと
んどが全面通行止め等の措置が必要となる。分類Ⅳは
全面通行止めにして施工を行うことを基本としている
が，トンネルプロテクタを用いる，あるいは専用の補
修機械を適用して供用性を確保する場合がある。
供用性に着目すると，今後，中程度の供用性を確保
しながら効果の大きい補修を行うことができる，ある
いは，高い供用性を確保しながら簡易な補修ができる
機械（作業床）の開発が必要になると考えられる。

 

《参考文献》
 1）  阪神高速道路公団 .：性能照査型維持管理要領（案），2002 年 6 月
 2）  ㈶道路保全センター；道路保全研究会，平成 18 年度報告書（一部加筆・
修正），2007 年

 3）  ㈳日本建設機械化協会：トンネルの補修・補強技術に関する調査研究
報告書，2007 年

図─ 12　トンネルの補修・補強技術に関する開発者の内訳

［筆者紹介］
河上　清和（かわかみ　きよかず）
五洋建設㈱
本社　土木本部土木設計部
部長

図─ 13　必要な補修・補強技術および機械の開発分野
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特集＞＞＞　道路

除雪機械技術の動向

㈳日本建設機械化協会　機械部会　除雪機械技術委員会

除雪機械の最近の動向として，ロータリ除雪車では操作の容易化（ジョイスティックレバー），安全装
置機構（湿式多板クラッチ），除雪トラックでは自動変速トランスミッション搭載車，シャッターブレー
ド，除雪トラックの多目的利用方法，除雪グレーダではバリアブルホースパワー機能，除雪ドーザではロー
ドセンシング機能を取り入れた作業機用油圧システム，HST車，凍結防止剤散布車関連では轍（わだち）
部散布，トンパック対応散布剤積込機，新方式の定置式溶液散布装置，などが開発されている。
キーワード：除雪機械，操作の容易化，安全装置，多目的利用，排ガス対応

1．はじめに

本稿では除雪機械の動向を紹介する。除雪機械技術
委員会のメンバーは，国土交通省，メーカ等により構
成され除雪機械の検討をしている。除雪機械の技術の
動向としては，温暖少雪化を受けて，多機能型除雪機
械の開発，及び除雪費の増加を抑えるためのコスト削
減の努力がなされている。ここでは，主要な除雪機械
として，ロータリ除雪車，除雪トラック，除雪グレー
ダ，除雪ドーザ及び凍結防止剤散布車について，概括
的にできるだけ最近の開発事例も含めて述べる。
分担は，次の通りである。ロータリ除雪車（鈴木隆
好（日本除雪機製作所）），除雪トラック（甲斐　賢（岩
崎工業）），　除雪グレーダ（井口慎治（コマツ）），除
雪ドーザ（久村公秀（TCM）），凍結防止剤散布車（道
上昌弘（範多機械））。

2．除雪機械の開発動向

（1）ロータリ除雪車
ロータリ除雪車は一般に総輪駆動の専用車体前部に
除雪装置が昇降可能に架装されており，ステアリング
方式は雪中での旋回性能を確保するために車体屈折式
が採用されている。走行駆動系にはHSTが使用され
除雪作業速度のキメ細かなコントロールによりエンジ
ンへの適切な負荷の制御を行っている。一方，除雪装
置はオーガとブロアから成る 2ステージ式で，有段変
速機を介して機械駆動されるのが一般的である（写真
─ 1参照）。除雪装置には除雪路面への追従を行うた

めの昇降，チルト，チップバックなどの機能に加え投
雪方向を制御するための操作としてキャップ仰角，伸
縮，旋回，ブロアケース回転などがあり，オペレータ
は車体側と除雪装置側の操作を行わなければならない
ため高度な技術と熟練が要求される。

近年はこれら操作系の簡略化による操作の容易化や
除雪装置の機械駆動系を過負荷から守るために取り付
けられる安全装置の新機構によりオペレータの作業環
境改善が図られている。
①操作の容易化
ロータリ除雪装置の操作系の数は少なくても 6系
統，オプション機能を付加したものでは 10 系統を超
えるものがある。以前のロータリ除雪車では写真─ 2

に示すように 1系統に対し 1本の操作レバーとなって
いた。
現行機種の構成は写真─ 3に示すようにオペレー

写真─ 1　ロータリ除雪車の外観
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タ用として 2本のジョイスティックレバーに集約され
ている。
本機構は中型以上のロータリ除雪車においては数年
前から採用されており，近年は小型においても採用す
る機種が出ている。
②安全装置機構
除雪装置を過負荷から防護する安全装置は一般的に
写真─ 4に示すように動力伝達部にシャーピンを用

いているが，シャーピン切断時の交換作業はオペレー
タにとって苦痛な作業となる。
写真─ 5は動力伝達部に湿式多板クラッチを用い
た安全装置を示す。僅かなスリップをコンピュータで
検出してクラッチ解放を行い過負荷から保護するもの
で，復旧作業がワンタッチで行えオペレータの負担を
軽減している。

（2）除雪トラック
除雪トラックは，ベース車両が建設機械ではなく，
貨物輸送を目的としたトラックに除雪装置を備えてい
ることが特徴で，高速除雪を目的とし高速道路や郊外
地で主に利用されている（写真─ 6参照）。7 t 級（4
× 4）の性能を向上させ，10 t 級（6 × 6）に近い除
雪能力を有する 10 t 級（4 × 4）が導入され始めてい
るが，昨年末からの自動車販売の落ち込みによる生産
機種の縮小により，生産が休止される状況となってい
る。

除雪トラックの路面整正装置（トラックグレーダ）
は，運転席後部に配置されているため，目視での操作
がしづらく，長年除雪作業の容易化に取り組んできた。
経験年数の少ないオペレータにも，容易に高精度の除
雪作業ができるように，自動変速トランスミッション

写真─ 2　1系統 1本の操作レバー

写真─ 3　ジョイスティックレバー

写真─ 4　動力伝達部のシャーピン

写真─ 5　湿式多板クラッチを用いた安全装置

写真─ 6　除雪トラックの外観
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搭載車（トラックはマニュアルシフトが一般的）や，
ブレードの操作及び，押し付け力をコンピュータ制御
するブレード自動制御装置の配備が進んでいる。
また，最近の沿道条件に伴い，スノープラウの投雪
制御装置及び，雪を出さないシャッターブレードの導
入も始められている。
さらに，除雪トラックの有効利用として，今まで除
雪専用としていた荷台に，給水，散水装置等を積載し
た多目的な除雪トラックの開発も進められている。
環境面では，一般の大型トラックと同じ排ガス対応
がなされ，従来の自然吸気V8エンジンより，超高圧
燃料噴射直 6ターボ式エンジンが主流となっており，
フィルター，化学反応等により排ガス中の黒煙（PM），
有害ガスの浄化を行っている。
次に，除雪トラックの多目的利用について述べる。
除雪トラックは，除雪作業を行う除雪専用車と，除
雪以外の作業（散水，凍結防止剤散布，ダンプ装置等）
に分けられる。
最近の少雪温暖化傾向に伴い，除雪作業の減少によ
り，除雪専用車の稼働時間の低下が問題となってきて
いる。
そこで，除雪専用車の荷台を利用し，作業装置（給
水，散水装置等）を積載し，除雪トラックを多目的に
活用しようとする技術である。
給水，散水装置等のタンクは，従来のような固形の
物ではなく，軽量で特殊な袋とすることで，作業目的
に応じた袋を搭載し，使用しないときには折り畳ん
でコンパクトに格納することが可能となる（写真─ 7

参照）。

従来，荷台装置そのものを載せ替える多目的車の技
術はあったが，載せ替える装置が大きく，保管場所及
び，載せ替えの労力が効率的ではなかった。
今回の技術では，タンクに替えて軽量で特殊な袋を
利用することにより，今まで除雪作業のみに使用され
ていた除雪専用車が，比較的短時間の簡単な作業によ
り，給水車や散水車等として利用が可能となり，道路

作業車としての効率的な運用が可能となる。
また，側溝清掃，油流出の処理にも活用が期待される。

（3）除雪グレーダ
除雪グレーダは長いホイールベース（前車軸中心か
ら後車軸中心までの距離）の中心にブレードを備えて
いることが特徴で，路面の凹凸の影響を受けにくく，
雪面を平滑にする性能に優れ，高いブレード押し付け
力により新雪除雪から圧雪処理までの幅広い道路除雪
に使用される（図─ 1参照）。

運転席はブレードの後ろに有るため，オペレータは
常に除雪作業状態を直接視認できることも特徴である。
除雪グレーダの構造的特徴を生かしながら，除雪専
用車両として除雪作業の容易化にも取り組んできてい
る。
経験年数の浅いオペレータにも容易に車両を扱える
ように，自動変速トランスミッション搭載車（グレー
ダはマニュアルシフト車が一般的であった）や，ブ
レード押し付け力をコンピュータ制御するブレード自
動制御装置搭載車，及び操作が容易なトルコントラン
スミッションを搭載しながら，力強いダイレクト（ロッ
クアップ）モードも選択できる車両を開発し配備が進
んでいる。
最新の技術動向としてはバリアブルホースパワーの
機能を搭載した車両が新たに配備されてきている。
除雪の高速化に対応した技術で，除雪処理能力の向
上によりスピーディな作業を実現している。
次にバリアブルホースパワーについて述べる。
バリアブルホースパワーは，速度段毎に適切なパ
ワーとするように，あらかじめ速度段毎に設定された
最高出力にエンジンを自動で切り替える技術である。

写真─ 7　散水装置を積載した除雪トラック

図─ 1　除雪グレーダの外観
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除雪グレーダは通常 6速～ 8速のシフト段を持って
いる。
除雪能力を高めるには速度段の細分化の他に高出力
エンジンを搭載したい。
ところがタイヤと路面の摩擦係数から決まるスリッ
プ限界より高い駆動力域（図─ 2では低速域を示す）
では高出力とするとタイヤスリップが増大して，タイ
ヤ寿命低下や車両スリップの原因となりかねない。
一方スリップ限界より低い駆動力域（図─ 2では中・
高速域を示す）では除雪負荷が大きいとエンストまた
は車両停止してしまうので高出力を与えてやりたい。
この相反する要求に対応させるため一様に高出力化
するのではなく中・高速域のみ高出力化する技術であ
る。

具体的には電子コントロールエンジンのコントロー
ラに数種のエンジン出力カーブを設定し，選択された
速度段毎に異なる馬力を与える方式とエンジンのブー
スト圧をメカニカルコントロールして出力可変とす
る方式がある。例えば，4.0 m 級除雪グレーダでは，
223 ps ～ 320 ps の範囲でエンジン出力をコントロー
ラ（コンピュータ）制御している。

（4）除雪ドーザ
除雪ドーザは，土工機械のホイールローダの仕様か
ら，除雪作業に適した仕様に変更している。
安全性の観点から補助席・散光式黄色回転灯・作業
灯などを設けている。作業上からは，バケットの代わ
りにアングリングプラウを設け，作業用途に応じてサ
イドスライド式・セフティブレード式（反転エッジ）・
サイドシャッタ式などの各種プラウも用意している
（図─ 3参照）。周囲環境からは大容量のカーヒータ・
スノーワイパブレード・熱線入りガラスなどを用意し
ており，これらによって消費電気が増えるので発電機
（オルタネータ）の容量アップも図って除雪ドーザと

して確立している。
除雪ドーザは低速作業（10 km/h 以下）が主で車体
屈折式のため小回りが効き，山間部の道路や狭隘道路，
交差点，高速道路のインターチェンジ等の除雪作業に
適しているが，作業装置の操作機会が多く運転者の疲
労軽減が重要視される。対策として荷役操作レバーの
油圧パイロット化・電気式コントロール，アクセルペ
ダルの電気コントロールなどによる各操作力の軽減な
どを図っている。
近年の傾向として，作業機用油圧システムに，油圧
ポンプを従来のギヤポンプから可変容量ポンプを使う
ことにより，エンジンへの負荷によるけん引力への影
響を少なくし燃費の軽減を図るためロードセンシング
機構を取り入れた車両もある。
動力伝達装置としては，小型の除雪ドーザに従来
のトルコン（トルクコンバータ：動油圧トランス
ミッション）車に変わり，HST（Hydro　Static　
Transmission：静圧油圧トランスミッション）車が
装備されつつある。
このHSTとトルコン車を，同じ車両の車格で比較
する（図─ 4参照）。

図─ 2　バリアブルホースパワーの概念

低速域

車速

駆
動
力

中高速域

図─ 3　除雪ドーザの外観

散光式黄色回転灯

前部作業灯（黄色）

アングリングプラウ

スノータイヤ

補助席

後部アンダミラー

図─ 4　HST車とトルコン車のけん引力比較
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HST 車は油圧力によりけん引力が決まるのでエン
ジン回転数が低くてもけん引力は大きく，トルコン車
のけん引力は，エンジン回転数に比例して大きくなる
ので低速時の作業効率は悪い。従って，除雪ドーザの
様に低速での作業ではHST車の特長が活かせるとい
える。
また，HST車はアクセルを戻すとHSTブレーキが
かかり，ブレーキペダル操作の頻度が少なく，ブレー
キの寿命が延びる利点がある。
さらにHSTおよびエンジンを電気制御することに
より作業負荷に応じたモードで最適なマッチングによ
り作業性の向上を図っている。
今後は，環境面・省エネに関しての取り組みになり，
4次排ガス規制対応・低騒音化・燃費の向上・バイオ
燃料等の採用が要求されていくと思われる。

（5）凍結防止剤散布車
凍結防止剤散布車（以下散布車という）は，ホッパ，

コンベヤ（ベルト式及びスクリュー式），シュート，
散布円盤などからなる（図─ 5参照）。
昭和 38 年頃から，それまでトラック後部あおりに
吊り下がるハンガータイプの砂散布装置であったの
が，車載式散布装置として登場した。昭和 48 年頃に
は専用車タイプが開発された。開発当初は，乾式のみ
であったが，現在は，湿式，湿潤式があり，路面への
散布剤の定着を促進することにより散布効率が向上し
ている。

積雪上に散布する事後散布には，乾式が適しており，
凍結前の事前散布には湿式，湿潤式が使用されている。
最近の暖冬少雪化で，散布車の稼働が除雪作業に占
める割合が増えている。除雪事業費の中でも散布作業
のウエイトが増えており，この費用削減が課題となっ
ている。

このため下記のようにあらゆる角度からその対策が
考えられている。
①散布量を減らす。
散布密度 30 g/m2 が普通であったが，総量規制のた

め 15 g/m2 などの散布も実施されているところもあ
る。
②適所に適量を散布する。
残留塩分濃度を測定し，散布の必要性を判断する。
路面状態を検知するセンサーにより，散布の必要性
を判断する。
③作業の高速化の試み
時速 40 ～ 60 km/h 程度の散布速度をさらに高速に
する試みもなされている。
また，散布車の耐用年数を延伸することにより，購
入費を抑える傾向がある。そのために，トラックシャー
シの防錆塗装の改良がなされている。
最近の開発事例として次のものがある。
①轍（わだち）部散布
散布剤の効率的散布のため，車道の轍部にのみ，散
布をするものである。既存の散布車の構造をそのまま
利用する。回転円盤の廻りを 2重のカバーで囲い，内
側のカバーのすき間から剤が飛び出し，散布剤が外側
のカバーに衝突して，轍部に落下するようにしたもの
である。
円盤カバーと左右の遮蔽板を運転室内で操作し，通
常散布と瞬時に切換可能な構造としている。
②散布剤積込機（搬送ホッパ付）
トンパックの散布剤を散布車に積み込むための機械
でトンパック用の搬送ホッパ（写真─ 8の左側に見
える）を備えており，搬送ホッパに投入した剤をスク
リューコンベヤで積み込む。倉庫の屋根が低くて，ク
レーンによるトンパックのつり上げ代のないところ
や，積込設備のないところで利用される。

図─5　凍結防止剤散布車（ベルトコンベヤ式，除雪装置付（スノープラウ））

スクリューコンベヤ 散布円盤
シュート

カバー

写真─ 8　散布剤積込機
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③定置式溶液散布装置
朝夕の混雑箇所や登り坂などで少量の散布剤を長時
間散布することにより，従来の定置式溶液散布装置よ
り大幅なコストダウンを図ったものがでている。
路上に施工した溝を通して散布剤溶液をしみだし，
その上を走行する車で走行方向に拡散させる。路面に
誘導溝（グルービング）を設置することで，少量の凍
結防止剤でも，短時間で効率的に路面散布ができる。
ランニングコストは，外気温，タイマーなどとの組み
合わせで，少量の散布剤で長時間散布により低コスト
になっている。
④災害用給水装置
除雪トラックの項で述べられているものと同様の機
構であるがここでは散布車のホッパに布製容器をいれ
て災害時に散布車を給水車として使用するものであ
る。
⑤溶液散布装置
除雪トラックの項に述べられている散水装置と同様
の機構であるが，NEXCOで使用されている湿式型散
布車に能力アップした溶液ポンプ及び，溶液散布制御
装置を追加し，車両後方に溶液散布バーを装備する事
により，散水及び溶液散布を可能にしたものである。
⑥塩サイロ
散布剤をトン（t）パックから 2階の開口部を通して，
散布車のホッパに積み込んでいるが，人手を要してい
る。サイロ設備を屋内に設置することにより，散布剤

購入時はバラとなり，トン（t）パックの処理費用も
なく，単価的にも安くなり経費削減となる。塩サイロ
は大量の剤をサイロに貯蔵し，自動運転により，剤を
散布車に供給することができる。積み込み作業の無人
化により安全性，積み込みの迅速化に貢献するもので
ある。
⑦下廻り洗浄機
散布車の防食のために，散布後のトラックシャーシ
の洗浄が重要である。これは，高圧水を利用してノズ
ルから噴出させ，車体の下回りを洗浄するもので，車
体の下に潜り込ませる。操作は，車体の外から，簡単
にできる。

3．おわりに

除雪機械は機能面での開発は成熟しているので，今
後，徐々に除雪機械の IT化，情報化施工の方向に進
んでいくと思われる。
また除雪機械技術委員会では，除雪機械の安全性
について欧州規格 EN13021 をベースに JIS 案を作成
し㈳日本建設機械化協会の国内標準委員会で審議後，
2009 年 2 月に経済産業省に提出している。除雪機械
の安全性は，今後も重要な課題である。
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1．街道の概要

徳川家康は，豊臣秀吉に命じられて関東を治めるこ
とになり天正18（1590）年 8月 1日江戸に入った。関ヶ
原の合戦に勝利した翌年の慶長 6（1601）年には，東
海道に伝馬制による宿駅制度を制定。征夷大将軍に就
任する 2年前のことである。
軍事目的ととらえられることが多い織田信長の交通
政策も，『信長公記』によれば，まずは「道ノ多ク曲
タル所ヲバ見計ヒ直ニツケ，石ヲ除キ，牛馬ノ蹄労
セザルヤウニシテ―」と命じ，通行する牛馬の足を
痛めないよう路面の石抜き作業などに取り組んだとさ
れる。江州勢田橋の工事についても「橋の四間，長さ
百八十間余，双方に欄干をやり，末代の為に候の間，
丈夫に懸け置くべきの旨，仰せ付けられ候。天下の御
為と申しながら往還旅人御憐憫なり」とあり，長く続
いた戦国時代で荒れきった東海，東山道の駅宿や道路，
橋梁の状況を憂いてのことだといわれる。また，通行
料目的で各所に乱立した関所を撤廃し里程を定め，道
奉行を置き，道の整備とともに街道脇に松や柳を植樹
させたことなどは，道路の美観や通行者の利便を願っ
てのことと考えられている。
交通の革新に取り組んだ織田信長，豊臣秀吉の政策

を引き継ぐこととなった徳川幕府は，五街道を軸とし
て全国的に道路を整備していった。当時は，幕藩体制
を形成し維持することが主たる目的であり，江戸を中
心とした放射的な道ではなく，相互補完的なネットワー
クを形成するものであったとされる。五街道とそれら
から伸びる付属街道は，江戸幕府が軍事的，行政的に
生命線と考えた路線網で，五街道の通る地域の多くは

幕府の直轄地か徳川譜代の藩が統治する地であった。
道中奉行による支配，今でいえば国土交通省の管轄
する五街道とその付属的な街道以外のものを脇往還
（街道）といい，その管理は各藩に任されており，幕
府の間接支配下にあった。
道路文化研究所理事長の武部健一氏によれば，近
世の街道の路線延長（距離）は，五街道で 1,500 km，
五街道を含めた幹線街道全体で 5,000 km。主な脇往
還（街道）を入れると 1 万 2,000 km。さらに地域的
な街道を網羅すれば 1 万 5,000 km。これが近世の街
道ネットワークの総延長という。明治維新で藩による
支配が一掃されて，中央集権的な国家が目指され均質
化した社会に向かう以前まで，藩という枠組みの中で
“お国ぶり”ともいうべき独自の文化が育まれ，それ
らが街道や川の道，海の道を通じて往来・交流するこ
とで多様な地域が形成されていったのである。

2．「街道ルネッサンス」の歩み

街道や町並みを見直す国の動きは，まず文化庁によ
る歴史遺産の保護の視点から始まり，1975 年の文化財

古　賀　方　子

道と人，道と地域の関係を見つめなおすとともに，街道の歴史や文化から現在を探り，道や地域のあり
方を未来に向け提言する全国街道交流会議。「街道ルネッサンス」運動のこれまでを振り返るとともにこ
れからの地域と道との期待すべき関係を考える。
キーワード： 町並み保存，歴史の道，歴史国道，宿駅制度 400 年，歴史・未来・みちルネッサンス，

日蘭交流 400 年，参加と連携，全国大会，街道交流首長会

街道ルネッサンス運動と
全国街道交流会議

近世の街道概要図
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保護法の改正と「重要伝統的建造物群保存地区制度」，
1978 年の「歴史街道の調査事業」，1996 年の「歴史街
道活用事業」，「歴史の道100選」の選定へと続いていく。
さらに，2003 年には景観法が施行されるのに伴い，

棚田や里山，道や広場など人々の暮らしや風土に深く
結びついた地域特有の景観の重要性が見直され，「重
要文化的景観」に選定，文化財として総合的に保護す
ることとなった。
道路行政の側でも道路に対する国民ニーズの変化，
道と地域・人の関係の希薄化，あるいはバブル経済崩
壊後の世相，価値観の変化などを背景にしながら，90
年代初めの「東海道宿駅制度 400 年」（2001 年）を契
機に，街道に対する国民的な関心が一挙に高まって
いった。街道の見直し運動は「歴史・文化を活かした
まちづくり」として市民権を得，地域おこし運動の波
となって各地に様々な団体が立ち上がっていった。
地域住民や自治体の動きを受けて，「東海道ルネッ
サンス」を旗印に東海道筋で街道を活かした地域づく
りに取り組む人々の交流と連携を目的に，旧東海道の
資源調査や復元整備の取組みが始まった。やがて東海
道の動きは，国の後押しを受けて「歴史・未来・みち
ルネッサンス」として全国に拡大。一方で，1995 年
に国として特に重要な歴史的，文化的な価値を有する
道路の保存，整備，復元，活用を図ることを目的に「歴
史国道」事業がスタート。羽州街道楢下宿，中山道追
分宿等，全国の 12 箇所が「歴史国道」と認定された。

3．街道による交流と連携の意義と課題

平成 10（1998）年に閣議決定された「21 世紀の国
土のグランドデザイン」（五全総）は，長期構想とし
て「一極一軸型から多軸型国土構造」を掲げて，「参
加と連携」がうたわれ，流域や街道を活かした地域連
携支援事業などを打ち出した。
平成 20（2008）年 7 月，閣議決定された国土形成
計画（全国計画）においては，「成熟した国土の厚み」

という新しい国土像をもとに，文化・伝統や個性ある
景観など美しい国土の再構築と広域ブロックの交流・
連携などを戦略の柱に掲げている。ますます，街道を
介した交流と連携の重要性が増してきているように思
われる。さらには，地方が置かれた厳しい現況を打開
するためには，従来の圏域意識をとり払う必要がある
ということかもしれない。
しかし，これまでも地域の交流連携の重要性が言わ
れながら，様々な壁（自然の壁，制度の壁，思いの壁，
利害の壁）に阻まれ，必ずしも期待通りの成果が上がっ
たとはいえない。一本の道路や橋が自然の壁を乗り越
えるのに役立ち，市町村合併に制度の壁を取り払う一
定の効果があることは間違いないが，往来に育まれた
地域の歴史や風土に根ざした新たな圏域づくりに取り
組まない限り，個々の歴史や文化の違いからくる思い
や考え方の壁，さらに現実的な利害の壁を乗り越える
ことは難しく，ひいては「地域の自立」に結びついて
いかないのではとの危惧がある。

4． 「全国街道交流会議」の発足と「街道交流
首長会」

街道・宿駅制度 400 年にさきだつ 2000 年，長崎県
ではオランダとの交流 400 周年を記念して「日蘭交流
400年」記念事業が一年にわたり全県でくり広げられた。
2001 年 3 月，周年行事の最終日に行われたシンポ
ジウム「全国街道交流会議」には，関西財界が進める「歴
史街道推進協議会」や四国経済連合会が取り組む「歴
史・文化道推進協議会」など街道による広域連携を推
進する全国の団体が参加。さらなる交流の推進と継続，
街道のネットワーク化の重要性が指摘され，シンポジ
ウム名であった「全国街道交流会議」を団体名とした
街道の全国組織が準備期間を経て 2002 年に発足した。
以降，街道ネットワークの象徴的事業としての全国
大会の開催，参加団体の依頼を受けてのシンポジウム
の企画，街道資源調査などさまざまな活動に取り組ん

中山道「妻籠宿」「馬籠宿」
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でいる。
「地域の自立」とは，未来へのデザインを地域自ら
が描いていくということに他ならない。官民の適切な
役割分担のもと，街道とそれによって形成された地域
文化を見直し，新しい交通との連携も図りながら活か
していくことが，強い地方をつくる広域連携の一助と
なり，「地域の自立」を具体的なものにする方策のひ
とつでもある。その意味において，地方自治体の首長
の担う役割は大きい。
こうしたことから，全国街道交流会議第 5回全国大
会「飛騨高山大会」の総括として全国に向け「街道交
流首長会」の参加呼びかけを行い，現在 72 名・72 自
治体が参加している。
また，2008 年 8 月に富山県高岡市で開催した第 6
回全国大会「高岡大会」では，「東海北陸圏には，“日
本を象徴”するような豊かな自然，風土，暮らしがあ
る。「飛騨高山大会」で議論された『まちの風格，み
ちの品格』は，さらに『国土の品格』のなかで議論さ
れる必要があり，国土形成計画が掲げる『成熟した国
土の厚み』とも深く関係する。この東海北陸圏は，『国
土の品格』あるいは『国土の厚み』を地域自らが考え，
提案し，具体化していく典型であるといえる。この地
域が持つ可能性を共に追求し，諸課題を協力して解決
していくため」として，東海北陸圏の首長らによる「街
道交流首長会『東海北陸部会』」の発足が宣言された。
“平成の大街道”である東海北陸自動車道が全通し，
道路ネットワークの徹底活用が議論されはじめると同
時に，域内の自治体間で，観光や防災，産業分野など
様々な連携が図られつつある。さらには，金沢市の呼
びかけによる加賀藩文化圏の見直しや高山市を中心と
した古代官道「飛騨の匠街道（東山道飛騨支路）」の
掘り起こしなど，ネットワークの広域化が進む中，地
域のアイデンティティを探るような動きがますます活
発化してきている。
この 11 月 13 日，14 日の両日で 7 回目となる全国

大会が「鳥取大会」として開催される。実行委員会に
は，鳥取市，鳥取県を中心に西海道圏域，旧山陰道沿
線，そして新たな街道である鳥取自動車道沿線をエリ
アとする経済界や地域づくり団体，県，市町村，地方
整備局などが参加している。
「鳥取大会」は鳥取自動車道開通記念と銘打たれて
いるが，この新しい街道である鳥取自動車道は無料の
高速道路としては全国一の長さとなる。また鳥取自動
車道と並行するように，旧因幡街道や古代山陰道が通
じており，街道時代の面影を今に伝える史跡や景観も
各所に残されている。さらに，宿場町の町並みなどの
街道資源を活用した沿線のまちづくりも盛んな地域で
ある。その一方で，鳥取自動車道が構造的に高架が続
く自動車道路であるところから，現状では通行する側
と沿道地域との交流はほとんど見込めない。
『街道と地域再生』をテーマとした「鳥取大会」で
は，東海北陸自動車道の活用を議論した「飛騨高山大
会」「高岡大会」から引き継いだ『街道から高速道路
までの一体的活用』や『道路の交流街道化』などの具
体的方策が議論され，道の活用による地域の自立が提
言される予定である。
 

［筆者紹介］
古賀　方子（こが　まさこ）
特定非営利活動法人　全国街道交流会議
専務理事

「街道交流首長会」発足宣言（於：高山市） 第 5回全国大会「飛騨高山大会」

第 6回全国大会「高岡大会」



64 建設の施工企画　’09. 11

日本最古のアスファルト舗装道路
斉　藤　　　徹

「日本最古」，「アスファルト舗装」，「道路」をキーワー
ドとしてインターネット検索を行うと，「グラバー園
内の日本最古のアスファルト道路」と「聖徳記念絵画
館前通りの日本最古級アスファルト舗装道路」がヒッ
トします。
筆者は，26 年前に長崎へ工事応援のため出張した
おり，休日に市内観光をして，グラバー園で「日本最
古のアスファルト道路」を見ました。グラバー住宅の
すぐ下の坂道で，幅 1.2 メートル，長さ 30 メートル
ほどの小道でした。アスファルト舗装の寿命は一般的
に 10 年～ 20 年程度と言われており，100 年以上前に
造られたアスファルト舗装を見て，感動したことを今
でも覚えています。
この“ずいそう”を執筆するため調べたところ，「グ
ラバー園内の日本最古のアスファルト道路」は健在で
した。また，この舗装については，長崎県舗装協会の
池田久昭技術委員の調査報告がありました。その報告
は，「文久 3年（1863 年）ごろグラバー邸建築と並行
して散歩道として造られたようだ。路面は玉砂利を 5
センチくらい敷きならし，その上に 3～ 4 層（1層は
約 7ミリ）に分け，表面上は川砂を用いて施工してい
るようだ。石炭から発生するコールタールを用いて造
られているように思う。」というものです。
アスファルトとコールタールは原料・成分が異なり，
コールタールが使われているとすれば，残念ながらグ
ラバー園の舗装は，アスファルト舗装ではないことに
なります。
それでは，現存して，明確な記録がある日本最古の
アスファルト道路はというと，明治神宮外苑にある「聖
徳記念絵画館前通りの日本最古級アスファルト舗装道
路」です。
この聖徳記念絵画館前通りは，平成 16 年度の土木
学会選奨土木遺産に認定されています。選定理由は，
「東京を代表する道路景観であり，ワービット工法を
利用したわが国最古級の車道用アスファルト舗装であ
る。」となっています。

土木学会選奨土木遺産認定制度は，土木遺産の顕彰
を通じて歴史的土木構造物の保存に資することを目的
として，平成 12 年に設立されました。この土木遺産
の認定により，1）社会へのアピール，2）土木技術者
へのアピール，3）まちづくりへの活用，4）失われる
おそれのある土木遺産の救済，などが促されることが
期待されています。
さて，話を「聖徳記念絵画館前通りのアスファルト
舗装道路」に戻します。
この道路に採用されたワービット舗装は，正式には
ワーレナイト・ビチュリシック舗装といい，アメリカ
のワーレンブラザース社が 1900 年頃に特許を取得し
た工法で，粗粒・細粒の 2種類のアスファルト混合物
を用いて，粗粒度混合物を主体とし，その上に細粒度
混合物を薄く被覆して，同時に締め固めることを特徴
としています。現在，2層式排水性舗装等に用いられ
ている 2層同時舗設工法の元祖的工法と言えます。
わが国では，日本石油㈱（現，新日本石油㈱）が大
正13年（1924年）にワービット舗装の施工権を取得し，
わが国初の本格的なアスファルト舗装工事である明治
神宮外苑道路工事に採用されました。
明治神宮外苑道路は大正 15 年（1926 年）に完成し，
総施工面積 59,096 m2 の内，約 3,000 m2 が「聖徳記念
絵画館前通りのアスファルト舗装道路」として現存し
ています。
その舗装構造は，厚さ 15 cmのセメントコンクリー
ト基層の上に 5 cmのワービット舗装です。施工には
マルチフート型十四切セメントコンクリートペーバ，
アスファルトプラント，ダンプトラック，マカダムロー
ラなどが用いられ，当時最新の機械化施工で造られま
した。
完成から 80年以上経ったこの舗装は，さすがに四方
八方にクラックが入っています。しかし，その舗装の
上に立つと，まだ十分供用に耐える堅固さを感じると
ともに，先輩技術者の仕事への畏敬の念に駆られます。

─さいとう　とおる　㈱NIPPO　技術開発課長─
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居合との出会い
小　松　修　夫

居合を始めたのはまさに“40の手習い”でした。きっ
かけは転勤先の先輩が居合をしているとの事。実は私
も高校では剣道部「剣道は続けていないと出来ないけ
れど，激しくなさそうな居合ならば興味はあります
ねぇー」と。模造刀を手に同好の士となり，振り返れ
ば 20 数年が過ぎました。

居合道の極致とするところは，「修練により常に鞘
さや

の中に勝を含み，抜かずして相手を制する」ことです。
我が流派では，座した相手に真横に抜き付け，刀を返
して真上から切り下ろす“十文字の居合”を基本に学
んでいます。

居合の技
わざ

は，その場での環境に合わせて運刀するよ
うにできています。例えば，狭い廊下では刀を振り回
すことは無理なので真上からの切りや突きで対処する
技や，天井が低い場合，襖の両側に潜んでいる場合，
前後左右を囲まれた場合等いろいろな想定での技を習
得します。

流派は，我が無
む

双
そう

直
じき

伝
でん

英
えい

信
しん

流
りゅう

や最も愛好家の多い夢
む

想
そう

神
しん

伝
でん

流
りゅう

が双璧で，田宮流，伯
ほう

耆
き

流，新
しん

陰
かげ

流等々全国
各地に伝わるたくさんの流派があります。
「土佐のお留め流」といわれる無双直伝英信流は，
明治の終頃までは門外不出（県外不出）として発展し
てきたもので，高知人の私もなにかの縁を感じます。

大会は全国各地で開催され，試合方法は剣道と同じ
く二人が対戦します。本物の刀を抜きますので相対する
わけにはいきません。三人の審判の前で5本の技を抜き，
気合・刃筋・技の正確さ・気品等で勝敗が決まります。

昇段は，初段に始まり五段までは各県での審査で，
六段以上は全国審査となります。六～七段審査は合格
率 10％に満たないことが多い難関です。

刀は入門時は模造刀ですが，三～四段位になると真
剣が欲しくなります。六段審査では真剣が義務づけら
れていることもあり，五段では全員が本物の刀で緊張
感のある練習をこなしています。気を抜く等している
と回りも危ないですが，何より我が身を切ってしまい
ます。殆どの方が大なり小なり経験済みです。かく云
う私も，鞘離れ（抜き放つ瞬間）で数回ソヨリと切っ
た感触を味わいました。

居合は剣道の“動”に比べ，“静”といえますが静
の中に動あり。気を集中しての抜き付け・切り下ろし・
残心と，常に相手を圧しての気合いと集中力が必要と
なります。冬でもジットリ，夏ならボタボタの汗が出
ます。快い心身の疲労は練習後の一杯を格別な美味し
さにしてくれます。

生涯学習としての居合の良さは，相手が居なくても
出来る武道なのでマイペースで出来る事です。例えば，
道場で若い方と一緒に練習しても自分の体力に合わせ
疲れたら小休止。でも，見取り稽古は出来ています。
家でもひとりで練習できます。健康とボケ防止にも役
立つとも思え，今更ながら生涯付き合える良いものに
めぐり会えたと喜んでいます。
団塊世代の皆さん，60 の手習いをしてみませんか。

─こまつ　しゅうお　東洋建設㈱　四国支店　技術担当部長─
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1．審査対象技術

ワイヤロープ常時遠隔診断技術「SEMSOR®」（以下，

SEMSORという）は，クレーン等に使用されるワイヤロープ

（巻き上げロープ等の動索）の状態を稼動中常時観測 1）を行い，

送信された観測データから，素線断線の有無，断線数の増加を

診断し，その結果をワイヤロープ管理者に提供するものである。

システム構成は，クレーン等の機側に漏洩磁束法断線検出器

（ワイヤロープテスタ）およびロータリエンコーダ 2）の観測機

器と，これらデータを取り込みインターネット回線等を利用し

て送信する制御装置並びに，監視センター側には受信データを

処理し，解析・診断を行う専用パーソナルコンピュータからな

る。

※ 1） 常時観測：設備が非稼働の時はデータ送信を行わない

※ 2） ロータリエンコーダ：ワイヤロープの速度計測装置で，

あわせて設備の稼働・非稼働を判別する

2．開発の趣旨

ワイヤロープは各種クレーンを始め，エレベータ，ゴンドラ

リフト等，産業の幅広い分野で使用されており，産業用荷役分

野では，非常に重要な役割を果たしている。

一方，その使用方法や管理・保全方法を間違えると最悪の場

合にはワイヤロープの破断という大事故につながり重大な損失

が発生する。昨今，国内外で発生している事故は設備保全の重

要さを改めて示唆しているものと考えられる。

ワイヤロープは法令（クレーン等安全規則など）により日常

および定期検査が行われており，又，ロープ取扱いや保守等に

関し日本工業規格（JIS B 8836 等）に定められている所であり，

ワイヤロープの健全性を維持するために大変な労力を必要とし

ている。

ロープ破断事故は製造メーカとしても看過出来ない事であ

り，ワイヤロープの損傷の程度を自動的に測定し，ユーザーへ

伝える事が当面の課題となっていた。

そこでワイヤロープのメンテナンスツールである漏洩磁束法

を用いたワイヤロープ断線検出装置（ワイヤロープテスタ）を

常設し，インターネット等の通信回線を利用しセンターでワイ

ヤロープの損傷状況がリアルタイムで確認でき，断線の発生お

よびその進行状況を確認して，ユーザーがワイヤロープ交換を

判断するための情報を提供する技術として SEMSORを開発し

たものである。

3．開発の目標

SEMSOR は，ワイヤロープの遠隔監視と情報提供を実現す

ることを目的として下記項目を開発目標とする。

① ロープ構成によらず内部，外部の断線を検知し，断線の多寡，

分布に応じた断線信号を得ることを可能とすること。

② ロープ速度は10～200 m/min程度まで適用可能とすること。

③常時遠隔監視を可能とすること。

④ 断線発生箇所について経時的な変化を連続的に追跡監視し，

ワイヤロープ交換時期の判断をするための情報を提供できる

こと。

4．審査証明の方法

各々の開発目標に対して，表─ 1に示す性能試験，施工実

績資料，現物立会いでの確認方法に基づいて審査を行うことと

した。

審査証明依頼者：東京製綱株式会社
技 術 の 名 称： ワイヤロープ常時遠隔診断技術

（SEMSOR®）

■ 建設機械化技術・建設技術審査証明報告 ■

上記の技術について，㈳日本建設機械化協会建設技術審査証明事業（建設機械化技術）実施要領に基づき審査を行
い，建設技術審査証明書を発行した。以下は，同証明書に付属する建設技術審査証明報告書の概要である。

図─ 1　システム概要

SEMSOR（Sales & Excellent Maintenance System Of Ropes）
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5．審査証明の前提

① 審査の対象とする技術は，所定の適用条件のもとで，ロープ

径に合った規定の検出器を用いて運用されるものとする。

② 審査の対象とする技術は，監視対象とするワイヤロープに対

して校正を行い，適正な管理のもとで運用されるものとする。

6．審査証明の範囲

審査証明は，依頼者より提出された開発の趣旨・開発目標に

対して設定した審査証明の方法により確認した範囲とする。

7．審査証明の結果

上記の開発の趣旨・開発目標に照らし審査した結果は，以下

のとおりであった。

① ロープ構成によらず内部，外部の断線を検知し，断線の多寡，

分布に応じた断線信号を得ることが確認された。

② ロープ速度が 10 ～ 200 m/min 程度まで適用可能であること

が確認された。

③ 常時遠隔監視が可能であることが確認された。

④ 遠隔監視システムより得られたデータをもとに経時的な変化

を把握し，ワイヤロープの交換時期を判断するための情報の

提供が可能であることが確認された。

8．留意事項および付言

① 本技術の導入にあたっては，適用するワイヤロープの種類・

稼動条件ごとに校正が必要である。

② 本技術導入直後のワイヤロープ監視については，取得データ

の波形・波数・電圧値と現物ロープの目視確認を併用し，慎

重に状況を把握する必要がある。さらに，データベース構築

を行い，二代目以降の監視に有効性を持たせることに留意す

る。

③ 本技術で提供される情報はロープ断線に関するものであり，

ロープ廃棄に関する型崩れ，芯の劣化，弾性の減少，磨耗等

については，法令を遵守して定期自主検査を行うべきもので

あることに留意する。

④ 本技術を導入後も，稼動中のワイヤロープ監視はロープテス

タ通過部分のみであり，全長を監視する場合は稼動を停止し

てロープテスタを通過させなければ監視できないことに留意

する。

表─ 1　開発目標達成の確認方法

開　発　目　標 確　認　方　法
1． ロープ構成によらず内部，
外部の断線を検知し，断
線の多寡，分布に応じた
断線信号を得ることを可
能とすること。

断線位置や断線数等を変えた
模擬断線ロープを使用した断
線検出試験を行い，断線位置
の特定や，断線形態に対応し
た信号が得られることを確認
する。

2． ロ ー プ 速 度 は 10 ～
200 m/min 程度まで適用
可能とすること。

上記 1と同様の断線検出試験
を行い確認する。
遠隔監視を行っている実績
データから確認する。

3． 常時遠隔監視を可能とす
ること。

常時遠隔監視を行った実績を
用い確認する。
実地の監視作業を視察して確
認する。

4． 断線発生箇所について経
時的な変化を連続的に追
跡監視し，ワイヤロープ交
換時期の判断をするため
の情報を提供できること。

常時遠隔監視を行った実績及
び監視終了後の使用後ワイヤ
ロープ調査データを用い確認
する。
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アスファルトフィニッシャの変遷（その 5）

第 5章　 スクリードの自動制御の変遷（舗装精度の
向上）

バーバーグリーン（米）が昭和 8年（1933 年）に
開発したフローティングスクリードは，それ自身で平
坦な舗装面を作る構造になっているが，その作用には
限界がありアスファルト合材の性状や路盤の表面の不
陸状態によってはスクリードユニットのシックネスハ
ンドルを回して舗装厚を調整する事が必要である。
ただし，このシックネスハンドル操作は熟練した経
験が必要で，舗設速度，舗装厚やアスファルト合材の
性状などに適した操作をしないと逆に舗装面に不陸を
作る原因となる。そこで，昭和 33 年（1958 年）にバー
バーグリーン（米）はハネウエル（米）と共同でこれ
までの人力によるシックネスハンドル操作に代わる自
動スクリードコントローラ（写真 5─ 1）を開発し，
舗装精度が向上した。以下に自動制御の歴史を振り返
ることにする。

（1）フローティングスクリード機構の説明
アスファルトフィニッシャが牽引するフローティン
グスクリード（浮動スクリード）は，スクリードの重
量（W）とスクリードが牽引される時に発生する合材
の反力（F）とが釣り合った時スクリードは一定の高
さに保たれる。

この時，スクリードは合材の流れに対してあるア
タック角（作業角）をなし，合材の性状やスクリード
を牽引する速度（舗装速度）が一定の状態であればこ
のアタック角も一定の状態を保とうとする。この特性
を平衡特性といい，舗装厚の調整はこの特性を利用し
て行うものである（図 5─ 1）。

これに対し，グースアスファルトフィニッシャで使
用されている固定スクリードで平坦な舗装面を得よう
とする場合は事前に高さ基準ガイドを設置し，この
上に固定スクリード機構を走行させる事になる（図 5

─ 2）。

（2）自動コントローラ機構の原理
アスファルトフィニッシャ本体に取付けたピボット
シリンダを自動スクリードコントローラの出力信号で
作動させ，レベリングアーム先端のピボットを上下さ

機械部会　路盤・舗装機械技術委員会　舗装機械変遷分科会

写真 5─ 1　ハネウエル（米）コントローラ

図 5─ 1　フローティングスクリード機構

図 5─ 2　固定スクリード機構
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せる事でアタック角を加減し自動的に舗装厚調整を行
うもので，今日のスクリード自動制御の基本となって
いる（図 5─ 3）。

自動スクリードコントローラにはグレードコント
ローラとスロープコントローラがあり，縦断方向の舗
装厚制御はグレードコントローラで行う。路盤，構造
物や丁張り線等を基準としてグレードコントローラを
取り付けた位置の高さを常に一定に保つ様制御する。
一方，横断方向の勾配制御はトランスバースビーム
に取り付けたスロープコントローラで，スクリードを
設定勾配に保つ様自動的に制御する（図 5─ 4）。
現場の条件によっては，アスファルトフィニッシャ
両側にグレードコントローラを装備し，左右それぞれ
の舗装厚を制御することも出来る。

（3）自動スクリードコントローラの種類
（a）接触式コントローラ
ハネウエル（米）の自動スクリードコントローラを
装備したバーバーグリーン（米）SA40 アスファルト
フィニッシャ 1号機は昭和 38 年（1963 年）に輸入さ
れた。
しかし，当時のトランジスタ等の電気部品は温度の
影響を受け易く，特に真夏の舗装工事では誤作動する
トラブルが多発した。
そこで昭和 39 年（1964 年）グラッドライン（米）

は温度影響のない接点とリレーを使用した簡単な電気
式スクリードコントローラ（写真 5─ 2）を開発した。
このコントローラは昭和 42 年（1967 年）日本ゼム

㈱により国内に紹介された。

さらに，グラッドライン（米）は昭和 46 年（1971 年） 
に電子式G106 型グレードコントローラ（写真 5─ 3），
S206 型スロープコントローラ（写真 5─ 4）を開発
し，このコントローラにはシリンダがハンチングしな
い様，パルス信号で電磁弁を作動するディザー回路（間
欠信号）方式が初めて採用された。
当時，国内でもスクリードコントローラが開発され
た。東京工機㈱のアスファルトフィニッシャには㈱北
辰電機製作所（昭和 58 年㈱横河電機製作所と合併）
が開発したスクリードコントローラが使用された。又，
住友重機械工業㈱のアスファルトフィニッシャには油
圧シリンダの代わりに直流モータ（写真 5─ 5）でレ
ベリングアームを作動させる㈱東京計器（平成 2年よ
り㈱トキメック，平成 8年より㈱トキメック自動建機，
平成 20 年より東京計器コンストラクションシステム
㈱）のコマンドパネル式の国産コントローラ（写真 5

─ 6）が使用された。

図 5─ 3　舗装厚調整の作動原理

図 5─ 4　トランスバースビームへのスロープコントローラ取り付け図

写真 5─ 2　グラッドライン（米）電気式コントローラ

写真 5─ 3　グラッドライン（米）　G106 型グレードコントローラ
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直流モータによるレベリングアームの作動は油圧シ
リンダによる方式と比べレベリングアームの動きが滑
らかとの評価だったが，装置が複雑で高価になった事
や，レスポンスの良い安価な油圧機器が開発された事
で，アスファルトフィニッシャには油圧シリンダによ
る制御方法が現在まで採用されている。

昭和 51 年（1976 年），グラッドライン（米）は，
変位の大きい時はON出力のパルス幅が自動的に長く
なりシリンダを早く作動し，変位の小さいニュートラ
ル付近ではパルス幅が短くなりシリンダをゆっくり制
御する PWM回路（パルスワイドモジュレーション）
を使用したG176 型グレードコントローラ，S276 型ス
ロープコントローラ（写真 5─ 7）を開発した。

このコントローラはその後何度か改良され現在もこ
の型式は使用されている。

昭和 52 年（1977 年）に発売された最大施工幅員
9.0 m の三菱重工業㈱の大型アスファルトフィニッ
シャMF90 には，バーバーグリーン SB170，SA190
と同様に電磁比例切換弁が採用され仕上がり精度が向
上した。電磁比例切換弁は，現在は一般に使用されて
いるON-OFF 電圧で制御する電磁弁と異なり，自動
スクリードコントローラの出力電流の電流値に比例し
て無段階に制御する電磁弁である。

（b）非接触式コントローラ
昭和 57 年頃にはレーザ発光器を使用した自動制御
が普及した。レーザ発光器から基準となる面のレーザ
を回転ヘッドから発光し，アスファルトフィニッシャ
に取り付けた受光器でこのレーザ基準面を検知しなが
らコントロールする装置である。しかし，レーザは直
線で発光する為カーブが多い道路や勾配変化が多い道
路では発光器の設置変更や勾配調整などが必要なこと
から，勾配変化が無い滑走路や駐車場などで使用され
た。特にセンサロープなどの基準線が張りにくい円型
の石油備蓄基地の基礎舗装に有効だった。

昭和 62 年（1987 年），アグテック（米）はラスベ
ガスで開催された建設機械展で初めて超音波センサを
使用したモータグレーダ用ブレード ･コントロールシ
ステムを発表した。
これ以降，各社がアスファルトフィニッシャ用に超
音波センサを使用したグレードコントローラを開発し
た。

平成 4 年（1992 年）には㈱トキメックがAGTEK
システム 4（写真 5─ 8）を発売，スペクトラフィジッ
クス（米）はスクリードプロ（写真 5─ 9）を発売した。
また，モバ（独）は G176 型コントローラと超音波

写真 5─ 5　レベリング用直流モータ

写真 5─ 6　㈱東京計器製コマンドパネル

写真 5─ 7　 グラッドライン（米）　G176 型（左），S276 型（右）コン
トローラ

写真 5─ 4　グラッドライン（米）　S206 型スロープコントローラ
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センサを組み合わせたコンビグレードを発表した。
これらの超音波センサは操作性の良さが評価され
た。

この年，これまでのスクリードコントローラとは異
なる，エンジニアリングシステム（豪）のペーブセッ
ト（図 5─ 5）が住友商事㈱によって紹介された。

スクリードコントローラを使用して平坦な舗装をし
ても，下層路盤に大きな不陸があればローラ転圧後，
仕上がり面の平坦性が損なわれる。舗装前に計測した
任意の測点及び地盤高さとその計画高さの差をコン
ピュータに入力すると，転圧減（余盛分）を考慮しな
がらトーポイントを調整することにより転圧後に計画
高さの仕上がりになる丁張り不要のスクリードコント
ローラである。

平成 6年（1994 年），モバ（独）は 5個の超音波セ
ンサで路盤高さを平均制御するソニックスキーグレー
ド（写真 5─ 10）センサを開発した。

平成 12 年頃より，複数の超音波センサで平均制御
する従来のロングスキーと同じ機能のシステムが各社
で開発された。

平成 13 年（2001 年） に，㈱トプコンはソニックア
ベレージングシステム（SAS）を発売した（写真 5─
11）。
アスファルトフィニッシャ側面に 4台の超音波セン
サを取り付けたロングビームを抱え，それぞれのセン
サが計測した基準面までの距離を平均制御する非接触
式のスクリードコントローラである。

平成 16 年（2004 年）に，モバ（独）は 3台のソニッ
クスキーを使用するビッグスキー（写真 5─ 12），㈱
トキメック自動建機は 4 台のセンサを使用する Hi-
Grade マルチソニック（写真 5─ 13）を発売した。
平成 15 年（2003 年）には，ロードウエアー（蘭）
RSS（ロードスキャニングシステム）が国内で紹介さ
れた。
レベリングアームに取り付けられたマスト上（地上
2～ 3 m）からレーザパルスを前後に扇状にスキャン
させ，計測対象路盤からの反射データをコンピュータ
で処理し制御するコントローラである。

写真 5─ 8　 ㈱トキメック　AGTEKシステム 4

写真 5─ 9　スペクトラフィジックス（米） スクリードプロ

図 5─ 5　ペーブセットの原理

写真 5─ 10　モバ（独）　ソニックスキーグレード

写真 5─ 11　㈱トプコン　ソニックアベレージングシステム
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又，平成 19 年（2007 年）に㈱トキメック自動建機
は同様にレーザスキャンセンサを使用したHi-Grade 
レーザスキャナ（図 5─ 6）を販売した。
レーザスキャンセンサは日本語表示のコントロール
ボックスに接続。又，スクリードや作業員等大きな障
害物は計算から予め除外し，レーザスキャンセンサで
計測した路面形状を平均処理し制御するコントローラ
システムである。

（4）制御の 3D化
平成 12 年頃から情報化（ICT）施工に向けた開発
が行われ新商品が紹介された。
㈱トプコン，㈱ライカジオシステムズは相次いで
3D-MC（3 次元 - マシンコントロール・システム）を
発表。
本システムは，自動追尾トータルステーション（基
地局）がアスファルトフィニッシャのスクリード部に

取り付けたプリズムを追尾し，プリズムからの反射光
の位置，角度によりアスファルトフィニッシャの位置
（座標）を算出し，あらかじめコンピュータに入力さ
れている計画値と照らし合わせて制御する三次元重機
制御システムである。

平成 16 年（2004 年），㈱トプコンはドイツで開催
された建設機械展に GPS 機能にレーザ技術機能を付
加した新しいシステムmmGPS（ミリメータジーピー
エス）（図 5─ 7）を展示した。
本システムは，三次元設計データを元に GPS を利
用した測位情報とゾーンレーザ技術（10 m幅の検知
領域を有するレーザ技術を使用）を組み合わせ，ミリ
単位で自動制御するシステムである。
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世紀東急工業㈱
大成ロテック㈱
東亜道路工業㈱
日本道路㈱
㈱NIPPO
福田道路㈱
前田道路㈱
ヴィルトゲンジャパン㈱
キャタピラージャパン㈱
住友建機㈱
酒井重工業㈱
日本ゼム㈱
範多機械㈱
東京計器コンストラクションシステム㈱
㈱トプコン

写真 5─ 13　㈱トキメック自動建機　Hi-Grade マルチソニック

図 5─ 6　㈱トキメック自動建機　 Hi-Grade レーザスキャナ

図 5─ 7　㈱トプコン　mmGPS

写真 5─ 12　モバ（独）　ビッグスキー
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新工法紹介　機関誌編集委員会

01-12
土砂型枠新工法

ガイド線表示システム フジタ

▶概　　　要

雲仙普賢岳等の災害復旧工事において，砂防堰堤工や床固工

のコンクリート構造物構築工事として RCC工法が採用される

ことが多い。この RCC工法を無人化施工で行うためには土砂

型枠工法が必須となる。この土砂型枠設置の施工効率向上を目

的として，ソフト的なアプローチとしてのガイド線表示システ

ムとハード的なアプローチのフォーミング・ブレード工法を開

発した。ここでは，前者のガイド線表示システムについて説明

する。

▶従来工法の課題

従来法では無人測量機により，土砂型枠施工位置を多数マー

キングするため時間が掛かり，さらにモニター上にマーキング

ポイントをトレースした施工線は，カメラの操作（パン，チル

ト，ズーム）毎にずれるため引き直す手間が掛かった。

そこで，マーキング数を減らせて，さらにカメラ操作後も施

工線を自動描画するガイド線表示システムを開発した。

▶ガイド線表示システム

このシステムは，はじめにカメラ画像を全体画像，4分割画

像，9分割画像を撮影し，それぞれの画像の特徴点を抽出して

データベースに登録する。マーキングポイントを選択して土砂

型枠を設置すべく施工線表示させれば，カメラ操作後もリアル

タイム画像の特徴点とデータベースの特徴点と比較することで

位置関係が算出され，ずれた施工線を自動的に再描画するもの

である。

画像のイメージマッチング処理により，カメラの上下，左右

の角度情報とレンズのズーム焦点距離情報を一切利用せずに実

現している。

このシステムにより，マーキングポイントの間隔を 3倍にす

ることで，ポイント数が 1/3 になりマーキング作業時間が減少

し，カメラ操作後の再トレース時間も無くなった。土砂型枠作

業時間が短縮され，作業効率としては 17%向上した。

なお当システムは，有限会社フウズラボと共同開発した。

▶問 合 せ 先

㈱フジタ　広報部

〒 151-8570　東京都渋谷区千駄ヶ谷 4-25-2

TEL：03（3402）1911（代表）

①土砂型枠施工 ②RCC工法　コンクリート打設

④堤体完成 ③削りだし整形

大型ブレーカ

土砂型枠
（現地発生土）

堤　体
（RCC工法）

土砂型枠RCC工法

RCC（Roller Compacted Concrete）工法と土砂型枠

RCC敷均し状況土砂型枠整形状況

マーキング状況無人測量機

従来方法遠隔操作状況

従来方法モニター画面

画像データベース登録画面 イメージマッチングポイント

遠隔操作状況 ガイド線表示システム画面
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新工法紹介　機関誌編集委員会

01-13
土砂型枠新工法

フォーミング・ブレード工法 フジタ

▶ 概　　　要

雲仙普賢岳等の災害復旧工事において，砂防堰堤工や床固工

のコンクリート構造物構築工事として RCC工法が採用される

ことが多い。この RCC工法を無人化施工で行うためには土砂

型枠工法が必須となる。この土砂型枠設置の施工効率向上を目

的として，ソフト的なアプローチとしてのガイド線表示システ

ムとハード的なアプローチのフォーミング・ブレード工法を開

発した。ここでは，後者のフォーミング・ブレード工法につい

て説明する。

▶ 従来工法の課題

従来法では無人測量機により，土砂型枠施工位置を多数マー

キングするため時間が掛かり，さらにモニター上にマーキング

ポイントをトレースした施工線は，カメラの操作（パン，チル

ト，ズーム）毎にずれるため引き直す手間が掛かった。

そこで，鋼製パネルのアタッチメントを油圧ショベルに取り

付けマーキング不要なフォーミング・ブレード工法を開発した。

▶フォーミング・ブレード工法

油圧ショベルに取り付けた型枠用ブレードの位置，方位を 2

台の GPS で測定し，ブレードの傾きを傾斜計で測定する。こ

れらの情報を遠隔操作室のモニターに表示し，ブレードを土砂

型枠の設計位置に誘導し設置する。ブレードの幅 8 m分，一

度に施工することができる工法である。

このシステムにより，無人測量機によるマーキング作業が不

要となり，土砂型枠作業時間が短縮され，作業効率が 18%向

上した。

▶問 合 せ 先

㈱フジタ　広報部

〒 151-8570　東京都渋谷区千駄ヶ谷 4-25-2

TEL：03（3402）1911（代表）

①土砂型枠施工 ②RCC工法　コンクリート打設

④堤体完成 ③削りだし整形

大型ブレーカ

土砂型枠
（現地発生土）

堤　体
（RCC工法）

土砂型枠RCC工法

RCC（Roller Compacted Concrete）工法と土砂型枠

RCC敷均し状況土砂型枠整形状況

マーキング状況無人測量機

従来方法遠隔操作状況

従来方法モニター画面

フォーミング・ブレード全体図

ブレード位置情報表示画面 遠隔操作状況

フォーミング・ブレードによる土砂型枠施工状況
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▶〈02〉掘削機械

09-〈02〉-11

加藤製作所
油圧ショベル
 HD823MRV

’09.07 発売
モデルチェンジ

ブーム，アームなどを強化するとともに掘削力をアップし（従来

機比 9％アップ），さらに，環境対応性，居住性，安全性，メンテ

ナンス性などの向上を図ってモデルチェンジしたものである。標準

仕様の他に，重掘削仕様，解体仕様を確立している。

作業内容に応じてパワーを発揮するプロモード（P），普通モー

ド（A），エコモード（E）の 3作業モードを設定，また，オートスロー

システムや走行自動変速機構の採用などによって，効率的な運転に

より 5％の燃費向上を実現している。シートサスペンションの強化

とともに操作レバーコンソール部とシート部の横揺れを軽減し，操

作性と乗り心地を向上した。安全装備においては，旋回反転防止弁，

自動旋回駐車ブレーキ，自動走行駐車ブレーキ，エンジン室ファイ

ヤウォール，後方監視カメラと専用モニタなどを採用して作業の安

全を図っている。メンテナンス面においては，ラジエータ，オイル

クーラのコアの並列配置，連結部ブッシュに含油ブッシュを採用，

エアクリーナにダブルエレメントを採用，作動油交換間隔 5,000 h

や作動油フィルタ交換間隔 1,000 h に延長，燃料フィルタのリモー

ト配置（エレメント交換の容易化）などでメンテナンス性を向上し

ている。

09-〈02〉-12

コマツ
油圧ショベル（超小旋回形）
 PC78UU-8

’09.09 発売
モデルチェンジ

狭い現場でも作業性を発揮できる超小旋回形油圧ショベルについ

て，低燃費生産性，環境対応性，操作性，居住性，安全性，メンテ

ナンス性などの向上を図ってモデルチェンジしたものである。

エンジン制御コントローラや油圧システムにおける油圧・流量

制御コントローラによって，機体のメインユニットを稼働状況に合

わせて最適に制御するトータルビークルコントロールを採用してお

り，さらに，作業スピードとパワーを優先する Pモードや，モー

ドの可変設定により作業内容に応じて低燃費設定が行える Eモー

ドの選択を可能にして，効率的な運転を実現している。ブーム・アー

ムエネルギ再生回路の活用とともに省エネ運転に配慮しており，マ

ルチモニタ画面上には，運転状態がわかるエコゲージや，アイドリ

ング状態が 5分以上続くとアイドリングコーションを表示して知ら

せる。その他，作業機レバーを中立にして数秒後にエンジン回転数

を自動的にダウンするオートデセルを搭載している。バケットが

キャブに接触しないよう制御する干渉防止装置，地面からの深さ（絶

対深さ）と，任意に設定した基準からの深さ（相対深さ）をモニタ

に表示する深さ測定システム，設定したブーム高さ（角度）でブー

ム上げ操作を制限して自動停止する高さ自動停止システムなどを搭

載して，作業を円滑に確実に出来るようにしている。視界と居住空

間を向上した天窓付大形ラウンドキャブにはスライド式ドアを採用

して乗降を容易にし，ダイヤル式燃料コントロール，7インチ液晶

モニタなどを採用して操作を確実にしている。ブーム自然降下防止

弁，旋回揺れ戻し防止弁，オートマチックスイングブレーキなどの

装備で安全性に配慮し，作業機油圧ホースの内蔵化，ラジエータ，

オイルクーラ，アフタクーラの並列配置，エンジンオイルフィルタ，

HD823MRV
［LC］
標準仕様

HD823MRVH
重掘削仕様

HD823MRVK
［LC］
解体仕様

標準バケット容量　（m3） 0.8 0.8 0.8

機械質量 （t） 22.6［23.3］ 23 23［23.7］

定格出力
 （kW（ps）/min－1）

112.5（153）
/2,000

112.5（153）
/2,000

112.5（153）
/2,000

最大掘削深さ×同半径　（m） 6.69 × 9.91 6.69 × 9.91 6.69 × 9.91

最大掘削高さ （m） 9.77 9.77 9.77

最大掘削力（バケット）
　通常／アップ時 （kN） 150/159 150/159 150/159

作業機最小旋回半径／　
　後端旋回半径 （m） 3.46/1.98 3.46/1.98 3.46/1.98

走行速度
　高速／低速（自動）　（km/h） 5.5/3.6 5.5/3.6 5.5/3.6

登坂能力 （度） 35 35 35

接地圧 （kPa） 50［48］ 52 52［49］

最低地上高 （m） 0.465 0.465 0.465

全長×全幅×
　全高（輸送時） （m）

8.83［8.97］×
2.82［2.99］×2.96

8.83 × 2.82
× 2.96

8.85［8.99］×
2.82［2.99］×3.02

価格 （百万円） 17.64 － －

（注）　（1）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（2）国土交通省・超低騒音型建設機械。
　　　（3）高さ（深さ）関係数値はグローサ高さを含まず。
　　　（4）車両情報遠隔管理システムを搭載。

表─ 1　HD823MRV の主な仕様

写真─ 1　加藤製作所「REGZAM」HD823MRV　油圧ショベル
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燃料メインフィルタ，燃料ドレンコックのリモート化，エンジン

オイルフィルタ交換 500 h，作動油交換 5,000 h，作動油フィルタ交

換 1,000 h，給脂 500 h（アームトップを除く）の間隔延長化などで

メンテナンス性を向上している。また，健康診断システム EMMS

（Equipment Management Monitoring System）を搭載しており，

機械の異常チェック，メンテナンス履歴記憶，故障履歴記憶などの

機能が利用できる。

▶〈03〉積込機械

09-〈03〉-15

TCM・日立建機
ホイールローダ
 ZW80ほか

’09.10 発売
新機種

土木作業，除雪作業，産廃作業などに幅広く使用される小形のホ

イールローダとして，低燃費生産性，環境適合性，安全性，メンテ

ナンス性などの向上を図って設計された 2機種である。

車両重心が車体中央部に位置するようにした設計で安定性を確保

しており，電子制御のHST（Hydro Static Transmission）を搭載

して油温に影響されないスムーズな加速，減速を実現している。エ

ンジン回転を制御するエコモードスイッチを採用しており，燃費約

10％の低減を可能にしている。作業機操作レバーは 1本レバーとし

てシンプルにしている。引きずり防止機能付電気スイッチ式駐車ブ

レーキを採用しており，エンジンが停止した場合は自動的にブレー

キが作動する。作業機ジョイント部にはHN（含油）ブッシュを使

用して給油間隔を 250 h に延長，アルミ製のラジエータとオイル

クーラを並列配置，リヤオシレーション部給脂のリモート化などで

メンテナンス性を向上している。また，カウンタウエイトにステッ

プスペースを設けるとともに，フルオープンに開閉保持するガスダ

ンパ付ボンネットを採用してエンジンルーム内機器のメンテナンス

作業を容易にしている。

標準バケット容量 （m3） 0.28

機械質量 （t） 7.86

定格出力 （kW（ps）/min－ 1） 41（55）/1,950

最大掘削深さ×同半径 （m） 4.23 × 6.40

最大掘削高さ （m） 7.33

最大掘削力（バケット） （kN） 61.3

バケットオフセット量　左／右 （m） 1.05/1.05

作業機最小旋回半径／後端旋回半径 （m） 1.20/1.34

走行速度　高速／低速（自動） （km/h） 5.0/2.9

登坂能力 （度） 35

接地圧 （kPa） 34.3

最低地上高 （m） 0.36

全長×全幅×全高（輸送時） （m） 6.06 × 2.33 × 2.73

価格 （百万円） 10.08

（注）　（1）高さ関係数値はグローサ高さを含む。
　　　（2）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（3）国土交通省・低騒音型建設機械。
　　　（4）車両遠隔管理システム（KOMTRAX）を搭載。
　　　（5）油圧ショベル転倒時運転者保護構造キャブを装備。
　　　（6） アームクレーン仕様（最大定格荷重 1.7 t，吊り走行モード付，

ブームオフセット時の吊り作業に対応）を確立。

表─ 2　PC78UU-8 の主な仕様

写真─ 2　コマツ　PC78UU-8　油圧ショベル（超小旋回形）

表─ 3　ZW80ほかの主な仕様

ZW80 ZW90

標準バケット容量 （m3） 0.9 1.1

運転質量 （t） 4.895［5.115］ 6.005［6.225］

定格出力 （kW（PS）/min－ 1） 45.6（62）/2,200 53.1（72）/2,400

ダンピングクリアランス×
　同リーチ（バケット 45 度前傾） （m） 2.50 × 0.88 2.705 × 0.91

常用荷重 （t） 1.44 1.76

最大掘起力（バケットシリンダ）（kN） 46.6 51.3

最大けん引力 （kN） 42.2 48.9

最高走行速度　F2/R2（自動） （km/h） 34/34 32/32

最小回転半径（最外輪中心） （m） 3.795 4.1

登坂能力 （度） 30 30

軸距×輪距（前後輪共） （kPa） 2.20 × 1.47 2.35 × 1.69

最低地上高 （m） 0.34 0.43

タイヤサイズ （－） 17.5/65-20-10PR 16.9/24-20-10PR

全長×全幅×全高（キャブ上端） （m） 5.12 × 1.99 ×
2.79［2.85］

5.49 × 2.35 ×
2.99［3.05］

価格 （百万円） 8.295 8.925

（注）　（1） キャノピ仕様［キャブ仕様（ROPS・FOPS内蔵）］の書式で示す。
キャブ仕様（ROPS・FOPS 内蔵）はオプション仕様。

　　　（2）バケットは製品用・ボルトオンカッティングエッジ付。
　　　（3）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（4） ZW80 は国土交通省・超低騒音型建設機械，ZW90 は低騒音

型建設機械（申請中）。
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▶〈14〉維持修繕・災害対策用機械および除雪機械

09-〈14〉-01

コマツ
軌陸兼用作業車（鉄輪・ゴムクローラ式）
 PC58UUT-5 / PC58UUT-5W

’09.09 発売
モデルチェンジ

鉄道保線作業などに使用される軌道走行（鉄輪φ 400 mm・回送

時）と道路走行（ゴムクローラ・作業時）が可能な作業車で，環境

対応性，操作性，安全性，信頼性などの向上を図ってモデルチェン

ジしたものである。作業車はオフセットブーム機構をもった油圧掘

削機で，軌道ゲージに合わせて狭軌専用仕様の PC58UUT-5 と標準・

狭軌両用仕様（ゲージ変更スライド機構付）の PC58UUT-5Wが確

立されている。

作業，走行ともに油圧駆動方式で，主エンジンに故障が生じた場

合に備えて緊急用補助エンジンを搭載しており，万一の場合は，補

助エンジンで全ての操作を可能にしている。その他，緊急脱出用手

動ポンプ，ブレーキ解除用手動ポンプ，被けん引時用走行モータ解

除クラッチ，回送用被けん引連結器およびジャッキ受台などを装備

している。架線への接触事故を防止するため，作業機の高さ自動停

止システムを備えており，設定高さに作業範囲を定めることができ

る。また，作業機，旋回，走行の操作を同時にロックするロックレ

バーとロック状態でのみエンジンスタートができるエンジンニュー

トラルスタート機構，誤操作などによる事故防止のための作業機

ロックスイッチなどを設けている。

アタッチメント用 2系統増設配管を標準装備しており，枕木グ

リッパ，4頭式スーパータイタンパなどのアタッチメント（オプ

ション）の使用を可能にしている。

写真─ 3　TCM・日立建機　ZW80　ホイールローダ

写真─ 4　コマツ　「スーパーライナー」　PC58UUT-5　軌陸兼用作業車

表─ 4　PC58UUT-5 / PC58UUT-5W の主な仕様

PC58UUT-5
狭軌専用仕様

PC58UUT-5W
標準・狭軌両用仕様

標準バケット容量 （m3） 0.22 0.22

機械質量 （t） 6.8 6.96

主エンジン・定格出力
 （kW（ps）/min－1） 28（38.1）/2,400 28（38.1）/2,400

補助エンジン・定格出力
 （kW（ps）/min－1） 6.6（9.0）/3,600 6.6（9.0）/3,600

最大掘削深さ×同半径 （m） 4.00 × 5.66 4.00 × 5.66

最大掘削高さ（レール上面から） （m） 2.945 2.945

最大掘削力（バケット） （kN） 39.2 39.2

クローラ中心距離
　狭軌時／標準軌時 （m） 1.98/- 1.954/1.58

作業機最小旋回半径／
　後端旋回半径 （m） 3.27/1.035 3.27/1.035

バケットオフセット量　左／右 （m） 0.91/0.73 0.91/0.73

走行速度
　車輪走行時／被けん引時 （km/h） 30/45 以内 30/45 以内

走行速度　クローラ作業時
　低／高 （km/h） 2.7/4.5 2.7/4.5

発進可能勾配（車輪走行時）（％） 25 25

登坂能力（クローラ走行時） （度） 25 25

接地圧（クローラ） （kPa） 42.5 43.5

全長×全幅×全高（輸送時） （m） 5.68 × 2.38 × 2.75 5.68 ×（2.354/1.98）
× 2.75

価格 （百万円） 17.535 19.53

（注）　（1） オフセットブーム，ゴムクローラ（軌道作業車専用型），キャ
ブを装着。

　　　（2） 作業範囲（最大掘削深さ，同半径，同高さなど）は，作業高
さ制限 4m時をもって示す。

　　　（3）PC58UUT-5Wの全幅は（狭軌時／標準軌時）で示す。
　　　（4）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（5）国土交通省・低騒音型建設機械。
　　　（6）車両遠隔稼働管理システム（KOMTRAX）を搭載。
　　　（7） アームクレーン仕様車（定置吊り0.9 t，吊り走行0.45 t）を確立。
　　　（8）標準軌間：1,435 mm，　狭軌軌間：1,067 mm。
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建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年 07 年 08 年 08 年
8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 09 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月

総　   　 額 8,667 10,444 12,712 14,749 17,465 20,478 18,099 1,491 1,725 1,192 812 708 506 397 528 515 386 464 663 594
海 外 需 要 4,301 6,071 8,084 9,530 11,756 14,209 12,996 1,075 1,267 796 470 504 268 161 258 333 210 239 452 391
海外需要を除く 4,365 4,373 4,628 5,219 5,709 6,268 5,103 416 458 396 342 204 238 236 270 182 176 225 211 203

（注）2002 ～ 2004 年は年平均で，2005 年～ 2008 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2008 年 8 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2002 年 129,862 80,979 11,010 69,970 36,773 5,468 6,641 86,797 43,064 146,863 145,881
2003 年 125,436 83,651 12,212 71,441 30,637 5,123 5,935 86,480 38,865 134,414 133,522
2004 年 130,611 92,008 17,150 74,858 27,469 5,223 5,911 93,306 37,305 133,279 131,313
2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 129,919 142,289

 2008 年 8 月 9,276 6,525 1,522 5,003 1,530 464 758 6,461 2,816 132,644 10,626
 9 月 17,287 12,873 2,870 10,003 1,637 490 2,287 12,343 4,943 135,704 13,747
10 月 10,369 5,638 1,504 4,133 3,016 526 1,189 6,451 3,918 136,081 9,553
11 月 8,015 6,067 1,143 4,924 1,259 457 232 5,803 2,212 133,514 11,014
12 月 8,942 6,447 1,149 5,298 2,315 423 － 243 6,224 2,718 128,683 13,628

2009 年 1 月 5,789 4,138 715 3,423 1,248 374 29 3,758 2,031 125,703 9,300
2 月 9,168 5,968 1,269 4,699 2,476 472 251 5,765 3,402 123,985 11,178
3 月 15,863 8,455 1,563 6,892 6,394 652 362 9,160 6,703 121,164 17,732
4 月 5,628 4,201 932 3,269 856 454 117 3,619 2,009 115,323 12,276
5 月 4,548 3,120 783 2,337 815 429 185 2,703 1,845 112,001 8,611
6 月 8,697 5,501 979 4,522 1,788 463 946 6,332 2,365 110,113 11,237
7 月 6,609 4,488 1,409 3,079 1,549 407 165 4,496 2,112 111,954 7,569
8 月 6,943 4,741 1,132 3,609 1,285 455 462 4,714 2,230 ― ―
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■ 機 械 部 会

■クリーンエネルギー建機燃費測定標準作
成ワーキング
月　日：9月 2日（水）
出席者：此村靖リーダーほか 7名
議　題：① JCMAS追加記述の検討　　
②標準委員会への起案の進め方につい
て　③建設機械工業会を通じての学識
経験者への説明について　④その他

■原動機技術委員会
月　日：9月 10 日（木）
出席者：有福孝智委員長ほか 22 名
議　題：①次期排出ガス規制の動き　　
②次期規制の技術基準検討状況の報告
③中環審大気環境部会第 39 回自動車
排出ガス専門委員会について　④その
他情報交換

■機械部会 運営連絡会
月　日：9月 14 日（月）
出席者：大塚副部会長ほか 8名
議　題：①平成 21 年度上期の活動報告
と下期の活動計画について　②中期事
業計画（平成 19 ～ 21 年度）の取組み
結果について　③次期中期事業計画
（平成 22 ～ 24 年度）策定方針につい
て　④その他

■路盤・舗装技術委員会 幹事会
月　日：9月 15 日（火）
出席者：渡邊委員長ほか 6名
議　題：①平成 21 年度上期活動結果と
下期計画の見直しについて　②次期中
期事業計画（平成 22 ～ 24 年度）につ
いての意見交換　③その他

■路盤・舗装技術委員会・舗装機械変遷分
科会
月　日：9月 15 日（火）
出席者：戸川裕文分科会長ほか 11 名
議　題：①アスファルトフィニッシャの
変遷についての校正　②その他

■基礎工事用機械技術委員会 幹事会
月　日：9月 16 日（水）
出席者：青栁隼夫委員長ほか 8名
議　題：① A・B 分科会の調整事項に
ついて　②現場見学会（TRD工法他）
について　③その他

■基礎工事用機械技術委員会・技術変遷調
査分科会 Aチーム
月　日：9月 16 日（水）
出席者：鈴木勇吉分科会長ほか 6名

議　題：①工法概説シートの検討につい
て　②その他

■基礎工事用機械技術委員会・技術変遷調
査分科会 Bチーム
月　日：9月 16 日（水）
出席者：村手徳夫副分科会長ほか 6名
議　題：①工法概説シートの検討につい
て　②その他

■基礎工事用機械技術委員会・現場見学会
月　日：9月 16 日（水）
出席者：青栁隼夫委員長ほか 16 名
議　題：台東区内「Re・ボーン工法」
施工現場の見学

■ショベル技術委員会
月　日：9月 16 日（水）
出席者：此村靖委員長ほか 7名
議　題：①作業燃費WGの進捗につい
て　② ISO 国際会議の件について　
③ミニショベルの重量表示について　
④ JCMAS改訂について　⑤その他

■ダンプトラック技術委員会
月　日：9月 17 日（木）
出席者：阿部誠一委員長ほか 5名
議　題：①各社トピックス紹介（日立
建機殿）　②ピクトリアル化の件につ
いて JCMASに提案する項目の審議等
③その他

■油脂技術委員会・グリース分科会
月　日：9月 17 日（木）
出席者：田路浩分科会長ほか 9名
議　題：①平成 21 年度下期活動方針に
ついて　②オンファイルシステムの状
況について　③その他

■油脂技術委員会・油脂規格普及促進分科
会・燃料エンジン油分科会合同開催
月　日：9月 17 日（木）
出席者：杉山玄六委員長ほか 14 名
議　題：①平成 21 年度上期報告と下期
活動審議　②油脂規格普及促進分科会
活動と普及阻害要因の確認と対応につ
いて　③燃料エンジン油分科会活動に
ついて　④グリース分科会活動につい
て ⑤その他

■自走式建設リサイクル機械分科会
月　日：9月 18 日（金）
出席者：佐藤文夫委員長ほか 5名
議　題：①木材破砕機 C規格 JIS 原案
の検討について　②自走式クラッシャ
の ISO 化の最終ドラフトとの比較検
討，特に ROPS キャブについて　　
③その他

■トンネル機械技術委員会・シールドマシ
ン等安全技術調査分科会 

月　日：9月 18 日（金）
出席者：高村勝之進分科会長ほか 2名
議　題：①調査収集した資料の取り纏め

について　②今後のスケジュールその
他について

■建築生産機械技術委員会
月　日：9月 18 日（金）
出席者：石倉武久委員長ほか 3名
議　題：①平成 21 年度上期活動実績と
下期計画見直しについて　②高所作業
車 C規格作成検討について　③今後
の委員会活動についての情報・意見交
換　④その他

■機械部会 幹事会
月　日：9月 24 日（木）
出席者：青柳部会長ほか 16 名
議　題：①平成 21 年度上期活動報告と
下期活動計画について　②中期事業計
画（平成 22 ～ 24 年度）策定方針につ
いての意見交換　③その他

■クリーンエネルギー建機燃費測定標準作
成ワーキング
月　日：9月 25 日（金）
出席者：此村靖リーダーほか 8名
議　題：① JCMAS追加記述の検討・ク
ラス拡大と解説について　②標準委員
会への起案の進め方について　③建設
機械工業会を通じての学識経験者への
説明について　④その他

■トンネル機械技術委員会・掘削ずり有効
利用分科会
月　日：9月 30 日（水）
出席者：川本伸司分科会長ほか 8名
議　題：①調査事例に対する検討　②そ
の他

■ 製 造 業 部 会

■業種別合同部会（建設業部会・レンタル
業部会・施工部会と合同）
月　日：9月 4日（金）
出席者：溝口幹事長ほか 9名
議　題：建設業部会 業種別合同部会に
記載

■製造業部会 小幹事会
月　日：9月 15 日（火）
出席者：溝口幹事長ほか 2名
議　題：①平成 21 年度上期活動報告と
下期活動計画について　②中期事業計
画（平成 19 ～ 21 年度）に対する取組
み結果について　③次期中期計画（平
成 22 ～ 24 年度）策定方針について
④その他

■マテリアルハンドリングWG・ショベル
用マグネット取扱い会社への説明会
月　日：9月 28 日（月）
出席者：生田正治リーダほか 14 名
議　題：①国内におけるマグネットの規
格と運用の説明　②油圧ショベルの架

…行事一覧…
（2009 年 9 月 1 日～ 30 日）
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装時における注意事項と対応方法につ
いて　③質疑応答

■マテリアルハンドリングWG

月　日：9月 28 日（月）
出席者：生田正治リーダほか 9名
議　題：①㈳日本鉄リサイクル工業会・
㈳建設荷役車両安全技術協会との打合
せ報告　②国際規格（EN規格）との
整合について　③厚生労働省との審議
事項および内容について

■ 建 設 業 部 会

■建設業部会 業種別合同部会
月　日：9月 4日（金）
出席者：坪田部会長ほか 57 名
議　題：①オフロード次期排ガス規制に
ついて（製造業）　②不適正燃料の使
用実態調査結果について（レンタル業）
③技術提案における課題の設定につい
て（環境関連）（建設業）　④情報化施
工の実例と今後の方向性について（施
工）　⑤マテリアルハンドリング機械
の分類・運転資格・必要検査につい
て（製造業）　⑥油圧ショベルの標準
操作方式について（製造業）　⑦（仮）
安全情報技術会議設立提案の趣旨説明
（建設業）　⑧質疑応答

■建設業部会 三役会
月　日：9月 7日（月）
出席者：坪田章部会長ほか 5名
議　題：①夏季現場見学会（施工技術総
合研究所）について　②第 13 回機電
技術者意見交換会について　③（仮）
安全情報技術会議小委員会への派遣委
員の選出について　④その他

■建設業部会 幹事会
月　日：9月 14 日（月）
出席者：坪田章部会長ほか 12 名
議　題：①上期事業報告について　②機
電技術者意見交換会の企画について
③業種別合同部会について　④安全情
報技術小会議について　⑤その他

■レンタル業部会

■レンタル業部会コンプライアンス分科会 

月　日：9月 17 日（木）
出席者：高見俊光分科会長ほか 7名
議　題：①「建設機械等レンタル標準契
約と解説」の見直しについて　②各社
の取組み事項，部会員共通の問題，課
題について　③その他

■ CP車総合改善委員会

■第一分科会
月　日：9月 7日（月）
出席者：宇治公隆分科会長ほか 8名
議　題：①新規委員紹介　②第一分科会
活動報告のとりまとめについて　③そ
の他

■ 各 種 委 員 会 等 

■機関誌編集委員会
月　日：9月 2日（水）
出席者：岡崎治義委員長ほか 21 名
議　題：①平成 21 年 12 月号（第 718 号）
の計画の審議・検討　②平成 22 年 1
月号（第 719 号）の素案の審議・検討
③平成 22 年 2 月号（第 720 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 21 年 9
～ 11 月号（第 715 ～ 717 号）の進捗
状況の報告・確認

■建設経済調査分科会
月　日：9月 16 日（水）
出席者：山名至孝分科会長ほか 4名
議　題：①平成 21/10 月号原稿の検討

■新工法調査分科会
月　日：9月 28 日（月）
出席者：村本利行分科会長ほか 4名
議　題：①新工法情報の検討・選定

■新機種調査分科会
月　日：9月 30 日（水）
出席者：渡部務分科会長ほか 4名
議　題：①新機種情報の検討・選定　　
②技術交流・討議―VTR（建築文化
を科学する）

■ 北 海 道 支 部

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9月 4日（金）～ 6日（日）
場　所：石狩市　㈱日立建機教習センタ
北海道教習所

受験者：1級 55 名　2級 263 名
■平成 21年度除雪機械技術講習会（第 1

回）
月　日：9月 15 日（火）
場　所：旭川市 旭川トーヨーホテル
受講者：345 名
内　容：①除雪計画　②除雪の安全施工
③VTR「北海道の除雪機械」　④冬の
交通安全　⑤除雪の施工方法　⑥除雪

機械の取り扱い
■平成 21年度除雪機械技術講習会（第 2

回）
月　日：9月 18 日（金）
場　所：帯広市 とかちプラザ
受講者：198 名
内　容：第 1回に同じ
■平成 21年度除雪機械技術講習会（第 3

回）
月　日：9月 25 日（金）
場　所：札幌市　ホテルポールスター札
幌
受講者：270 名
内　容：第 1回に同じ
■平成 21年度除雪機械技術講習会（第 4

回）
月　日：9月 29 日（火）
場　所：札幌市 北海道教育会館ホテル
ユニオン
受講者：117 名
内　容：第 1回に同じ

■ 東 北 支 部

■東北支部企画部会
月　日：9月 9日（水）
場　所：東北支部会議室
出席者：菅原次郎部会長ほか 8名
議　題：平成 21 年度の事業執行につい
て

■施工部会
土木技術施工研修会 in 仙台
月　日：9月 11 日（金）
場　所：仙台市国際センター
参加者：山田一彦部会長ほか 231 名
■施工部会
月　日：9月 14 日（月）
場　所：東北支部会議室
出席者：山田一彦部会長ほか 4名
議　題：除雪講習会資料準備および打合
せ

■技術部会
技術研修会
月　日：9月 16 日（水）
場　所：岩手県奥州市胆沢区　胆沢ダム
ダムサイト
参加者：阿部新治部会長ほか 10 名
■除雪講習委員会
月　日：9月 17 日（木）
場　所：東北地方整備局防災センター会
議室
出席者：齋 恒夫委員ほか 9名
議　題：平成 21 年度除雪講習会実施計
画について

■広報部会
月　日：9月 18 日（金）

…支部行事一覧…
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場　所：東北支部会議室
出席者：阿部新治部会長ほか 2名
議　題：支部たより 1次校正
■広報部会
月　日：9月 25 日（金）
場　所：東北支部会議室
出席者：阿部新治部会長ほか 2名
議　題：支部たより 2次校正
■施工部会
月　日：9月 25 日（金）
場　所：東北支部会議室
出席者：山田一彦部会長ほか 11 名
議　題：除雪講習会詳細計画について
■「ゆきみらい in 青森 2010」除雪機械展
示・実演会
月　日：9月 30 日（水）
場　所：仙台商工会議所会議室
出席者：白鳥技師長ほか 12 名
議　題：平成 21 年度除雪機械展示・実
演会出展者第 1回打合せ

■ 北 陸 支 部

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9月 5日（土）～ 8日（火）
場　所：コベルコ教習所 新潟教習セン
ター

受検者：1級46名，2級227名 計273名（延
べ）

■雪氷部会除雪オペレータ技能維持ワーキ
ング
月　日：9月 17 日（木）
場　所：新潟県建設会館
出席者：丹羽吉正雪氷部会長ほか 10 名
議　題：平成 20 年度事業結果とりまと
めと 21 年度事業計画

■ 中 部 支 部

■平成 21年度建設機械施工技術検定試験
（実地）実施
月　日：9月 5日（土）～ 8日（火）
場　所：刈谷市「住友建機販売㈱名古屋
技術研修所」

受験者：1級 66 名，2 級 311 名（延べ 1
級 117 名，2級 349 名）

■「建設技術フェアー 2009 in 中部」実行
委員会に出席
月　日：9月 15 日（火）
出席者：五嶋政美事務局長代理
議　題：「建設技術フェアー 2009 in 中
部」の実施について

■「情報化施工（建設 ICT）ゼミナール」
開催
月　日：9月 29 日（火）
会　場：昭和ビル 9F

出席者：約 80 名
内　容：①建設 ICT の現状と動向につ
いて　②情報化施工のマシンコント
ロール概念について　③ 3次元土木設
計図の最新技術 2009 年　④測量の最
新技術動向　⑤情報化施工のソフトウ
エアについて　⑥モデル工事の事例紹
介

■ 関 西 支 部

■平成 21年度建設機械施工技術検定実地
試験
月　日：9月 5日（土）～ 7日（月）
場　所：キャタピラー教習所㈱およびコ
ベルコ教習所㈱

受験者：1級 80 名，2級 370 名
■建設用電気設備特別専門委員会（第 357

回）
月　日：9月 10 日（木）
場　所：中央電気倶楽部 213 号会議室
議　題：①「建設工事用電気設備の接地
工事」技術報告書（案）の最終審議　
②「JEM-TR121 建設用負荷設備機器
点検保守のチェックリスト」の見直し

■建設技術展 2009近畿 現地説明会
月　日：9月 14 日（月）
場　所：マイドーム大阪 2F ホール
出席者：松本克英事務局長
内　容：当支部の展示コマは 2F09 ブー
スに決定

■広報部会
月　日：9月 18 日（金）
場　所：関西支部会議室
出席者：安田佳央部会長ほか 6名
議　題：①広報部会活動計画について　
②施工技術報告会について　③建設技
術展 2009 近畿について　④「JCMA
関西」 第 96 号の取組みについて　　
⑤建設施工研修会について　⑥「省エ
ネ建機」見学会について

■ 中 国 支 部

■ 1・2級建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9月 5日（土）～ 7日（月）
場　所：扇二丁目多目的広場
受験者：1級 54 名，2級 188 名

■第 3回部会長会議
月　日：9月 16 日（水）
場　所：YMCA会議室
出席者：高倉寅喜企画部会長ほか 10 名
議　題：①現支部中期事業計画（平成
19 ～ 21 年）の取組み結果について　
②次期支部中期事業計画（平成 22 ～
24 年）の策定について　③各部会活

動の実施状況及び今後の事業実施予定
等について　④情報化施工（試行工事）
への支援について

■第 25回「新技術・新工法」発表会
月　日：9月 30 日（水）
場　所：国際教育センター
参加者：86 名
課　題：①早期開放型半たわみ性舗装
用セメントミルク（ハイシールパウ
ダー J）㈱大林道路中国支店工事部 尾
崎浩司氏　②ハイブリッド油圧ショベ
ルのご紹介 コマツ建機販売㈱東京カ
ンパニー 小野寺隆康氏　③地上発進
シールドについて 清水建設㈱土木事
業本部 阿曽利光氏　④極低騒音型油
圧ショベルの開発と商品化 コベルコ
建機㈱要素開発部 中島一氏　⑤二重
壁を有する補強土壁の地震後の状況と
補修 前田工繊㈱技術部 服部浩崇氏　
⑥地上型レーザによる 3Dデータ計測
（情報化施工に関連したデジタルデー
タ作成）復建調査設計㈱空間システム
部 岡本良徳氏

■ 四 国 支 部

■ 1・2級建設機械施工技術検定実地試験
の実施
月　日：9月 7日（月）～ 8日（火）
会　場：善通寺市（日立建機㈱香川営業
所）
受験者：1級 59 名（実人員 33 名）
　　　　2級 204 名（実人員 183 名）
種　別：1～ 4種

■ 九 州 支 部

■建設機械施工技術検定試験
日　時： 9 月 1 日（火）～ 7日（月）
場　所：福岡県糟屋郡粕屋町 コマツ教
習所㈱九州センタ
受験者：1級 111 名，2級 451 名
■企画委員会
日　時：9月 25 日（金）
出席者：相川亮委員長ほか 8名
議　題：①建設機械施工技術検定試験実
地試験結果について　②施工安全講習
会について　③情報化施工講習会につ
いて　④第 3四半期事業計画について
⑤その他
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編 集 後 記

11 月号は，「道路」特集です。巻
頭言は，小林潔司先生に「道路構造
物のアセットマネジメント」につい
て執筆して頂きました。編集方針を，
道路の維持・修繕・補修・補強に関
する取組みとし，特集報文は，舗装
の非破壊構造診断，リフレッシュ工
事，上面増圧工法，トンネル坑口部
の補強等について紹介させて頂きま
した。
今，道路に求められるものは，何

でしょうか。
道路は，人々の生活に密着し，経

済の発展に寄与する重要な社会基盤
であり，救急医療支援・災害時の輸
送路として活躍します。この重要な
役割を確実に果たす為には，日々の
点検管理，維持，修繕，補修，補強
が必要となります。
高速道路に特化した話をします。
私が，高速道路管理を行っていた

時のことですが，豪雨による土砂災
害で，完成 4車線道路の内，2車線
が崩落したことがありました。その
日は，終戦記念日の 8 月 15 日。帰
省に伴う交通集中渋滞がピークと
なっていました。想像し易いことで
しょう。一般道は，完全に交通麻痺
状態となりました。2万m3 が崩れ，
仮復旧に 4日かかったと記憶してい
ます。当時現場に派遣された私は，
光ケーブルの復旧を行い，その後，
押え盛土を行う現場監督を昼夜連続
で行いました。復旧に向け必死でし

た。皆がそれぞれの役割に必死で対
応しました。応急復旧計画，本復旧
計画，地元対応，マスコミ対応，警
察協議。
今では，笑い話ですが，一般道が

交通麻痺状態であった為，事務所か
ら配給される食事は，一日一食でし
た。それも朝届くか，昼届くか，そ
れとも夜届くかわからず，気が利い
ているのか，利いていないかわかり
ませんが，現地に届く飲み物は，栄
養ドリンクだけで，真夏の暑さの中，
水分を補給しない訳にもいかず，リ
ポビタンDを一日 10 本も飲んでし
まいました。栄養は摂れたのでしょ
うが，元気になったのか，興奮状態
になっていたのかは定かではありま
せん（笑い）。
これは，一例に過ぎませんが，道

路が利用できないことがこれ程，大
きな影響があるのかと思い知らされ
た瞬間でもありました。
無くなって初めてわかる大切さ。

皆さんも経験があるのではないで
しょうか。
病気になってわかる，健康のあり

がたさ…。
道路も同じではないでしょうか。
11 月号は，道路がこの重要な役

割を果たす為に必要な技術を紹介で
きるよう報文を募ってまいりまし
た。最後になりますが，ご多忙中に
もかかわらず，報文の執筆にご協力
頂きました，著者各位に心より感謝
申し上げます。
 （斉藤・圓尾）

12 月号「長寿命化・維持管理・リニューアル」予告
・下水道長寿命化支援制度の概要とストックマネージメントの推進
・日本下水道事業団におけるアセットマネジメントに関する取り組み
・FMC（Full Maintenance Contract）における稼働率維持とコンポーネント寿命の延命
・鉄道軌道のメンテナンス
・劣化 PC管の調査・診断手法
・コンクリート表層部の健全性診断
・三井倶楽部の改修
・東京駅丸の内駅舎の保存・復元
・名古屋港桟橋の急速施工拡張工事
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